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１－１  介護保険法の一部改正について 

１ 平成29年介護保険法一部改正について 

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成29年法

律第52号）（以下「改正法」という。）が、平成29年6月２日に公布され、介護保険法の一部が改

正されました。 

医療介護総合確保推進法は、地域において効率的かつ質の高い医療提供体制を構築する

とともに地域包括ケアシステムを構築することを通じ、必要な医療及び介護の総合的な確保を

推進するため、介護保険法等の関係法律の所要の整備等を行おうとするものであり、その主な

内容は次のとおりです。 

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」の介護保

険法の一部改正部分の概要 

１ 国及び地方公共団体の責務に関する事項 

国及び地方公共団体は、介護サービスに関する施策及び地域における自立した日常生

活の支援のための施策を、医療及び居住に関する施策との有機的な連携を図りつつ包括的

に推進するに当たっては、障害者その他の者の福祉に関する施策との有機的な連携を図る

よう努めなければならないものとする。（平成30年４月１日施行：介護保険法第５条第４項関

係） 

２ 認知症に関する施策の総合的な推進等に関する事項 

 （１） 国及び地方公共団体は、認知症に対する国民の関心及び理解を深め、認知症である

者への支援が適切に行われるよう、認知症に関する知識の普及及び啓発に努めなければ

ならないものとすること。（平成30年４月１日施行：介護保険法第５条の２第１項関係）

 （２） 国及び地方公表団体は、認知症である者の心身の特性に応じたリハビリテーション及び

認知症である者を現に介護する者の支援その他の認知症に関する施策を総合的に推進

するよう努めなければならないものとすること。（平成30年４月１日施行：介護保険法第５条

の２第２項関係） 

（３） 国及び地方公表団体は、認知症に関する施策を総合的に推進するに当たっては、認知

症である者及びその家族の意向の尊重に配慮するよう努めなければならないものとするこ

と。（平成30年４月１日施行：介護保険法第５条の２第３項関係） 

３ 介護医療院の創設に関する事項 

 （１） 介護医療院等の定義 

「介護医療院」とは、主として長期にわたり療養が必要である要介護者に対し、療養上

の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日

常生活上の世話を行うことを目的とする施設として、（３）の都道府県知事の許可を受けた

ものをいい、「介護医療院サービス」とは、介護医療院に入所する要介護者に対し、施設

サービス計画に基づいて行われる療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護

及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話をいうものとすること。（平成30

年４月１日施行：介護保険法第８条第29項関係） 

 （２） 施設サービスへの追加 

施設サービスに介護医療院を追加し、介護医療院サービスを受けたときは、施設介護
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サービス費を支給するものとすること。（平成30年４月１日施行：介護保険法第８条第26項

及び第48条関係） 

（３） 開設許可 

介護医療院を開設しようとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県知事 

   の許可を受けなければならないものとすること。（平成30年４月１日施行：介護保険法第10

条関係） 

（４） 介護医療院の管理 

介護医療院の開設者は、都道府県知事の承認を受けた医師に当該介護医療院を管理

させなければならないものとすること。（平成30年４月１日施行：介護保険法第109条関係） 

（５） 介護医療院の基準 

 ア 介護医療院の開設者は、介護医療院の設備及び運営に関する基準に従い、要介護

者の心身の状況等に応じて適切なサービスを提供するとともに、自らサービスの質の

評価を行うことその他の措置を講ずることにより常にサービスを受ける者の立場に立っ

てこれを提供するように努めなければならないものとすること。（平成30年４月１日施行：

介護保険法第110条関係） 

イ 介護医療院は、療養室、診察室、処置室及び機能訓練室を有するほか、都道府県

の条例で定める施設を有しなければならないものとすること。（平成30年４月１日施行：

介護保険法第111条第１項関係） 

ウ 介護医療院は、厚生労働省令で定める員数の医師及び看護師のほか、都道府県の

条例で定める員数の従業者を有しなければならないものとすること。（平成30年４月１

日施行：介護保険法第１１１条第２項関係） 

エ （イ）及び（ウ）のほか、介護医療院の設備及び運営に関する基準は、都道府県の条

例で定めることとすること。（平成30年４月１日施行：介護保険法第111条第３項関係） 

（６） 設備の使用制限等 

都道府県知事は、介護医療院が、療養室、診察室、処置室及び機能訓練室並びに都

度府県の条例で定める施設を有しなくなったとき、又は設備及び運営に関する基準に適合

しなくなったときは、開設者に対し、その使用を制限等することができるものとすること。（平

成30年４月１日施行：介護保険法第114条の３関係） 

（７） 介護医療院に関する経過措置 

この法律の施行の日の前日において現に病院又は診療所を開設しており、その名称中

に病院等に類する文字を用いている者が、当該病院若しくは診療所を廃止し、又はその病

床数を減少させて介護医療院を開設した場合において、当該介護医療院の名称中に介護

医療院という文字を用いること等の要件に該当するものである間は、当該介護医療院の名

称中に病院等に類する文字を引き続き用いることができるものとすること。（改正法附則第

14条関係） 

４ 利用者負担の見直しに関する事項

介護給付及び予防給付について、一定以上の所得を有する第１号被保険者に係る利用

者負担の割合を、その費用の100分の30とすること。（平成30年８月１日施行：介護保険法第

49条の２及び第59条の２関係） 
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５ 居宅サービス等への市町村長の関与に関する事項  

市町村長は、都道府県知事の行う居宅サービス及び介護予防サービスの指定について、

市町村介護保険事業計画との調整を図る見地から意見を申し出ることができるものとし、都

道府県知事は、その意見を勘案して、指定を行うに当たって、当該事業の適正な運営を確

保するために必要と認める条件を付すことができるものとすること。（平成30年４月１日施行：

介護保険法第70条及び第115条の２関係） 

６ 共生型居宅サービス事業者等に係る特例に関する事項 

訪問介護、通所介護等の居宅サービス等に係る事業所について、児童福祉法（昭和22年

法律第164号）の指定（当該申請に係る居宅サービス等の種類に応当する種類の障害児通

所支援に係るものに限る。）又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成17年法律第123号）の指定（当該申請に係る居宅サービス等の種類に応当する

種類の障害福祉サービスに係るものに限る。）を受けている者から指定の申請があった場合

において、都道府県又は市町村の条例で別途定める基準を満たしているときは、当該基準

に従わなければならないものとすること。（平成30年４月１日施行：介護保険法第72条の２関

係） 

７ 地域密着型通所介護に係る指定に関する事項 

地域密着型通所介護等の地域密着型サービスに係る指定の申請があった場合におい

て、定期巡回・随時対応型訪問介護看護等の事業所が市町村の区域にある場合等に該当

し、かつ、当該市町村の長が、当該市町村における地域密着型通所介護等の地域密着型

サービスの種類ごとの量が、市町村介護保険事業計画において定める見込量に既に達して

いる等の場合に該当すると認めるときは、指定をしないことができるものとすること。（平成30

年４月１日施行：介護保険法第78条の２第６項関係） 

８ 有料老人ホームに係る指定の取消し等に関する事項 

市町村長は、都道府県知事から有料老人ホームの設置者に対して事業の制限又は停止

を命じた旨の通知を受けたときは、指定地域密着型サービス事業者に係る指定を取り消し、

又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができるものとするこ

と。（平成30年４月１日施行：介護保険法第78条の10関係） 

９ 都道府県による市町村に対する支援等に関する事項 

（１） 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業等の事業の円滑な実施のために必要な

関係者相互間の連絡調整を行うことができるものとし、当該事業の関係者は、当該事業に

協力するよう努めなければならないものとすること。（平成30年４月１日施行：介護保険法

第115条の45の10第１項及び第２項関係）  

(２) 都道府県は、介護予防・日常生活支援総合事業等の事業に関し、情報の提供その他

市町村に対する支援に努めるものとすること。（平成30年４月１日施行：介護保険法第115

条の45の10第３項関係） 

10 地域包括支援センターの機能強化に関する事項 

市町村等は、地域包括支援センターの事業について評価を行うとともに、必要な措置を講

じなければならないものとすること。（平成30年４月１日施行：介護保険法第115条の46関係） 
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１－２  平成30年度介護報酬改定について 

 平成30年度介護報酬改定については、地域包括ケアシステムの推進、自立支援・重度化防止

に資する質の高い介護サービスの実現、多様な人材の確保と生産性の向上及び介護サービスの

適正化・重症化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保などを基本的な考え方として、各サー

ビスの報酬・基準についての見直しが行われました。 

１ 平成30年度介護報酬改定の概要 

（１）地域包括ケアシステムの推進 

重度の要介護者も含め、どこに住んでいても適切な医療・介護サービスを切れ目なく受けるこ

とができる体制を整備 

〇 中重度の在宅要介護者や、居住系サービス利用者、特別養護老人ホーム入所者の医療ニ 

ーズへの対応 

〇 医療・介護の役割分担と連携の一層の推進 

〇 医療と介護の複合的ニーズに対応する介護医療院の創設 

〇 ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保 

〇 認知症の人への対応の強化 

〇 口腔衛生管理の充実と栄養改善の取組の推進 

〇 地域共生社会の実現に向けた取組の推進 

（２）自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現 

介護保険の理念や目的を踏まえ、安心・安全で、自立支援・重症化防止に資する質の高い

介護サービスを実現 

〇 リハビリテーションに関する医師の関与の強化 

〇 リハビリテーションにおけるアウトカム評価の拡充 

〇 外部のリハビリ専門職等との連携の推進を含む訪問介護等の自立支援・重症化防止の推 

   進 

〇 通所介護における心身機能の維持に係るアウトカム評価の導入 

〇 褥瘡の発生予防のための管理や排泄に介護を要する利用者への支援に対する評価の新 

   設 

〇 身体的拘束等の適正化の推進 

（３）多様な人材の確保と生産性の向上 

人材の有効活用・機能分化、ロボット技術等を用いた負担軽減、各種基準の緩和等を通じた

効率化を推進 

〇 生活援助の担い手の拡大 

〇 介護ロボットの活用の推進 

〇 定期巡回サービスのオペレーターの専任要件の緩和 

〇 ICTを活用したリハビリテーション会議への参加 

〇 地域密着型サービスの運営推進会議等の開催方法・開催頻度の見直し 
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（４）介護サービスの適正化・重症化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保 

介護サービスの適正化・重点化を図ることにより、制度の安定性・持続可能性を確保 

〇 福祉用具貸与の価格の上限設定等 

〇 集合住宅居住者への訪問介護等に関する減算及び区分支給限度基準額の計算方法の見

直し等 

〇 サービス提供内容を踏まえた訪問看護の報酬体系の見直し 

〇 通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分の見直し等 

〇 長時間の通所リハビリの基本報酬の見直し 

   ※介護報酬改定の詳細は以下に記載されています。必ずご確認ください。 

      「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/） 

        －ライブラリ（書式／申請）－１８．平成３０年度介護保険制度改正・報酬改定 

１－３ 基準条例、解釈通知の改正について 

１ 基準条例の制定 

（１）基準条例 

介護保険法の規定に基づく介護サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準については、厚生労働省令で定める基準を基本としつつ、各自治体が条

例で定めることとされ、神奈川県では次に掲げる条例が制定されています。 

神奈川県が所管する介護保険事業者・介護保険施設は、これらの条例に定め

られた基準に従って、事業を実施しなければなりません。 

【平成25年４月１日施行分】 

１ 軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成25年神奈

川県条例第14号） 

２ 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成25年神奈

川県条例第15号） 

３ 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成25年

神奈川県条例第16号） 

４ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成25年神奈川県条例第17号） 

５ 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める

条例（平成25年神奈川県条例第18号） 

６ 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成25年神奈川県条例第19号） 

７ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（平成25年神奈川県条例第20号） 

８ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定

める条例（平成25年神奈川県条例第21号） 
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【平成30年４月１日施行分】 

９ 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例

（平成30年神奈川県条例第46号） 

【介護医療院に係る基準条例の掲載場所】 

ウェブサイト 介護情報サービスかながわ  

→ ライブラリ（書式／通知） 

→ ７．条例・解釈通知等 

→高齢福祉分野における施設基準条例等の公布について（H30.4.1） 

２ 基準条例等の改正 

○ 介護保険法の規定に基づき、各基準省令が改正されたことに伴い、各基準条

例・基準条例施行規則・解釈通知が平成30年４月１日付けで改正されています。 

○ 平成30年４月１日以降は、改正後の基準条例等の規定に従って、適正に事業を

実施しなければなりません。 

○ 改正の内容については、次の場所に掲載されている文書を確認してください。 

【基準条例等の掲載場所】 

ウェブサイト 介護情報サービスかながわ  

→ ライブラリ（書式／通知） 

→ ７．条例・解釈通知等 

http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=9

→高齢福祉分野における施設基準条例等の公布について（H30.4.1） 

→高齢福祉分野における施設基準条例施行規則等の公布について（H30.4.1）

→高齢福祉分野における施設基準条例等に関する解釈通知について（H30.4.1） 

（２）基準条例施行規則 

各基準条例に定める規定のうち一部については、規則に委任されています。 

【介護医療院に係る基準条例施行規則の掲載場所】 

ウェブサイト 介護情報サービスかながわ  

→ ライブラリ（書式／通知） 

→ ７．条例・解釈通知等 

http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=9

 →高齢福祉分野における施設基準条例施行規則等の公布について

(H30.4.1) 

（３）解釈通知 

条例・規則で定められた基準の趣旨及び内容については、条例・規則とは別

に通知が発出されています。 
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介 護 保 険 法

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定
める条例等について

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 H12 厚生省告示第29号

基準
指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定
める条例介護療養型

医療施設
解釈通知

指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定
める条例等について

厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに
通所介護費等の算定方法

H12 老企第54号その他 通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて

解釈通知

H12 厚生省告示第27号

(参考資料）介護保険法の体系図

介護保険法施行令

介護保険法施行規則

居
宅

サ
ー

ビ
ス

H27 厚生労働省告示第94号

厚生労働大臣が定める基準

基準

解釈通知

H27 厚生労働省告示第95号

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める
条例

H27 厚生労働省告示第93号厚生労働大臣が定める一単位の単価

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 H25 神奈川県条例第20号

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等
及び指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める
条例等について

H25.3.29 高施第336号

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等

介護老人
福祉施設

基準

基準

解釈通知

H18 老計発0317001
H18 老振発0317001
H18 老老発0317001

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める条例

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定
める条例

H25.3.29 高施第336号

介
護
予
防

サ
ー

ビ
ス

基準

H25 神奈川県条例第17号

H25.3.29 高施第336号

H30 神奈川県条例第46号

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等
及び指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める
条例等について

H25 神奈川県条例第21号

H18 厚生労働省告示第127号

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅
療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用
の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

H12 厚生省告示第19号

解釈通知

解釈通知

基準 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特
定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の
算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

介護老人
保健施設

H12 厚生省告示第21号

H27 厚生労働省告示第96号

厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費及び外部
サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費に係るサービスの種類及び当
該サービスの単位数並びに限度単位数

H18 厚生労働省告示第165号

そ
の
他
報
酬
関
係

厚生労働大臣が定める施設基準

居
宅
サ
ー

ビ
ス

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準基準

解釈通知
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準
を定める条例等について

H12 老企第40号

施
設
サ
ー

ビ
ス

「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上
の留意事項について」の制定及び「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関
する基準（訪問通所サービス及び居宅療養管理指導に係る部分）及び指定居宅介護
支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい
て」等の一部改正について

施
設

サ
ー

ビ
ス

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準基準

介
護
予
防

サ
ー

ビ
ス

H25.3.29 高施第336号

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特
定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の
算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

解釈通知 H12 老企第40号

基準
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準
を定める条例

介護医療院

H12 老企第36号

H25 神奈川県条例第19号

H25.3.29 高施第336号

H25 神奈川県条例第18号

２ 介護報酬関係

１ 指 定 関 係
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１－４  監査・行政処分 

１ 厚生労働省調査結果

（１）増加する介護サービス事業所の指定取消・効力停止処分 

厚生労働省の「介護サービス事業所に対する指導・監査結果の状況及び介護サービス事業者の業

務管理体制の整備に関する届出・確認検査の状況」によると、平成 12 年度の介護保険制度導入か

ら平成28年度までの17年間における指定取消・効力の停止処分を受けた事業所数は2,188事業

所に上っています。平成 28 年度に処分を受けたのは 244 事業所であり、過去最悪でありまし

た。 

内訳は、指定取消 141 事業所、一部停止 68 事業所、全部停止 35 事業所となっており、指定 

取消は、最も重い行政処分で、介護サービス事業所としての指定が取り消され、介護報酬を一切 

請求できない状態になります。次に重いのは全部取消で、一定期間介護保険に関する権利の全部を

行使できなくなります。一部停止は、行政庁（指定権者）が指定した一部の効力が停止となる処分

のことです。具体的には、「６か月間の  新規利用者の受け入れ停止」や「介護報酬請求の上限を

７割に設定（介護報酬の30％減）」などが挙げられます。 

（２）指定取消・効力の停止事由の状況 

主な指定取消事由は、多い順に「不正請求（59.6％）」、「虚偽報告（25.5％）」、「法令違反 

  （25.5％）」、「虚偽申請（23.4％）」「運営基準違反（22.0％）」、「人員基準違反 

  （14.9％）」、「虚偽答弁（9.9％）」となっています。 

ここ近年は、指定取消事由及び効力の停止事由ともに、「不正請求」が最も多くなっています。 

8



（３）指定取消を受けた最も多い介護サービスは訪問介護 

○指定取消・効力の停止処分を受けた介護サービス事業所をサービス別に見た場合、訪問介護84事 

業所、居宅介護支援38事業所、通所介護34事業所であり、この３業態で全体の64％を占めていま 

す。訪問介護ではそのサービスでの処分全体の82％（69事業所）が指定取消処分となっています。 

指定取消事由の状況（訪問介護事業所） 件数 

介護給付費の要求に関して不正があった 33 

帳簿書類の提出命令等に従わず、又は虚偽の報告をした 12 

設備及び運営に関する基準に従って適切な運営ができなくなった 11 

不正の手段により指定を受けた 8 

人員について、厚生労働省令で定める基準を満たすことができなくなった 6 

介護保険法その他保健医療若しくは福祉に関する法律に基づく命令に違反した ５ 

質問に対し虚偽の答弁をし、又は検査を拒み、妨げた ２ 

要介護者の人格を尊重する義務に違反した １ 

その他 ５ 

出典：厚生労働省 

○訪問介護事業所の指定取消事由を見ると、「不正請求」33件、「虚偽報告」1２件、「運営基 

準違反」1１件、「虚偽申請」8件、「人員基準違反」６件、「法令違反」５件となっています。 
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２ 神奈川県内の状況 

（１）情報提供 

○平成2９年度に、県に寄せられた介護保険に関する苦情･通報等の情報については、市町村等からの 

任意の情報提供、監査依頼も含めて２3 件であり、そのほとんどが従業員（元従業員含む）や市町村

等公的機関から直接県に寄せられている。介護サービスで見ると「訪問介護」に対する情報提供が多

くなっている。 

【情報提供受付件数】 

区分・年度 平成2７年度 平成2８年度 平成2９年度 

県に直接寄せられた情報提供 ２１ ２３ １８ 

県国保連から県への情報提供 0 １ ０ 

県内市町村から県への情報提供 １０ ９ １ 

その他の機関から県への情報提供 4 ０ ４ 

合   計 ３５ ３３ ２３ 

【情報提供者別の件数】 

区分・年度 平成2７年度 平成2８年度 平成2９年度 

利用者（家族・知人を含む）からの情報提供 ９ ２ ４ 

従業員（元従業員を含む）情報提供 1５ 1３ ７ 

市町村等公的機関からの情報提供 4 １4 ５ 

その他 7 ４ ７ 

合   計 ３５ 3３ ２３ 

【事業所等のサービス種別件数】 

区分・年度 平成2７年度 平成2８年度 平成2９年度 

居宅サービス事業者 ２3 2５ １３ 

 訪問介護 ６ ８ ７ 

通所介護 ７ ４ １ 

特定施設入居者生活介護 ４ ６ ０ 

その他 ６ ７ ５ 

居宅介護支援事業者 ５ ３ ５ 

介護保険施設 ７ ５ 5 

 介護老人福祉施設 ６ ５ 5 

介護老人保健施設 １ ０ 0 

介護療養型医療施設 0 0 0 

合   計 ３５ 3３ ２３ 
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（２）監査の契機 

 ○情報提供の情報を元に平成2９年度は１２件（新規分）の監査を実施した。 

  平成 2７年度 平成2８年度 平成2９年度 

情

報 

利用者（家族、知人等）からの情報 ６ ０ ３ 

従業員（元従業員）からの情報 １８ １６ ０ 

市町村等公的機関からの情報 1 1 ０ 

監査等から得た情報その他の情報 ０ ３ ６ 

小  計 ２5 ２０ ９ 

通

知 

指導担当課（所）からの通知 ２ ４ ０ 

市町村からの通知 0 ９ ３ 

小計 ２ １３ ３ 

合   計 ２７ ３３ １２ 

（３）監査の実施件数 

○平成2９年度においては、２０件（新規分としては１２件）の監査を実施し、結果は「指定取消」 

３件、「効力停止」２件、「改善勧告」1１件、「文書通知」４件となっている。 

実施 

件数 

 結果通知件数 

継続 前年度か

らの継続 

計 
指定 

取消 

効力 

停止 
命令 

改善 

勧告 

文書 

通知 

指導 

無し 

平成29年度 20 ８ 20 ３ ２ 0 11 ４ ０ ０ 

平成28年度 35 2 27 2 0 0 18 2 5 8 

平成27年度 45 18 43 0 0 0 17 8 18 2 

○介護サービスごとに見た場合、監査実施件数が多かったのは、「介護老人福祉施設」、「短期入所 

 者生活介護」となっている。 

 【平成2９年度の介護サービスごとの監査実施状況】 

実施 

件数 

 結果通知件数 

継続 前年度か

らの継続 

計 
指定 

取消 

効力 

停止 
命令 

改善 

勧告 

文書 

通知 

指導 

無し 

介

護

予

防

以

外 

居宅介護支援 2 １ ２ １    １   

訪問介護 １ １ １ 1       

訪問看護 1 １ １  １      

短期入所生活介護 ５ １ ５    ４ １   

介護老人福祉施設 ５ １ ５    ４ １   

計 14 ５ 14 ２ １  ８ ３   

介

護

予

防 

訪問介護 １ 1 １ 1       

訪問看護 1 １ １  １      

短期入所生活介護 4 １ ４    3 １   

計 ６ ３ ６ 1 １  ３ １   

合  計 20 ８ 20 3 ２  11 ４   
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（4）神奈川県の処分事例 

 ○処分の要件 

  事業所指定後、以下の事由に該当する場合には指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部 

もしくは一部の効力を停止することがあります。 

 ○指定取消の効果 

  該当事業所の指定が取り消されたときは、その事業所の事業が継続できなくなるだけではなく、事

業者に対して、次の介護保険法上の制限がかかります。 

・ 指定の取消処分を受けた法人は、指定の欠格事由に該当するので、当該法人は、5年間新たに 

 指定を受けることができません。 

 ・ 複数の介護サービス事業所を経営する場合、指定の更新の欠格事由にも該当するので、傘下の 

  介護サービス事業所が連座して5年間指定の更新を受けることができなくなります。 

① 法人又は法人の役員について、禁錮以上の刑又は介護保険法を含む国民の保健医療・福祉に 

関する法律、労働に関する法律で罰金の刑に処せられた時。 

② 指定を行うに当たって付された条件に違反した時。 

③ 条例で定める人員配置基準を満たすことができなくなった時。 

④ 条例で定める設備及び運営に関する基準に従って適正なサービスの事業の運営をすることが 

できなくなった時。 

⑤ 介護保険法等を遵守し、要介護者等のため忠実に職務を遂行する義務に違反した時。 

⑥ 介護サービス費の請求に関し不正があった時。 

⑦ 県知事からの報告又は、帳簿書類の提出・提示命令に従わず、又は虚偽の報告をした時。 

⑧ 県知事からの出頭要求･質問に対する答弁に拒否し、質問に対し虚偽の答弁をし、又は検査

の拒否・妨害･忌避をした時。 

⑨ 不正の手段により指定を受けた時。 

⑩ 介護保険法を含む法律やこれらに基づく命令･処分に違反した時。 

⑪ 介護サービスに関し不正又は著しく不当な行為をした時。 

⑫ 役員のうち、５年以内に介護サービスに関し不正又は著しく不当な行為をした者がいる時。 

指定取消処分 Ｂ 訪問介護事業所 

不正の事実発覚 

（開設予定）Ｃ 訪問介護事業所 
新規指定申請 ※ ５年間、新規事業者の指定を

受けられない。 

指定 

Ｄ 通所介護事業所 

Ｅ 訪問看護事業所 

指

定

権

者
（
県
）指定更新申請

指定更新 

※ 指定の更新を受けられない。

指定有効期間満了とともに事業

の継続ができなくなる。 

Ａ 株 式 会 社 

【指定取消処分が及ぼす影響（例）】 
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○処分事例 

訪問介護事業所の指定取消事例

  【処分理由】 

   ・ 職員が勤務していない日時に、当該職員がサービスを提供したとするサービス実施記録を作

成し、介護報酬を請求した。（不正請求）

   ・ 同一職員が、同一日の同一時間帯に複数の利用者にサービスを提供したとするサービス実施

記録を作成し、介護報酬を請求した。（不正請求） 

・ 介護職員処遇改善加算を請求・受領したにもかかわらず、従業員に支給していなかった。 

 （不正請求） 

   ・ 監査における質問事項に対し回答しなかった。（答弁忌避） 

居着介護支援事業所の指定取消事例

  【処分理由】 

   ・ モニタリングを実施していなかった。（運営基準違反）

   ・ アセスメントの記録、サービス担当者会議の記録、モニタリングの記録を作成していなかっ

た。（運営基準違反）

   ・ 監査において指摘された事項ついて、改善した旨の報告を行っておきながら、実際にはその

直後から改善していなかった。（運営基準違反） 

・ モニタリングの未実施等について、介護報酬を減額することなく請求した。（不正請求） 

 処分年度 サービス種別 処分内容等 処分理由 

平成25年度 

通所介護 

(介護予防含む) 

指定の効力の一部停止 

(新規利用者へのサービス提供の停止６ヶ月) 

虚偽申請 

不正請求 

訪問介護 

(介護予防含む) 
指定取消 

虚偽報告 

不正請求 

訪問介護 

(介護予防含む) 
指定取消 

人員基準違反 

不正請求 

居宅介護支援 
指定の効力の一部停止 

(新規利用者へのサービス提供の停止３ヶ月) 

人員基準違反 

不正請求 

平成26年度 
通所介護 

(介護予防含む) 
指定取消 

虚偽申請 

虚偽報告 

虚偽答弁 

平成28年度 
訪問介護 

(介護予防含む) 
指定取消 

虚偽申請 

不正請求 

平成29年度 

訪問介護 

(介護予防含む) 
指定取消 

不正請求 

答弁忌避 

訪問看護 

(介護予防含む) 
指定の効力の全部停止（３ヶ月） 

虚偽報告 

不正請求 

居宅介護支援 指定取消 
運営基準違反 

不正請求 

13



１－５  法令遵守と管理者の責務 

１ 法令遵守 

介護保険事業を運営するにあたって、人員基準・設備基準・運営基準等、様々な基準が定め

られており、介護保険指定事業者は、人員基準や設備基準を満たし、運営基準に沿った事業

運営をすることを前提に、指定（開設許可）を受けています。よって、基準を満たさない場

合には、指定や更新を受けることができません。

「基準」は、介護保険指定事業者の行う事業がその目的を達成するために必要な最低限の

基準を定めたものであり、常に満たされている必要があります。また、介護保険指定事業者は、

常にその事業の運営の向上に努めなければなりません。

基準を理解しておらず、知らないうちに基準違反の運営を行っている事業所も見受けられま

すので、そのような事態にならないためにも、きちんとした法令の理解が必要です 

２ 管理者の責務 

(1) 事業所内の一元的な管理 

管理者は、事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行わなければなりません。 

サービスの実施状況の確認等を担当者に任せきりにするのではなく、管理者も確認するよう

にしてください。 

○ 従業者の管理については、タイムカード等による出勤状況の確認、有資格者について

の資格証等の写しの保管等により、従業者に関する記録等を整備し、勤務表を毎月作成

するなど、基準に適合した勤務体制を確保するために必要な状況把握を行ってくださ

い。 

(2) 従業者への指揮命令 

管理者は事業所の従業者に、事業の人員・設備・運営に関する基準を遵守させるため、必要

な指揮命令を行わなければなりません。管理者が法令を遵守することは当然のことですが、そ

の他の従業者の方にも法令を守っていただくよう、管理者として必要な指示を行ってください。 

事業所内で基準違反に該当することが行われていたことが発覚した場合、管理者が直接関

与していなくても、管理者の監督責任を問われます。 

管理者は常勤で管理業務に専従することが原則となっています。同一敷地内で管理

業務に支障がない範囲内の兼務しか認められていませんので、たとえ同じ事業所内

で他の職務との兼務でも管理業務に支障がある場合には基準違反となります。 

ポイント（従業者の管理） 
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１－６  運営の手引き・運営状況点検書 

１ 平成30年度版「運営の手引き」について 

など 

【運営の手引きの掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/）」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－９．運営状況点検書・運営の手引き 

－２．運営の手引き 

－【各サービス】平成30年度版 運営の手引き 

２ 平成30年度版「運営状況点検書」について 

※ 平成30年度版「運営状況点検書」は、７月に「介護情報サービスかながわ」へ掲載する予定で

す。様式の掲載については、メール配信にてお知らせします。 

平成30年度版 

運営状況点検書 

点検の基準日 

（７月１日） 

① 事業所の人員、設備、運営等が指定基準

等に適合しているかを確認する。 

② 点検結果は事業所で保管する。（県への提

出は不要） 

※ 実地指導の際に事前提出資料として、点検

結果の写しの提出を求める場合があります。

提出を求められた際は、勤務形態一覧表等の

別紙の写しも併せて提出してください。 

自己チェック 

ツール 
法令遵守の確保 

人員・設備・運営等 

指定基準に適合 

平成30年度版 

運営の手引き 

各サービス 

神奈川県 

①基準 

②解釈通知 

③Ｑ＆Ａ 

サービスごとの冊子「平成30

年度版運営の手引き」を「介

護情報サービスかながわ」に

掲載しています。

最新版をダウンロード

閲覧可能な場所に

保管 

日々の業務

に活用 
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【運営状況点検書の掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/）」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－９．運営状況点検書・運営の手引き 

－１．運営状況点検書 

－【各サービス】平成30年度版 運営状況点検書(７月更新予定)

＜点検を行う際の留意事項＞ 

○ 運営状況点検書を作成することが目的ではありません。事業者自ら点検を行うことにより、

法令や基準等に沿った運営ができているか確認を行ってください。基準に適合しない運営を

行っていた場合には、過誤調整が必要になることも想定されます。 

○ 点検結果を法人の法令遵守責任者に報告することにより、法人全体の業務管理体制の整

備に役立ててください。 

◎ 点検の結果、もし基準違反に該当する事項が確認された場合は・・・ 

⇒ 速やかに是正を行ってください。 

過誤調整の要否や手続きについては、保険者に相談してください。 

１－７  運営規程・重要事項説明書について 

介護保険事業者は、事業所ごとに事業の運営についての重要事項に関する規程（＝「運営規

程」）を定めなければなりません。 

また、介護保険サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者等に対し、運営規程の

概要等の利用申込者のサービス選択に資すると認められる重要事項を記載した文書（＝「重要事

項説明書」）を交付して説明を行い、サービス提供開始について同意を得なければなりません。 

１ 運営規程 

 ○ 運営規程には、事業所名称、事業所所在地のほか、事業の運営についての重要事項を規

定しなければなりません。 

 ○ 記載すべき項目は運営に関する基準においてサービスごとに規定されていますので、各サ

ービスの基準条例、解釈通知に規定されている項目の変更を確認してください。 

○ 基準条例の解釈通知において運営規程に規定すべき項目を平成25年から追加してい

ます。解釈通知を確認し、事業所の運営規程に新たに追加した項目が含まれていない

場合は、該当項目を追加する改正を行ってください。 

○ 運営規程の記載事項に変更が生じたときは、その変更の都度、運営規程も修正してお

く必要があります。（修正した年月日、内容を最後尾の附則に記載することで、事後に

確認しやすくなります。） 

ポイント 
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２ 重要事項説明書 

(1) 重要事項説明書に記載する項目 

 ○ 重要事項説明書には、運営規程の概要、従業者の勤務体制等を記載する必要があり、運営

規程の項目に沿った内容を記載してください。なお、記載すべきと考えられる項目として、次

の例が挙げられます。 

ア 法人、事業所の概要（法人名、事業所名、事業所番号、併設サービスなど） 

イ 営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間 

ウ サービスの内容、利用料その他の費用の額 

エ 従業者の勤務体制（従業者の職種、員数及び職務の内容） 

オ 通常の事業の実施地域 

カ 緊急時等における対応方法 

キ 苦情処理の体制 

（事業所担当、市町村、国民健康保険団体連合会などの相談・苦情の窓口も記載） 

ク その他利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項 

（従業者の研修機会の確保、衛生管理、秘密の保持、事故発生時の対応など） 

※重要事項説明書の内容と運営規程の内容、事業所内に掲示してある内容に不一致がな

いようにしてください。（運営規程を修正したときは、重要事項説明書、事業所内に掲示して

ある内容も同様に修正してください。） 

(2) 重要事項説明書の説明・同意・交付 

 ○ 重要事項説明書を交付し説明した際には、重要事項に関する説明を受けて内容に同意した

ことが必要となります。当該文書の交付を受けたことが確認できるよう利用申込者の署名又

は押印を得ることが望ましいです。 

【記載例】 

重要事項について文書を交付し、説明しました。 

平成30年○月○日 管理者 神奈川 太郎 ○印

私は重要事項について説明を受け、内容に同意し、交付を受けました。 

平成30年○月○日 平塚 花子 ○印

○ 記載の方法は必ずしも上記によるものではありませんが、記録等から重要事項説明書

について、説明した日、説明者、交付したこと、内容に関する同意を得たことが確認で

きるようにしてください。 

○ なお、特に「サービス提供開始についての同意」は、利用申込者及びサービス事業者

双方を保護する観点から、契約書等の書面によって契約内容について確認を得てくだ

さい。 

○ 料金表は、自己負担２割・３割（３割については平成30年８月から）への対応（自己負担

２割用・３割用の料金表の作成、自己負担額を１割、２割、３割を記載する等）を行ってく

ださい。 

○ 料金表は、算定できない加算、算定の予定のない加算を削除する等、適時見直しを行

ってください。 

注意

ポイント 
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① 重要事項説明書を交付していなかった。（交付したことが記録から確認できなかっ

た。） 

② 契約書しか作成されておらず、重要事項説明書を作成していなかった。 

③ 運営規程・重要事項説明書に最新の状況を反映していなかった。 

１－８  事業所の運営について 

１ 勤務体制の確保等 

（１）研修の機会の確保 

 ○ 従業者の資質の向上のため研修の機会を確保しなければなりません。(県基準条例第32条)

  ※例えば採用時研修や継続研修などにおいて、研修機関が実施する研修や事業所内の研修

に参加する機会を計画的に確保し、従業者の質の向上に努めてください。 

（２）労働関係法令の遵守について 

※勤務体制の確保を図るためには、事業者による雇用管理の取組、労働法規の遵守を徹底す

ることが重要です。 

＜介護保険法第70条（指定居宅サービス事業者の指定）＞ 

◎第２項 

都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の（中略）いずれかに該当する

ときは、第41条第１項本文の指定をしてはならない。 

○第５号の２ 

申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

参考：介護保険法第79条(指定居宅介護支援事業者の指定) 

介護保険法第86条(指定介護老人福祉施設の指定) 

      介護保険法第94条(介護老人保健施設の開設許可)

【基本的な雇用管理上の問題点】 

①就業規則（パート就業規則を含む。）を作成していない。 

②36協定（＝時間外及び休日労働に関する協定）を締結、届出せずに、時間外労働又は休

日労働を行わせている。 

③年次有給休暇を与えていない。 

④衛生管理者又は産業医（労働者50人以上の場合）、衛生推進者（労働者10人以上50人

未満の場合）を選任していない。 

⑤健康診断を実施していない。 

指導事例 

労働関係法令違反で罰金刑に処せられた者
平成24年４月 

介護保険法改正 

事業者指定の欠格及び取消要件の追加
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○ 介護人材の確保・活用には、従業者の能力開発と仕事への取り組み意欲を高い水準で維持する

ことが重要です。従業者の仕事への取り組み意欲を維持・向上するには、働きに見合った処遇、

働きぶりの公正な評価、能力開発機会の提供などのほか、労働条件や労働時間、仕事の管理な

どに関して納得して働くことが重要です。 

 ○ 適切な雇用管理、労働法規の遵守を徹底し、貴重な介護人材の確保・活用に努めてください。 

※ 労働関係法令については管轄の労働基準監督署にお問い合わせください。 

  神奈川労働局ホームページ http://kanagawa-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/

２ 労働条件の確保・改善と労働災害防止について（神奈川労働局より） 

下記を参考に労働条件の確保・改善、労働災害の防止について、適切な管理をお願いします。 

1 労働条件の確保・改善について 

県下の介護サービス事業所については、就業規則、労使協定、労働条件通知書等の基本的な労

働条件の設定に関する法違反が多く、また、賃金不払残業に関する法違反も少なくない状況で

す。下記ホームページにリーフレット、各種様式等を掲載しておりますので、参考にしてくださ

い。 

2 介護サービス事業者の安全衛生管理体制について 

労働者（アルバイト・パートも含む）50人以上の事業場は、衛生管理者・産業医の選任、衛生

委員会の開催及び所轄労働基準監督署への届出が必要です。労働者（アルバイト・パートも含

む）10人以上50人未満の事業場は、衛生推進者の選任が必要です。 

3 介護・看護作業での職員等の腰痛・転倒災害予防対策について 

介護サービス事業場では、「動作の反動・無理な動作」による腰痛、「転倒」事故が多く発生

しています。腰痛及び転倒災害を予防するため、作業・作業環境・健康の３つの管理と安全衛生

についての教育を総合的・継続的に実施することが重要です。利用者の負傷防止にもつながりま

す。安全な介助方法のマニュアルを作成しましょう。 

4 介護サービス現場の作業環境の改善に「中小企業労働環境向上助成金」を活用しましょう！ 

介護関連事業主が、介護労働者の身体的負担を軽減するために、新たに介護福祉機器を導入

し、適切な運用を行うことにより、労働環境の改善がみられた場合に、介護福祉機器の導入費用

の2分の1（上限300万円）を支給します。この助成をうけるには、あらかじめ「導入・運用計

画」を作成し、都道府県労働局長の認定をうけることが必要です。問合先：神奈川労働局職業安

定部職業対策課 ℡045-650-2801 

5 公益財団法人介護労働安定センターでは、介護労働者に係る労務管理や助成金活用の相談や講

習会を無料で行っていますので、御活用ください。℡045-212-0015 
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神奈川労働局のホームページにおいて、下記資料を掲載しておりますので、併せて参照願います。 

（http://kanagawa-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_keiyaku/hourei_seido/_120133.html） 

３ 衛生管理 

※厚生労働省から「高齢者介護施設における感染対策マニュアル」が出されています。衛生管

理対策の参考として、ご確認ください。 

【掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/）」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－１１．安全衛生管理・事故関連 

－感染症関係 

－高齢者介護施設における感染対策マニュアル（H25.3改訂版） 

（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp） 

「神奈川労働局 介護サービス」で検索してください。

・労働基準法関係リーフレット 

・労働基準法主要様式及び記載例 

 （モデル就業規則、労働条件通知書、時間外労働・休日労働に関する協定届等） 

・安全衛生関係リーフレット 

・安全衛生関係資料・教材 

・介護関連の助成金

②従業者の管理 

・従業者の清潔

の保持 

・健康状態   

③感染症予防 

・発生・まん延 

の防止のため

の必要な措置 

①施設等の管理 

・利用者の使用

する施設、設

備、備品等   

衛生管理 

・従業員に対し健康診断等を実施し、健康状態について把握する。 

・衛生管理についての研修等を実施し、研修内容を記録する。 

・衛生管理対策についてのマニュアルを作成し、従業員に周知する 
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４ 感染症「集団発生」時の対応について 

結核以外の感染症は以下の報告基準に基づき、管轄保健福祉事務所・保健所へ報告くださ

い。 

■報告が必要な場合 

(1) 同一の感染症や食中毒による、またそれらが疑われる死亡者や重篤患者が1週間以内に2

名以上発生した場合。 

(2) 同一の感染症や食中毒の患者、またはそれらが疑われるものが10名以上又は全利用者の

半数以上発生した場合。 

(3) 上記以外の場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に施

設長が報告を必要と認めた場合。 

■報告する内容 

(1)  感染症又は食中毒が疑われる利用者の人数 

(2)  感染症又は食中毒が疑われる症状や経過 

(3)  上記の利用者への対応や施設における対応状況 等 

■ 保健福祉事務所及保健所（保健予防課）の連絡先一覧 

機関名 電話番号 所管区域 

平塚保健福祉事務所 0463 (32) 0130【代表】 平塚市、大磯町、二宮町 

平塚保健福祉事務所 

秦野センター 

0463 (82) 1428【代表】 秦野市、伊勢原市 

鎌倉保健福祉事務所 0467 (24) 3900【代表】 鎌倉市、逗子市、葉山町 

鎌倉保健福祉事務所 

三崎センター 

046 (882) 6811【代表】 三浦市 

小田原保健福祉事務所 0465 (32) 8000【代表】 小田原市、箱根町、真鶴

町、 

湯河原町 

小田原保健福祉事務所

足柄上センター 

0465 (83) 5111【代表】 南足柄市、中井町、大井

町、 

松田町、山北町、開成町 

厚木保健福祉事務所 046 (224) 1111【代表】 厚木市、海老名市、座間

市、愛川町、清川村 

厚木保健福祉事務所 

大和センター 

046 (261) 2948【代表】 大和市、綾瀬市 

茅ヶ崎市保健所 0467 (38) 3315【直通】 茅ケ崎市、寒川町 

藤沢市保健所 0466 (50) 3593【直通】 藤沢市 
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５ 秘密保持 

【個人情報の使用に関する同意書に記載すべきと考えられる事項】 

ア 使用する目的 

例）サービス担当者会議、居宅介護支援事業者その他の居宅サービス事業者との連絡調整等

において必要な場合 など 

イ 使用する事業者の範囲 

例）利用者が提供を受ける全ての介護保険事業者 など 

ウ 使用する期間 

例）介護保険サービス契約の有効期間に同じ など 

エ 使用に当たっての条件 

例）個人情報の提供は必要最小限とすること。個人情報の使用に当たっては、関係者以外の者

に情報が漏れることのないようにすること。個人情報をサービス担当者会議で使用した場合

には、出席者、議事内容等を記録しておくこと。 など 

※ 厚生労働省から「介護保険事業者の個人情報保護法に関するガイドライン」が出されてい

ます。個人情報の範囲や取扱方法、保管方法などについてご確認ください。 

【掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/）」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－５．国・県の通知 

－個人情報の適切な取扱いについて 

－個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン（H29.4.14改訂版） 

介護保険事業者 他の介護保険事業者 

①利用者に関する個人情報を提供する場合 ⇒ 利用者の同意 

②利用者の家族に関する個人情報を提供する場合 ⇒ 利用者の家族の同意 

あらかじめ文書で同意を得ること 

個人情報を共有 
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１－９ 非常災害対策 

平成28年８月台風第10号に伴う岩手県下閉伊郡岩泉町のグループホームの水害や平成30

年１月北海道札幌市の高齢者等が多く入所する施設において発生した火災を教訓とし、介

護保険施設や介護保険サービス事業所等では、自力での避難が困難な方も多く利用されて

いることから、水害・土砂災害を含む様々な災害に備えた十分な防災対策を講じる必要が

あります。 

１ 非常災害対策計画 

（１） 非常災害対策計画の策定 

 介護保険施設等は、非常災害に関する具体的な非常災害対策計画を定めることとされて

います。必ずしも災害ごとに別の計画として策定する必要はありませんが、火災・水害・

土砂災害・地震等地域の実情にも鑑みた災害に対処するための計画を定め、実際に災害が

起こった際、利用者の安全が確保できるよう実効性のあるものとすることが重要です。 

【非常災害対策計画に盛り込む具体的な項目例】 

・介護保険施設等の立地条件(地形等) 

・災害に関する情報の入手方法(「避難準備情報」等の情報の入手方法の確認等) 

・災害時の連絡先及び通信手段の確認(自治体、家族、職員等) 

・避難を開始する時期、判断基準(「避難準備情報発令」時等) 

・避難場所(市町村が指定する避難場所、施設内の安全なスペース等) 

・避難経路(避難場所までのルート（複数）、所要時間等) 

・避難方法(利用者ごとの避難方法(車いす、徒歩等)等) 

・災害時の人員体制、指揮系統(災害時の参集方法、役割分担、避難に必要な職員数

 等) 

・関係機関との連携体制等 

非常災害対策計画 

の策定 

計画に基づく 

避難訓練の実施 

計画の内容を 

検証・見直し 
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（２） 計画に基づいた防災対策及び避難訓練の実施 

○非常災害対策の内容を職員間で十分共有するとともに、関係機関と避難場所や災害時の 

 連絡体制等必要な事項について認識を共有してください。 

○事業所の管理者は、職員及び利用者等に対して避難場所、避難経路など災害時における 

 対応方法を周知するとともに、非常時には迅速かつ安全に避難を行えるような有効な避 

 難訓練を計画的に実施してください。 

○夜間の災害では一層の混乱が予測されることから、夜間における訓練も併せて実施 

 してください。 

○海岸、湖岸、河川の近く等の津波による被害が予想される事業所においては、津波 

 警報が発令された場合の避難場所、避難経路をあらかじめ確認し、職員等に周知し 

 てください。また、避難を速やかに行うため地域の自治会や近隣の住民との連携体 

 制を構築し、連携先との合同訓練を実施してください。 

○訓練の実施後には非常災害対策計画の内容を検証し、見直しを行ってください。

○日頃から消防団や地域住民との連携を図り、非常時に協力してもらえるような体制づく 

 りを行ってください。 

◆消防計画の作成・消防訓練の実施◆ 

施設・居宅系サービスや通所系サービスでは、消防法の規定により、防火管理者を定

め、消防計画の策定、消火・訓練の実施等が義務付けられています。計画の作成・訓練の

実施にあたっては、最寄りの消防署にもご相談ください。 

◆水防法・土砂災害防止法による避難確保計画の作成・避難訓練の義務化◆ 

 水防法・土砂災害防止法の改正により、平成29年６月19日から浸水想定区域や土砂災害

警戒区域内の要配慮者者利用施設（高齢者や障害者など、災害時に配慮が必要な者が利用

する施設）の管理者等に対し、避難確保計画の作成・避難訓練の実施が義務づけられまし

た。 

【計画に盛り込む具体的な項目例】 

・防災体制に関する事項 

・避難の誘導に関する事項 

・避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

・防災教育及び訓練の実施に関する事項 

・円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する事項 

(記載すべき事項は、土砂災害防止法施行規則第五条の二に定められています。) 

 なお、非常災害対策計画を定めている場合は、既存の計画に水害・土砂災害に関する項

目を追加して作成することもできます。 

＜非常災害対策計画等に係る参照ホームページ＞ 

「介護情報サービスかながわ」（通称ラクラク） 

ホームページアドレス  http://www.rakuraku.or.jp/

        →書式ライブラリー 

          →５．国・県の通知 

           →【重要】社会福祉施設等の防災対策関係  
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２ 消火設備等 

 火災防止に万全を期するよう消防計画の策定、避難訓練の実施をしていただいていると

ころですが、スプリンクラー設備及び自動火災報知設備の設置基準の見直しや消防機関へ

通報する火災報知機設備と自動火災報知設備の連動の義務化などに関し、消防法が改正さ

れ、平成27年４月１日から施行されています。 

【改正の主な内容】 

◆スプリンクラー設備の設置基準の見直し◆ 

⇒火災時に自力で避難することが困難な者が入所する社会福祉施設(※消防法で定められ

た施設)において、原則として延べ面積にかかわらず設置することを義務付ける。 

◆自動火災報知機設備の設置基準の見直し◆ 

⇒社会福祉施設等(※消防法で定められた施設)で就寝の用に供する居室を持つものに対し

て、延べ面積にかかわらず設置することを義務付ける。 

※消防法で定められた施設は、消防法施行令（別表第１）等を参照してください。 

※スプリンクラー設備・自動火災報知設備については、平成30年３月31日までが経過措置

となります。未設置の場合は、設置義務について、消防署等へ確認を行ってください。 

３ 災害時被害状況確認時システム 

神奈川県では、大規模地震発生時等に被害状況を迅速に確認するためのシステムを導入

しました。  

このシステムは、大規模地震等が発生した際、事前にメールアドレスを登録した施設等

に一斉に被害状況調査メールを送信し、状況を返信していただくことにより、迅速に施設

の被害状況を確認するものです。  

各施設から報告された被害情報は、逐次システムに集積され、県や市町村が迅速に確認

でき、的確な初動対応に活用することができます。  

各事業者の皆さんには、ぜひ、このシステムに登録くださるようお願いします。 

＜災害時被害状況確認時システムに係る参照ホームページ＞ 

「介護情報サービスかながわ」（通称ラクラク） 

ホームページアドレス  http://www.rakuraku.or.jp/

        →書式ライブラリー 

          →５．国・県の通知 

           →高齢者向け施設の災害時被害状況確認訓練のお知らせ  

→災害時被害状況確認システム操作マニュアル
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１－１０  苦情処理について 

提供した介護保険サービスに関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対

応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければな

りません。 

１ 苦情に対応するための必要な措置 

(1) 必要な措置とは 

① 苦情を受け付けるための窓口を設置すること。 

② 相談窓口、苦情処理の体制及び手順等、当該事業所における苦情を処理するために講ず

る措置の概要について明らかすること。 

③ ①、②を利用者等にサービスの内容を説明する文書（重要事項説明書等）に記載するとと

もに、事業所に掲示すること。 

※苦情の相談窓口については、事業所に設置するもののほか、市町村及び国民健康保険団

体連合会の窓口についても利用者等に周知する必要があります。 

(2) 事業所が苦情を受けた場合 

利用者等からの苦情を受け付けた場合は、苦情に対し事業所が組織として迅速かつ適切に

対応するため、当該苦情の受付日、内容等を記録しなければなりません。

事業所は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦

情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行わなければなりません。 

(3) 市町村又は国保連に苦情があった場合 

利用者等からの苦情に関して市町村又は国保連が行う調査に協力するとともに、市町村又

は国保連からの指導又は助言を受けた場合には、当該指導又は助言に従って、必要な改善を

行い、その内容を市町村または国保連に報告しなければなりません。

○ 市町村の相談窓口は、利用者等の保険者です。よって、利用者等に周知すべき市町村

の相談窓口については、事業所所在地の市町村だけではなく、利用者等が居住する市町

村も記載してください。 

○ 各市町村・国保連の相談窓口の所管部署・連絡先は、必ず最新のものに更新してくださ

い。 

迅速かつ適切に対応する 

※対応に必要な措置を講じて

おくこと 

ポイント 

利用者又は 

その家族等 

事業者 

苦情 
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２ 介護保険に関する市（区）町村、国保連の苦情･相談窓口一覧

  平成３０年４月１日現在

●政令市の窓口                             ●その他市町村の窓口                            

市  区 担当課(係) 電話番号 市町村 担当課(係) 電話番号

横浜市(本庁) 介護事業指導課 ０４５(６７１)２３５６ 横須賀市 介護保険課 ０４６(８２２)８２５３

  鶴 見 区 高齢・障害支援課 ０４５(５１０)１７７０ 鎌 倉 市 高齢者いきいき課 ０４６７(２３)３０００ 

  神奈川区 高齢・障害支援課 ０４５(４１１)７０１９ 逗 子 市 高齢介護課 ０４６(８７３)１１１１

    西    区 高齢・障害支援課 ０４５(３２０)８４９１ 三 浦 市 高齢介護課 ０４６(８８２)１１１１

    中    区 高齢・障害支援課 ０４５(２２４)８１６３ 葉 山 町 福祉課 ０４６(８７６)１１１１

    南    区 高齢・障害支援課 ０４５(３４１)１１３８ 厚 木 市 介護福祉課 ０４６(２２５)２２４０

    港 南 区 高齢・障害支援課 ０４５(８４７)８４９５ 大 和 市 介護保険課 ０４６(２６０)５１７０ 

    保土ヶ谷区 高齢・障害支援課 ０４５(３３４)６３９４ 海老名市 介護保険課 ０４６(２３５)４９５２

    旭    区 高齢・障害支援課 ０４５(９５４)６０６１ 座 間 市 介護保険課 ０４６(２５２)７７１９

    磯 子 区 高齢・障害支援課 ０４５(７５０)２４９４ 綾 瀬 市 高齢介護課 ０４６７(７０)５６３６ 

    金 沢 区 高齢・障害支援課 ０４５(７８８)７８６８ 愛 川 町 高齢介護課 ０４６(２８５)６９３８ 

    港 北 区 高齢・障害支援課 ０４５(５４０)２３２５ 清 川 村 保健福祉課 ０４６(２８８)３８６１

    緑    区 高齢・障害支援課 ０４５(９３０)２３１５ 平 塚 市 介護保険課 ０４６３(２１)８７９０

    青 葉 区 高齢・障害支援課 ０４５(９７８)２４７９ 藤 沢 市 介護保険課 ０４６６(５０)３５２７

    都 筑 区 高齢・障害支援課 ０４５(９４８)２３０６ 茅ヶ崎市 高齢福祉介護課 ０４６７(８２)１１１１

    戸 塚 区 高齢・障害支援課 ０４５(８６６)８４５２ 秦 野 市 高齢介護課 ０４６３(８２)９６１６

    栄    区 高齢・障害支援課 ０４５(８９４)８５４７ 伊勢原市 介護高齢課 ０４６３(９４)４７１１

    泉    区 高齢・障害支援課 ０４５(８００)２４３６ 寒 川 町 高齢介護課 ０４６７(７４)１１１１

    瀬 谷 区 高齢・障害支援課 ０４５(３６７)５７１４ 大 磯 町 福祉課 ０４６３(６１)４１００

川崎市(本庁) 介護保険課 ０４４(２００)２６７８ 二 宮 町 高齢介護課 ０４６３(７１)３３１１

    川 崎 区 高齢・障害課 ０４４(２０１)３２８２ 南足柄市 高齢介護課 ０４６５(７３)８０５７

大師地区健康福祉ステーション 介護保険係 ０４４(２７１)０１６１ 中 井 町 健康課 ０４６５(８１)５５４６

田島地区健康福祉ステーション 介護保険係 ０４４(３２２)１９９６ 大 井 町 介護福祉課 ０４６５(８３)８０１１

    幸    区 高齢・障害課 ０４４(５５６)６６８９ 松 田 町 福祉課 ０４６５(８３)１２２６

  中 原 区  高齢・障害課 ０４４(７４４)３１３６ 山 北 町 保険健康課 ０４６５(７５)３６４２

  高 津 区 高齢・障害課 ０４４(８６１)３２６９ 開 成 町 保険健康課 ０４６５(８４)０３２０

  宮 前 区 高齢・障害課 ０４４(８５６)３２３８ 小田原市 高齢介護課 ０４６５(３３)１８２７

  多 摩 区 高齢・障害課 ０４４(９３５)３１８７ 箱 根 町 福祉課 ０４６０(８５)７７９０

  麻 生 区 高齢・障害課 ０４４(９６５)５１４６ 真 鶴 町 健康福祉課 ０４６５(６８)１１３１

相模原市(本庁) 高齢政策課 ０４２(７０７)７０４６ 湯河原町 介護課 ０４６５(６３)２１１１

国民健康保険団体連合会の苦情・相談窓口

神奈川県国民健康保険団体連合会 介護保険課介護苦情相談係 

    〒２２０－０００３ 横浜市西区楠町２７番１  

    TEL．０４５－３２９－３４４７ TEL．０５７０－０２２１１０《苦情専用》 

    受付時間／午前８時３０分～午後５時１５分（土曜日・日曜日・祝祭日・年末年始を除く）
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１－１１ 事故発生時の対応 

利用者に対する介護 

保険サービスの提供 

事業所独自の判断で、事故としての扱いではなく、ヒヤリ・ハットで済ましているケー

ス、事業所所在地の市町村への報告は行っているものの、利用者の保険者に報告していな

いケースが見受けられます。 

１ 事故報告書の提出について 

(1) 提出先 

☆指定通所介護事業所等の設備を利用して、夜間及び深夜のサービス（宿泊サービス） 

を実施している事業所の事故発生時には、保険者（事業所所在地の市町村及び利用者の

住所地）へ報告が必要です。 

(2) 報告が必要な事故の範囲 

 ・ケガ、死亡事故

・感染症の発生 

 ・従業者の不祥事 など 

事故発生 連絡・措置 記 録 

・市町村、当該利用者
の家族、利用者に係
る居宅介護支援事業
者等に連絡する。  

・必要な措置を講じ
る。

・事故の状況及び
事故に際して採
った処置につい
て記録する。  

事故発生 
事故 

報告書 

作成 提出 

提出 

①該当する利用者

の保険者 

②事業所所在地の

市町村 

＜提出先＞ 

※有料老人ホーム・介護老

人保健施設の場合は、県

高齢福祉課にも提出する

こと。

※事故報告書の様式につ

いては、各市町村にお

問い合わせください。 

事故発生 提出先の市町村に確認 

利用者の自己過失であっても、サービス提

供時の事故か、また、程度はどのくらいか

で報告の要否が分かれます。

報告の要否 

ヒヤリ・ 

ハット事例 

ヒヤリ・ハット事例とは、場合によっては事故に直結した

かもしれない事例であり、結果的には事故に至っていない

ものです。程度が軽易であっても、事故が発生したとき

は、報告が必要かどうか、市町村に確認してください。
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※ 事故報告についての詳細については、下記に掲載されています。 

  （事故報告書の様式標準例も掲載されています。） 

【掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/）」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－１１．安全衛生管理・事故関連 

－事故報告 

（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=597&topid=22）

２ 事故発生時の対応について 

(1) あらかじめ対応方法を定めておくこと 

(2) 賠償すべき事故が発生した場合

※ 賠償しなければならない事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入

しておくことが望ましいとされています。損害保険の内容、損害賠償の方法等についても

事前に把握しておけば速やかな対応が可能となります。 

(3) 再発防止の対策

※ 事故が発生した場合又は事故が発生しそうになった場合（ヒヤリ・ハット事例）には、その

原因を分析し、その分析結果を従業者に周知徹底するなど、再発生を防ぐための対策を

講じてください。 

※ 事故等の記録を利用者別ファイルのみに保管している例が見受けられますが、個別に

保管するとわかりにくくなるので、一元的に情報管理することが望ましいです。

・事故が起きたときの連絡先 

・連絡方法 

・報告が必要な事故の範囲 等 

事故発生時の対応方法

職員に 

周知する 

賠償すべき 

事故が発生 

速やかに

損害賠償を行う 

事故発生 

ヒヤリ・ 

ハット事例 

原因の分析 再発防止 

速やかな

対応
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１－１２ 記録の整備 

介護保険事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなけれ

ばなりません。また、利用者に対するサービスの提供に関する記録を整備し、その完結の

日から５年間保存しなければなりません。 

１ 記録の整備について 

記録によりサービス提供が確認できない場合は、報酬返還になることもありますの

で、サービスを提供した際には、サービスの提供日、提供開始・終了時刻、提供内容、

保険給付の額、利用者の心身の状況、その他必要な事項などを具体的に記録してくださ

い。 

利用者の支給限度額の残額 

サービスの利用状況   など 

＜活用事例＞ 

①利用者の日々の提供記録を活用し、利用開始時からの利用者の心身の状況等の変化を

把握した上で、サービス内容の評価や計画の見直しを行い、より利用者に合った適切

なサービスの提供を図る。 

②利用者等からの苦情の内容等の記録、事故の状況等の記録を従業者の研修資料として

活用し、同様の苦情や事故の再発防止を図る。 

１－１３ 指定更新申請の手続き 

介護保険事業者が指定基準等を遵守し、適切な介護サービスを提供しているかを定期的

に確認するための仕組みとして事業者の指定に６年間の有効期間が設けられています。 

※介護保険事業者は６年ごとに指定の更新を受ける必要があります。 

介護報酬請求の根拠 

把握 

把握 

活用 

記 録 

提供したサービ

スの内容等 

サービスの質の向上 

指定 更 新 有効 有効 更 新 
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１ 指定更新制度と指定有効期間等の確認方法 

(1) 指定の更新と指定有効期間 

※指定更新手続きについては、「介護情報サービスかながわ」に掲載している「受付

スケジュール」、「申請書類」等を確認した上で、指定した日時に申請書類を持参

してください。 

（介護老人保健施設の場合は、別に県より連絡・通知します。） 

(2) 指定有効期間等、事業所情報の確認方法 

  ① 事業所で保管する指定通知書、指定申請書類（控）、変更届（控） 

  ② 「介護情報サービスかながわ」の介護事業所検索による事業所情報の確認 

○ 貴事業所のサービスごとに指定年月日を確認してください。 

○ 変更届等の提出漏れがないか、実態と届出内容が乖離した状態となっていない

か等を確認し、提出漏れ等があった場合には、速やかに変更届等を提出してく

ださい。

２ 更新を希望しない場合 

 ○ 指定更新申請をせずに指定有効期間満了日を経過した場合、指定の効力を失い、介護保

険サービスの提供ができなくなります。（指定の失効） 

 ○ こうした指定更新手続きの重要性から、更新を行わないとする場合においても、その旨の意

思表示を申出書の提出により行ってください。 

【申請・届出様式等の掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/） 

－ライブラリ（書式／通知） 

－４．指定更新（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=5） 

ポイント 

更新日 

（指定有効期間満了日） 

更新対象事業所宛て

に通知文書を郵送 

更新日の２ヶ月半前頃 更新日の１ヶ月半前頃 

指定更新の申請の

受付 
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１－１４ 変更届・加算届・廃止届・休止届等 

１ 変更届・加算届・廃止届・休止届等について 

○介護保険事業者は、次の①から③までに該当するときは、県に届け出ることが介護保 
   険法等により義務付けられています。 

① 事業所の名称や所在地等の届出事項に変更があったとき 
② 加算や減算等の介護給付費算定に係る体制等に変更があったとき 
③ 事業を廃止、休止又は再開しようとするとき 

参考：介護保険法第75条、82条、89条、99条、115条の5、115条の25 
介護保険法施行規則第131条、133条、135条、137条、140条の22、140条37 

○届出が必要な事項、その提出期限をあらかじめ確認しておき、届出事項が発生したと 
  きは、必ず提出期限までに県に届出を行ってください。 

 基本報酬額の改定にともなう料金表の変更については、変更届の提出は不要です。 

 【届出方法・提出期限等】 

※老健の変更、廃止・休止は、「２ 介護老人保健施設の各種変更等手続きについて」をご覧くだ

さい。 

変更届 

必ず『変更届一覧表』により、次のア～ウを確認した上で、届出を行ってください。 

ア 届出が必要か、不要か 

イ 届出方法は来庁（事前）か、郵送（事前・事後）か 

ウ 必要書類は何か 

加算届 

ア 次のサービスの加算の届出 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、 

通所リハビリテーション、福祉用具貸与 

（介護予防サービスは省略して記載） 

⇒加算算定開始月の前月15日まで（必着）に郵送により届出を行ってください。 

イ 次のサービスの加算の届出 

短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 

（介護予防サービスは省略して記載） 

⇒加算算定開始月の１日まで（必着）に郵送により届出を行ってください。 

ウ 加算の廃止（居宅系サービス・施設系サービス共通） 

加算の算定要件を満たさなくなることが明らかになった場合には、速やかに郵送により

加算の廃止の届出を行ってください。 

廃止届 

休止届 

廃止又は休止の日の１月前までに郵送により届出を行ってください。 

※事業所を休止又は廃止するときは、従業者に対し、これまでのキャリアを今後の業務に

活かせるよう、実務経験証明書を発行してください。 

再開届 再開する日の前日までに来庁により届出を行ってください。

【申請・届出様式等の掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/） 

－ライブラリ（書式／通知） 

－２．変更・廃止・休止・再開届（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=3） 
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２ 介護老人保健施設の各種変更等手続きについて 

（１）変更に関する手続きについて 

事前に許可・承認（申請）が必要な事項と変更届が必要な事項があります。 

【変更許可申請・変更承認申請】 

〇変更する前に申請書を提出し、変更日までに県の許可（承認）を受けなければ変更で

きません。 

〇県の許可（承認）が必要な変更であるにもかかわらず、許可や承認を受けずに変更し

ているケースが見受けられます。必ず事前に申請して変更日までに許可（承認）を受

けてください。 

変更許可申請 

２週間前までに申請書を提出 

(施設関係、定員増は要来庁) 

施設のレイアウト変更、施設の共用、敷地の変更 

運営規程の変更（従業者の職種・員数、協力病院） 

入所定員の増（事前に市町村に相談が必要） 

管理者の変更承認申請(要来庁) 

２週間前までに申請書を提出 

管理者の変更 

※法人理事への就任を伴う場合は法人役員の変更届も

必要 

広告事項の許可申請(要来庁) 

２週間前までに申請書を提出 

介護老人保健施設の広告は介護保険法で制限されてい

ます。変更する場合は許可が必要です。 

【変更届】 

〇変更届には、変更前に届出が必要なものと変更後に届出するものがあります。 

事前に届出（要来庁） 運営規程の変更（入所定員の減、料金表） 

変更後に届出 施設の名称、住居表示変更、電話・FAX番号、併設施設概要 

介護支援専門員の変更、管理者の氏名・住所 

協力歯科医療機関、協力病院の名称・診察科目、 

定員減・料金表以外の運営規程の記載事項 

法人の代表者、役員、所在地、名称、電話・FAX番号 

（２）廃止・休止について 

  廃止や休止をする場合は、市町村の施設整備計画に関係するため、市町村及び県に事

前にご相談ください。 

１－１５ 介護サービス情報の公表制度 

平成18年４月にスタートした「介護サービス情報の公表」制度は、介護サービスの利用

に際し、利用者やその家族等が自ら事業所の選択ができるよう支援するための仕組みとし

て介護保険法で定められている制度で、平成30年４月から、指定都市（横浜市、川崎市及

び相模原市）に係る事務・権限は各指定都市へ移譲されました。 

公表の対象となるサービスを実施している全ての事業者は、基本情報と運営情報の報告

（調査票の提出）及び公表手数料の納入が義務付けられています。 

なお、訪問調査は、県が定める「介護サービス情報の公表制度における調査に関する指

針」に基づき実施しており、訪問調査の対象となる事業者は、調査手数料の納入も義務付

けられています。
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１ 公表対象サービスについて 

 ○ 前年の介護報酬の支払額（利用者負担額を含む。）が100万円を超えたサービスが公

表の対象（※１）となります。公表の対象となるサービスは、県から郵送する『計

画通知書』（※２）に記載していますのでご確認ください。 

※１ 例えば、訪問看護と介護予防訪問看護を実施している事業所で、訪問看護の 

  み介護報酬の支払実績が100万円を超えていた場合、訪問看護のみが対象となり

ます。 

※２ 県から郵送する『計画通知書』は重要な書類です。１年間大切に保管してく 

  ださい。なお、公表対象サービスを実施する事業所のみに発送いたします。 

２ 手数料について 

 ○ 公表手数料（公表事務に関する費用）及び調査手数料（調査事務に関する費用）

は、所定の納入通知書により、お近くの金融機関（ゆうちょ銀行を除く。）でお支

払いください。 

 ○ これらの手数料は、県における介護サービス情報の公表制度を円滑に運用するため

に、指定情報公表センター及び指定調査機関の運営費用として使われます。 

※ 平成29年度までは、既存の事業所に対して、７月初旬に計画通知書及び納入通知

書等を送付し、調査票入力期限の約１～２カ月前に改めてお知らせを送付してい

ましたが、平成30年度からは、調査票提出期限の１～２カ月前に計画通知書及び

納入通知書等を送付します。そのため、例年と比べると手数料の支払時期が遅く

なりますのでご承知おきください。

納入通知書は、『計画通知書』が入っている封筒に同封していますので、納入

期限までに必ずお支払いください。 

３ 報告（調査票の提出）について 

(1) 報告の内容（基本情報調査票と運営情報調査票） 

基本情報調査票 運営情報調査票 

報告内容 

事業所の名称、連絡先、人員体制、

営業時間などの事業所の基本的な情

報 

事業所の実施サービスの内容に関す

る事項、運営状況に関する事項など

の情報 

報告対象 

事業所 
公表の対象となる全ての事業所 

公表の対象となる全ての事業所 

（※平成30年度に指定された事業所

を除く。） 

＜基本情報＞ 

公表後に内容を修正することができますので、内容に変更があった場合は、適宜

修正を行ってください。併せて変更の届出も必要な場合は、必ず県に対し変更届を

提出してください。 

＜運営情報＞ 

公表後に内容を変更することができませんのでご注意ください。 

ポイント 

注意

ポイント 
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４ 訪問調査について 

○ 平成30年度の訪問調査は、平成11年度、平成14年度、平成17年度、平成20年度、平

成23年度、平成28年度～平成30年度に新規に指定を受けたサービスについて実施し

ます。なお、訪問調査の有無については『計画通知書』にも記載しています。 

【訪問調査が免除されるサービス】 

○ 調査対象サービスの中で第三者性がある評価機関により次のア～オに規定する評価

を平成29年度（2017年４月１日～2018年３月31日）に受審した事業所にあっては、

事業者自らサービスの質の向上に取り組んでいることから、情報公表制度に係る訪

問調査の対象サービスから除外されます。計画通知書受領後、事業所自らの申出を

もって申請することとし、申請がない場合は、計画に沿って訪問調査を行うことと

なります。 

ア 福祉サービス第三者評価 

イ 地域密着型サービス外部評価（実施回数緩和適用の事業所を含む） 

ウ 介護サービス評価 

エ 特定施設外部評価 

オ その他、公正、客観性があると県が認めた評価

※平成29年度に「介護サービス情報の公表」制度に基づく調査を受けていたとして

も、この調査によって今年度の訪問調査が免除となることはありませんので、ご

注意ください。 

 ○ 公表に応じない業者への対応（介護保険法第115条の35） 

４ （略） 当該介護サービス事業者に対し、その報告を行い、若しくはその報告の内容を

是正し、又はその調査を受けることを命ずることができる。 

６ （略） 開設者が第四項の規定による命令に従わないときは、（略）許可を取り消し、

又は期間を定めてその指定もしくは許可の全部若しくは一部の効力を停止することができ

る。 

注意
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１－１６ 介護支援専門員 

１ 介護支援専門員証及び主任介護支援専門員の有効期間について

介護支援専門員として実務（居宅介護支援事業所管理者を含む）に継続して従事するた

めには、介護支援専門員証の更新を行い、有効期間内の介護支援専門員証を必ず所持して

いなければなりません。 

○介護支援専門員証の更新後有効期間 

 更新前の有効期間満了日から５年間 

また、主任介護支援専門員についても有効期間が設けられており、その更新には主任介

護支援専門員更新研修の修了が必要です。 

○主任介護支援専門員の有効期間 

 主任介護支援専門員研修又は主任介護支援専門員更新研修の修了日から５年間 

 ※ただし、次の者については有効期間に経過措置が設けられています。 

  平成23年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者 平成31年３月31日まで 

  平成24年度から26年度に主任介護支援専門員研修を修了した者 平成32年３月31日

まで 

主任介護支援専門員の有効期間満了後は主任介護支援専門員としての業務には従事でき

なくなるほか、介護支援専門員証が失効した場合にも、主任介護支援専門員としても業務

に就くことができなくなります。 

なお、県や研修機関からは、個々の介護支援専門員に対して有効期間満了日や受講すべ

き研修の案内は行いませんので、各自で有効期間満了日の把握及び研修の計画的な受講を

お願いします。 

各研修の時期等、神奈川県からの情報発信は、神奈川県ホームページ「介護支援専門員

のページ」によって行いますので、確認してください。 

また、各事業所におかれましては、次の項目について徹底した管理をお願いします。 

① 介護支援専門員証及び主任介護支援専門員の有効期間満了日はいつか。 

② 介護支援専門員証の更新に必要な研修を計画的に受講しているか。 

③ 更新に必要な研修修了後、介護支援専門員証の更新手続きをしているか。 
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１－１７ 業務管理体制の整備 

介護サービス事業者（法人）は、事業の適正な運営を確保するため、法令遵守等の業務

管理体制を整備し、関係行政機関に届け出ることが義務付けられています。 

業務管理体制の届出が行われていない場合、介護保険法第115条の32に違反し、法令違

反となります。届出を行っていない事業者（法人）は、速やかに届け出てください。 

１ 事業者が整備する業務管理体制 

 ○ 介護サービス事業者（法人）は、指定又は許可を受けている事業所等の数に応じ

て、次のとおり業務管理体制を整備しなければなりません。 

業
務
管
理
体
制
の

整
備
の
内
容

③業務執行の状況の監査の実施 

（「業務執行状況の監査」） 

②業務が法令に適合することを確保するための規程の整備 
（「法令遵守規程の整備」）

①法令を遵守するための体制の確保に係る責任者（「法令遵守責任者の選任」） 

事業所
等の数 

１以上20未満 20以上100未満 100以上 

※事業所等の数には、介護予防サービス事業所、介護予防支援事業所及び地域密着

型サービス事業所の数は含みますが、病院等が行うみなし指定の事業所の数は含み

ませんので、みなし事業所のみの法人については届出の必要はありません。

２ 届出先 

○ 介護サービス事業者（法人）は、整備した業務管理体制の内容を、次の区分により

関係行政機関へ届け出なければなりません。 

区     分 届出先 

(1)事業所等が２以上の都道府県
に所在する事業者 

①事業所等が３以上の地方厚生局管轄区域に所
在する事業者 

厚生労働省 

②事業所等が１又は２の地方厚生局管轄区域に所
在する事業者 

事業者の主
たる事務所
が所在する
都道府県 

(2)地域密着型サービス（介護予防を含む）事業のみを行う事業者であって、すべての 
事業所等が同一市町村内に所在する事業者 

市町村 

(3)事業所等が１の都道府県の区域に所在する事業者  
※ただし、事業所等が１の指定都市の区域に所在する事業者を除く。 

都道府県 

(4)事業所等が１の指定都市の区域に所在する事業者 指定都市 

注意

※事業所の新規指定、廃止等に伴い届出先に変更があった場合は、変更前、変更後の 

それぞれの関係行政機関に届出を行う必要があります。

注意 
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３ 変更届について 

○ 次に掲げる事項について変更があったときは、遅滞なく、変更届を提出しなければ 

  なりません。 

 ○ 指定又は許可を受けている事業所数により、業務管理体制の整備の内容が変わりま 

  す。新規事業所の指定を受けたときは、法人が整備すべき業務管理体制の内容に変更 

  がないか確認してください。 

【変更届出事項】 

１ 法人の種別、名称（フリガナ） 

２ 法人の主たる事務所の所在地、電話番号、ＦＡＸ番号 

３ 法人代表者の氏名（フリガナ）、生年月日、住所、職名 

４ 事業所等の名称、所在地（※） 

５ 法令遵守責任者の氏名、生年月日 

６ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（事業所等の数が20以

上の法人のみ） 

７ 業務執行の状況の監査の方法の概要（事業所等の数が100以上の法人のみ） 

※法人が運営する事業所等の数の増減により、整備する業務管理体制の内容に変更

があった場合（例えば、事業所等の数が20未満から20以上100未満に変わった場

合など）のみ、変更の届出が必要です。 

【業務管理体制の整備の届出方法や変更届等の様式等について】 

○ 様式、記入要領、業務管理体制の概要は、以下に掲載しています。 

「介護情報サービスかながわ」 

－ライブラリ（書式／通知） 

－８．各種届出（業務管理体制・老人福祉法の届出・生活保護法の届出）等 

－業務管理体制の整備に係る届出 

（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=610&topid=20） 

※厚生労働省や地方厚生局、指定都市、その他市町村に届出を行う場合の届出様式は、

それぞれの行政機関にお問い合わせください。 

４ 業務管理体制整備の確認検査について 

○ 神奈川県では、事業者の業務管理体制の整備状況を検証するため、報告の徴収、事 

  業者の本部・関係事業所等への立入検査などを実施しております。 

 ○ 立入検査において、問題点が確認された場合、必要に応じて行政上の措置（勧告、  

  命令）を行うことがあります。 

【検査の種類】 
一般検査・・・届出のあった業務管理体制の整備・運用状況を確認するために、定期的

（概ね６年に１回）に実施 
[昨年度の実績] 
・実施時期    平成29年９月19日から10月18日 
・実施方法    書面検査により実施 
・対象事業者  200事業者（「介護情報サービスかながわ」内に対象

事業者を掲載） 
・その他      「介護情報サービスかながわ」のメール配信により

実施等を通知しますので、メールにご注意ください。 
特別検査・・・指定介護サービス事業所等の指定取消処分相当事案が発覚した場合に

実施（①業務管理体制の問題点を確認しその要因を検証、②指定等取消
処分事案への組織的関与の有無を検証） 

注意
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１－１８  介護職員処遇改善加算 

１ 基本的考え方 

○介護職員処遇改善加算は、平成23年度まで実施されていた介護職員処遇改善交付金によ
る賃金改善の制度を継続するために、平成24年度から交付金を円滑に介護報酬に移行
し、介護職員の賃金に充てることを目的に創設されたものです。 

○交付金を受けていた事業者・施設は、原則として交付金による賃金改善の水準を維持す
ることが求められます。 

○平成27年度介護報酬改定の目的は次のとおりです。 
介護保険事業者が介護職員の能力を向上させる取り組み及び雇用管理をより一層改善す
る取り組みを実施することによって、介護職員は積極的に自分の能力を向上させ、キャ
リアアップを図ることに加えて、介護職員自身も研修等の機会を積極的に活用すること
によって自らの能力を高めることを、目的とします。 
このような取り組みによって、介護職員の社会的・経済的評価が高まることが期待でき
ることから、介護保険事業者に対してこれらの取組を一層促進してもらうように、加算
の範囲が拡充されました。 

○さらに、平成29年度の介護報酬改定においては、介護人材が職場に定着することが重要
視されていること、そのためには介護保険事業者が昇給と結びついたキャリアアップの
仕組みを示すことを目的とし、これらの取り組みを実施した介護保険事業者に対して、
更なる加算の拡充を行うこととされました。 

２ 平成30年度介護報酬改定における主な改正点 

 ○介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び加算（Ⅴ）について、要件の一部を満たされない事
業所に対し、減算された単位数での加算の取得を認める区分であることや、加算の取
得率や報酬体系の簡素化の観点から、廃止することとします。その際、一定の経過措
置期間（※）を設けます。 

  （※）経過措置期間については、今後決定されます。 

３ 加算率等 

(1) 加算算定対象サービス

サービス区分
キャリアパス要件等の適合状況に応じた加算率

加算Ⅰ 加算Ⅱ 加算Ⅲ 加算Ⅳ 加算Ⅴ 

・訪問介護 

・夜間対応型訪問介護 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看

護 

１３．７％ １０．０％ ５．５％ 

加算Ⅲにより算

出した単位(１

単位未満の端数

四 捨 五 入 )×

０．９ 

加算Ⅲにより算

出した単位(

単位未満の端数

四 捨 五 入 )×

０．８ 

・（介護予防）訪問入浴介護 ５．８％ ４．２％ ２．３％ 

・通所介護 

・地域密着型通所介護 
５．９％ ４．３％ ２．３％ 

・（介護予防）通所リハビリテーシ

ョン 
４．７％ ３．４％ １．９％ 

・（介護予防）特定施設入居者生活

介護 

・地域密着型特定施設入居者生活介

護 

８．２％ ６．０％ ３．３％ 
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・（介護予防）認知症対応型通所介

護 
１０．４％ ７．６％ ４．２％ 

・（介護予防）小規模多機能型居宅

介護 

・看護小規模多機能型居宅介護 

１０．２％ ７．４％ ４．１％ 

・（介護予防）認知症対応型共同生

活介護 
１１．１％ ８．１％ ４．５％ 

・介護老人福祉施設 

・地域密着型介護老人福祉施設 

・（介護予防）短期入所生活介護 

８．３％ ６．０％ ３．３％ 

・介護老人保健施設 

・（介護予防）短期入所療養介護

（老健） 

３．９％ ２．９％ １．６％ 

・介護療養型医療施設 

・（介護予防）短期入所療養介護

（病院等（老健以外）） 

２．６％ １．９％ １．０％ 

(2) 加算算定対象外サービス
サービス区分 加算率 

・（介護予防）訪問看護 
・（介護予防）訪問リハビリテーション 
・（介護予防）福祉用具貸与 
・特定（介護予防）福祉用具販売 
・（介護予防）居宅療養管理指導 
・居宅介護支援 
・介護予防支援 

０％ 

(3) キャリアパス要件等の適合状況に応じた区分 

区

分 
算定要件 

要件適合状況 

（○＝適合、×＝不適合） 加算額の算定方法 

ﾊﾟﾀｰﾝ A ﾊﾟﾀｰﾝ B ﾊﾟﾀｰﾝ C 

Ⅰ 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅰ ○     

地域単価×介護報酬総単位数（基本単位＋各種加

算減算）×サービス区分別の加算Ⅰの加算率 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅱ ○     

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅲ ○ 

職場環境等要件 ○     

Ⅱ 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅰ ○ 

地域単価×介護報酬総単位数（基本単位＋各種加

算減算）×サービス区分別の加算Ⅱの加算率 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅱ ○ 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅲ × 

職場環境等要件 ○ 

Ⅲ 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅰ ○ × 

 地域単価×介護報酬総単位数（基本単位＋各種

加算減算）×サービス区分別の加算Ⅲの加算率 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅱ × ○ 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅲ × × 

職場環境等要件 ○ ○ 

Ⅳ 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅰ ○ × × 
地域単価×介護報酬総単位数（基本単位＋各種加

算減算）×サービス区分別の加算Ⅲの加算率×０.

９ 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅱ × ○ × 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅲ × × × 

職場環境等要件 × × ○ 

Ⅴ 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅰ × × × 
地域単価×介護報酬総単位数（基本単位＋各種加

算減算）×サービス区分別の加算Ⅲの加算率×０.

８ 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅱ × × × 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅲ × × × 

職場環境等要件 × × × 
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Ｑ＆Ａ（平成29年３月22日版） 

問１ 賃金改善を行う方法としてどのような記載が適切か。                  

 （答）  

①賃金改善とみなすことができる記載  

基本給のベースアップ、定期昇給、手当、賞与、一時金、賃金改善に伴う法定福利費等の

事業主負担の増加分 等  

なお、基本給による賃金改善が望ましいとされています。  

②賃金改善とみなすことができない記載  

福利厚生費、退職手当、職員の増員、交通費、研修費、資格取得費用（テキスト購入等）、

健康診断費、講習会受講料 等 

問２ 法人の役員が介護業務を行っている場合、加算対象となるのか。              

（答）   

法人の役員であっても、介護職員の業務に従事している場合には対象となります。ただし、

この場合、この役員に役員報酬ではなく「給与」が支払われており、人事配置表（「介護職

員の勤務の体制及び勤務形態一覧表」）の中に「介護職員」と記載されている必要がありま

す。 

問３ 一部の介護職員を対象としない（例：一時金で処遇改善を行う場合、「一時金支給

日まで在籍している者のみに支給する（支給日前に退職した者には全く支払われな

い）」）ことは可能か。 

（答）  

加算の算定要件は「賃金改善額が加算額を上回る」ことであり、事業所（法人）全体での

賃金改善が要件を満たしていれば、一部の介護職員を対象としないことは可能です。  

ただし、あらかじめ賃金改善の対象者、支払いの時期、要件、賃金改善額等について計画

書等に明記し、全ての介護職員に周知してください。  

また、介護職員から加算に係る賃金改善に関する照会があった場合は、当該職員についての

賃金改善の内容について書面を用いる等の方法により分かりやすく説明してください。  

問４ 賃金改善実施期間はどのように設定すればよいのか。                  

（答）  

 原則４月（年度の途中で加算の算定を受ける場合、当該加算を受けた月）から翌年の３月

までとなりますが、次の条件を満たす期間の中で選択することもできます。  

・月数は加算算定月数と同じであること。  

・当該年度における最初の加算対象月（年度当初より加算を算定する場合は４月）から当該

年度における最終の加算支払月の翌月（翌年６月）までの間の任意の連続する月である場

合。  

・各年度において実施期間が重複していないこと。  

問５ 実績報告時において賃金改善額が加算額を下回りそうな場合、どのように対応すべ

きか。 

（答）  

賃金改善額が加算額を下回ることは想定されないため、一時金や賞与としての支給により、

賃金改善額が加算額を上回るようにしてください。
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１－１９ 介護職員等による喀痰吸引等について 

社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により、平成24年４月１日から、介護福祉士及

び一定の研修を終了した介護職員等は、診療の補助として喀痰吸引等の「医療的ケア」を

行うことを業とすることが可能になりました。 

１ 介護職員等による喀痰吸引等 

（対象となる医療行為） 

○ たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部） 

○ 経管栄養（胃ろう又は腸ろう、経鼻経管栄養） 

※実際に介護職員等が実施できるのは、県知事の認定を受けた上記行為の一部又は全部です。 

（実施できる者） 

医師の指示、看護師等との連携の下において、 

○ 認定特定行為業務従事者 

（具体的には、一定の研修（社会福祉士及び介護福祉士法に定める「喀痰吸引等研修」等）を

修了し、県知事が認定したホームヘルパー等の介護職員、介護福祉士、特別支援学校教員、

経過措置対象者等） 

○ 介護福祉士 

 （介護福祉士登録証に実地研修を修了した喀痰吸引等行為が附記されていること） 

（実施される場所） 

○ 特別養護老人ホーム等の施設 

○ 在宅（訪問介護事業所等からの訪問） 

【たん吸引等に関するＱ＆Ａ（その１）】 

（Ｑ）現在、介護等の業務に従事している介護福祉士や介護職員（ヘルパー等）は全てたん吸引等の

研修（喀痰吸引等研修）を受けて認定されなければならないのですか。 

（Ａ）すべての人が受ける必要はありません。ただし、現在勤務している事業者や施設が登録事業者と

なり、たんの吸引等の業務に従事していく場合には、認定を受ける必要があります。また、認定を

受けていなければ、たんの吸引等が行えないことは言うまでもありません。 

（Ｑ）介護職員実務者研修等において、医療的ケアの科目を履修しましたが、「実地研修を除く」 

   類型となっています。その場合、認定特定行為業務従事者となることはできますか。

（Ａ）介護職員実務者研修等（社会福祉士及び介護福祉士法第４０条第２項第１号から第３号まで

若しくは第５号の規定に基づく養成施設若しくは学校又は同項第４号の規定に基づく高等学

校若しくは中等教育学校）において医療的ケアの科目を履修した者であっても、実地研修を

除く類型で履修を完了した場合、それだけでは認定特定行為業務従事者として認定を受け

ることや喀痰吸引等業務を行うことはできません。（介護職員実務者研修等実施機関ごとに実

地研修を含む類型の受講が可能であるか否か異なりますので、確認することをお勧めしま

す。）その場合、改めて登録研修機関等により必要となる実地研修を履修したのち、認定特

定行為業務従事者として認定を受けてください。 

などの場において、認定特定行為業務従事者
による喀痰吸引等は登録特定行為事業者によ
り、介護福祉士による喀痰吸引等は登録喀痰
吸引等事業者（注）により行われる。 
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従事者認定証の申請 

２ 登録特定行為
．．．．

事業者、登録喀痰吸引等
．．．．．

事業者 

○ 自らの事業の一環として、たんの吸引等の業務を行う者は、事業所ごとに県知事に申請し、登 

  録を受けることが必要です。 

＜対象となる施設・事業所等の例＞ 

 ○ 介護関係施設（特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホーム、有料老人ホーム、

通所介護、短期入所生活介護等） 

 ○ 障害者支援施設等（通所施設及びケアホーム等） 

 ○ 在宅（訪問介護、重度訪問介護（移動中や外出先を含む）等）・特別支援学校 

 ※ 医療機関は対象外です。 

＜認定特定行為業務従事者の認定申請及び登録特定行為事業者の登録申請の流れ＞ 

   ※平成28年度より申請窓口が変更になりました。ご注意ください。 

                              認定特定行為業務従事者

                                  認定証交付 

認定特定行為業務従事者 

                                 認定証交付申請 

                                登録特定行為事業者 

（登録喀痰吸引等事業者） 

                                    登録申請 

登録番号の交付・公示 

※申請に当たっては、必ず「介護情報サービスかながわ」 

に掲載の「認定特定行為業務従事者の認定証の交付及び 

登録喀痰吸引等事業者の登録等の手続きについて」を 

ご覧ください。 

１．県内事業所が取りまとめて申請 

☆県内在住で、当該事業所勤務者に限る 

■第一号及び第二号関係 

（不特定の者対象） 

高齢福祉課 

福祉施設グループ 

  電話 045－210－1111 

  内線 4852 

■第三号関係 

（特定の者対象） 

障害福祉課 

調整グループ

    電話 045－210-1111 

    内線 4704 

■高齢施設関係 

高齢福祉課 

福祉施設グループ 

電話 045－210－1111 

   内線 4852 

■高齢在宅関係 

  在宅サービスグループ 

   電話  045-210-1111 

     内線  4842 

■障害者事業所関係 

障害福祉課

    調整グループ 

   電話 045-210-1111 

     内線 4704 

２．個人で申請 

☆県内在住で、県外事業所勤務者 

☆県内在住ボランティア 

事業者登録の申請 

☆県内事業者に限る 
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【たん吸引等に関するＱ＆Ａ（その２）】 

（Ｑ）事業所は全て登録特定行為事業者（登録喀痰吸引等事業者）となる必要がありますか。 

（Ａ）すべての事業所や施設が登録事業者となる必要はありません。ただし、当該事業所等におい

て認定特定行為業務従事者や介護福祉士にたんの吸引等の提供を行わせる場合には登録

が必要となります。 

３ 登録研修機関 

○ たんの吸引等の研修を行う機関は県知事に申請し、登録を受けることが必要です。（全ての要

件に適合している場合は登録） 

【登録の要件】 

☆基本研修、実地研修を行うこと 

☆医師・看護師等が講師として研修業務に従事（准看護師は対象外）していること。 

☆研修業務を適正・確実に実施するための基準に適合していること 

☆具体的な要件については省令で定めている 

 ○ 『喀痰吸引等研修』のカリキュラムは「講義＋演習＋実地研修」、類型は次の３種類です。 

・第１号研修（不特定多数の者対象・喀痰吸引等の各行為（５行為）全てについて実地研修

を修了する類型） 

・第２号研修（不特定多数の者対象・喀痰吸引等の各行為（５行為）のうち、任意の行為に 

         ついて実地研修を修了類型） 

・第３号研修（特定の者対象、対象者（行為）ごとに実地研修について再受講が必要） 

【たん吸引等に関するＱ＆Ａ（その３） 研修関係～特定の者対象（省令第３号研修）】 

（Ｑ）特定の者を対象とする研修については、当初、対象となる者（行為）が存在することが前提と 

なるのですか。 

また、対象者が存在しない場合においても予め「喀痰吸引等研修の課程のうち、講義及び 

（評価を伴わない）シミュレーター演習」のみを受講しておいたのち、対象者に対し喀痰吸 

引等行為が必要である事態が生じた時点で現場演習及び実地研修を受講することは可能 

ですか。 

(Ａ) 登録研修機関（特定の者対象～省令第3号研修）において基本研修のうち、予め８時間の 

講義＋（評価を伴わない5種類の）シミュレーター演習を受講することは可能です。 

     ただし、登録研修機関等においては、上記の取扱いを行う場合、次の条件が必要になります。 

① 相当期間経過したのちの研修（現場演習＋実地研修）受講となるが、研修初回である 

ことから研修時の事故回避の観点からも簡易なシミュレーター等を用いての現場演習は 

必須であり、指導看護師から現場演習において一連の行為が問題なく行えると評価を 

受けたのち、対象者に対し直接行為を行う「実地研修」に移ること。 

② ①の取扱いにより研修を実施する場合においても、初回受講については「講義＋（評価 

を伴わない5種類の行為）シミュレーター演習」に加え、相当期間経過した後においても 

「（特定の行為）の簡易なシミュレーター等を用いての評価を伴う現場演習＋対象者に 

対する特定の行為を直接行う実地研修」までを当初受講した登録研修機関において 
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責任を持って修了させることとする。（ただし現場演習＋実地研修については受講生 

の所属する事業所等への委託も可能である。その場合、登録研修機関として実地研修 

先から研修実施責任者や指導責任者等を記した承諾書を得ておくことが必要） 

③ なお、上記①、②の取扱いによらず、登録研修機関等において事故回避等の責任上 

上記のカリキュラムの分離を認めない取扱いをすることを何ら妨げるものではないこと 

を申し添える。 

（Ｑ） 特定の者対象（省令第3号）研修について当初全課程を修了した者が、新たな対象者や 

行為を行う場合の取扱いについて実地研修からの受講が必要であると承知していますが、 

現場演習の取扱いは具体的にはどのようになるのですか。 

（Ａ） 当初、特定の者対象（省令第3号）研修を全課程修了した者については、国の要綱上、 

実地研修からの受講が必要となるが、その際に現場演習を行ったうえで対象者に対し直接 

行為を行う実地研修に移ることは望ましいことといえます。 

    また、国研修実施要綱では、基本の研修カリキュラムを示していますが、全課程を受講した 

者であっても、登録研修機関等がその責任上、安全性を担保するうえで現場演習を実施す 

ること及び評価を行うことを妨げるものではありません。 

   なお、受講生はそれぞれの研修実施先のカリキュラムが国の実施要綱に準拠していることを 

    確認の上、各実地研修先に問い合わせ、受講先を選択することができます。 

【登録の要件】 

☆医師、看護職員等の医療関係者との連携の確保 

☆記録の整備その他安全かつ適正に実施するための措置 

 （注）  登録特定行為
．．．．

事業者と登録喀痰吸引等
．．．．．

事業者では、次のとおり要件に違

いがあります。 

  ・登録特定行為
．．．．

事業者⇒喀痰吸引等は、実地研修を修了した認定特定行為業務

従事者に行わせること。 

  ・登録喀痰吸引等
．．．．．

事業者⇒喀痰吸引等は、実地研修を修了した介護福祉士に行

わせること。また、実地研修を修了していない介護福祉士等に対し、医師・看

護師等を講師とする実地研修を行うこと。 

   ※本県では、登録喀痰吸引等事業者の登録を平成29年７月から開始しました。 

☆具体的な要件については省令で定めている 

※登録特定行為事業者の指導監督に必要な届出、報告徴収等の規定を整備 

【各種申請の様式・申請方法等の掲載場所】 

「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/） 

－ライブラリ（書式／通知） 

－１４．介護職員等によるたんの吸引・経管栄養 

（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=23） 
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４ 喀痰吸引等研修支援事業について 

○  県では、喀痰吸引等を要する対象者の増加に対応するため、平成２７年度より「喀痰吸引

等研修支援事業」を実施することにより、医療的ケアを担う介護職員の養成に係る課題を解

消し、研修の円滑な実施を図ることになりました。 

○  指定都市、中核市を含む県全域を対象としています。 

○  事業実施にかかる問い合わせ先 

高齢福祉課在宅サービスグループ（電話：045-210-4824）まで 

喀痰吸引等研修支援事業の内容 

(1) 実地研修先の確保  

他法人の受講者の実地研修を受け入れた事業所・施設に対し、協力金を支払います。 

(2) 指導看護師の確保 

   他法人の受講生を指導する指導看護師に対して、謝金を支給します。 

(3) 看護師・介護職員に対する研修の実施 

  既に喀痰吸引等研修を受けている介護職員等に対して業務の不安解消、技術の向上等を 

目的としフォローアップ研修を実施します。 

＜参考＞ 

喀痰吸引等制度のしくみ

指導

連携

連携の

指示

実地指導
講義・
演習指導

実習
・たんの吸引

・経管栄養

施設・在宅

基本研修

介護職員 介護職員

医師

利用者 利用者

介護職員

看護師
医師、看護師 医師の指示のもと

指導看護師

研修

実地研修

研修修了

実習先・

医師・看護師

の確保が課題

 （県記者発表資料より抜粋） 
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１－２０ 高齢者虐待の未然防止と早期発見 

【経過】 

○「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以下、高齢者虐待防止法

と表記。）」が平成18年に施行されてから、12年が経過しました。 

【現状】 

○法の周知や高齢化の進展により、高齢者虐待の相談・通報件数や、虐待認定件数は、年々増加

しています。特に養介護施設従事者等による高齢者虐待については、昨今、深刻な事案が複数

報道され、本県でも深刻な状況が顕在化しています。 

【法の趣旨】 

○高齢者虐待防止法第５条において、「養介護施設従事者等の高齢者の福祉に職務上関係のある

者は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなけ

ればならない」とされています。高齢者の権利を擁護し、高齢者が安心して過ごせる環境を提

供すべき養介護施設や養介護事業における高齢者虐待の発生は、決してあってはならないこと

であり、養介護施設従事者等の方々は、高齢者の権利を擁護し、尊厳を守らなければならない

という法の趣旨や内容を十分理解することが不可欠です。 

【厚生労働省老健局長通知】 

○国は平成30年3月28日、高齢者虐待の再発防止、未然防止に向けた体制整備に取り組むよう厚生

労働省老健局長通知「平成28年度｢高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する

法律に基づく対応状況等に関する調査｣の結果及び高齢者虐待の状況等を踏まえた対応の強化に

ついて」（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000199819.html）を発

出しました。 

【局長通知の要点】 

●１ 高齢者虐待への対応及び養護者支援の適切な実施 

（１）法に基づく対応状況等に関する調査結果を踏まえた要因等の分析を行い、 

各地域の実情に応じた未然防止に向けた取組を検討・実施。 

（２）平成29年度に改訂した国のマニュアル等も参考に市町村等の高齢者虐待に 

関する体制を着実に整備。

●２ 高齢者虐待における重篤事案の事後検証及び再発防止 

高齢者虐待による重篤事案について、事前の相談・通報の有無に関わらず、 

可能な限り情報を収集し、個々の事例における要因や課題等に関する事後の検証を 

行い、再発防止に向けた取組を検討・実施。 

※事後検証に当たっては、国の補助事業で認知症介護研究・研修仙台センターが平成29年度に

作成した「高齢者虐待における重篤事案～特徴と検証の指針～」等を活用。

●３ 高齢者権利擁護等推進事業の活用 

都道府県において、上記の１及び２を踏まえた取組を進めるため、高齢者権利 

擁護等推進事業を活用した市町村の取組を支援。

１ 高齢者虐待防止法による高齢者虐待の定義 

○「高齢者」とは、６５歳以上の者と定義。 

○「養護者による高齢者虐待」「養介護施設従事者等による高齢者虐待」に分けて定義。 

○次の５つの類型を「虐待」と定義

「身体的虐待」「介護・世話の放棄・放任」「心理的虐待」「性的虐待」「経済的虐待」 

※身体拘束は介護保険事業者・施設指定基準において、原則として禁止されています。緊急や

むを得ない場合以外の身体拘束は、全て高齢者虐待に該当する行為とされています。 
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２ 養介護施設従事者等による高齢者虐待の未然防止と早期発見 

(1) 平成28年度の養介護施設従事者等による高齢者虐待の件数 
  神奈川県  全国 

相談通報件数 117件      1,723件      

虐待と判断した件数 41件（35.0%） 452件（26.2%） 

(2) 相談・通報者内訳（全国） 
※複数回答。構成割合は、相談・通報者の合計人数に対するものです。 

 本 人

による

届出 

家族・

親族 

当該施設

職員 
当該施設
元職員 

当該施設
管理者

等 

医師等 
介護支援

専門員

地域包括支

援センター 

都道府県
警察 

その他 

・不明 

人数 36 350 464 164 244 63 80 64 50 34 435 

割合 1.8% 17.6% 23.4% 8.3% 12.3% 3.2% 4.0% 3.2% 2.5% 1.7% 22.0% 

 (3)養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止 
① 組織としての虐待の未然防止・早期発見のための体制づくり 

高齢者虐待に至る原因は多岐に渡りますが、その原因を職員個人の問題とはせず、組織と

して課題をとらえ取り組むことが大切です。 

リスクマネジメントの見地や職員が燃え尽きないためにも、日ごろの業務の中で悩みや相談

を受け止めたり、介護技術に対してアドバイスができる体制を整備するとともに、職員の労働条

件の改善にも留意する必要があります。（平成21年3月「施設職員のための高齢者虐待防止の

手引き」P40～41） 

②通報等による不利益取扱いの禁止 

ア 通報義務 

高齢者虐待防止法において通報義務は、養介護施設における高齢者虐待の事例を施設

等の中で抱えてしまうことなく、早期発見・早期対応を図り、高齢者の尊厳の保持の理念のも

とサービスの質の確保や向上に資するために設けられています。 

イ 守秘義務との関係 

養介護施設従事者等が高齢者虐待の相談や通報を行うことは「守秘義務違反」になりませ

ん（第21条第６項）。 

ウ 公益通報者保護 

養介護施設従事者等による高齢者虐待の通報等を行った従業者等は、通報等を理由に、

解雇その他不利益な取り扱いを受けないことが規定されています（第21条第7項）。 

また、「公益通報者保護法」においても、労働者が事業所内部で法令違反が生じ、又は

生じようとしている旨を事業所内部、行政機関、事業所外部に対して所定の要件を満たして

公益通報を行った場合、通報者に対する保護が規定されています。 

③施設職員のスキルアップのため研修等の紹介 

      ア 研修教材「高齢者の権利擁護に関する研修プログラム」 

平成21年に県が作成した「施設職員のための高齢者虐待防止の手引き」の内容をパ 

ワーポイントで学べる研修プログラムを作成しました。県高齢福祉課のホームページか 

らダウンロードできます。施設内研修にご活用ください。 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f3673/（神奈川県高齢福祉課）
      イ 平成30年度 神奈川県認知症介護基礎研修

県では、平成28年度から、国の要綱に基づき、認知症介護の基礎的な知識・技術を身

につけるための認知症介護基礎研修を年4回実施しています。介護の仕事が初めての方

や、保有資格のない方向けの研修です。スケジュールは介護情報サービスかながわでご

確認ください。 

http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=835&topid=21 

相談・通報者のうち、当該施設職員、管理者等が 35.7 %、元職員が 8.3%、合計44.0 %で 

す。養介護施設従事者による高齢者虐待の発見に重要な役割を果たしています 
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３ 養護者による高齢者虐待の早期発見 

（１）平成28年度の養護者による高齢者虐待の件数 

 神奈川県 全国 

相談・通報件数 1,326件 27,940件 

虐待と判断した件数 902件（68.0%） 16,384件（58.6%） 

(2) 相談・通報者内訳（全国） 

※複数回答。構成割合は、相談・通報者の合計人に対するものです。

介護支援専門

員・介護保険

事業所職員

医療機

関従事

者

近隣

住民・

知人 

民生委

員 

被虐待

者本人 

家族・

親族 

虐待

者本

人 

当該市

町村行

政職員

警察 
その他・ 

不明

人数 11,010 1,486 1,116 879 2,317 2,768 435 1,957 6,438 2,120 

割合 36.1% 4.9% 3.7% 2.9% 7.6% 9.1% 1.4% 6.4% 21.1% 7.0% 

(3) 養護者による高齢者虐待の早期発見 

①観察によって早期発見を 

高齢者が介護保険サービスを利用している場合、担当の介護支援専門員や介護保険事

業所職員は、高齢者や養護者・家族等と接する機会も多いことから、高齢者の身体面や

行動面の変化、養護者・家族等の様子の変化などを専門的な知識を持って常に観察する

ことが重要です。 

②協力して対応を 

介護保険サービスでは、様々な職種が協力して、一人の高齢者を支えています。 

虐待が疑われる事例などは、サービス担当者会議を開催するなどして、様々な職種が

関わり、高齢者を介護する養護者を支援していくことが非常に重要です。 

③養護者による高齢者虐待の早期発見と通報 

高齢者虐待防止法では、高齢者の福祉に業務上関係のある団体や職員などは、高齢者

虐待の早期発見に努めなければならない。（第５条） 

また、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、当該高齢

者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、速やかに市町村に通報しなければ

ならない。（第７条第１項）第1項に定める場合のほか、養護者による虐待を受けたと思

われる高齢者を発見した者は、速やかに市町村に通報するよう努めなければならない。

（第７条第２項） 

この場合の通報は、守秘義務違反にはなりません。（第７条第３項）。 

 (4) やむを得ない事由による措置 

高齢者虐待防止法の第９条第２項により、養護者による高齢者虐待により生命又は身体

に重大な危険が生じているおそれがある場合、高齢者を一時的に保護するため、老人福祉

法第11条等の措置を、市町村は行います。ご協力をお願いします。 

４ 神奈川県内の高齢者虐待相談・通報窓口 

○「県内市町村窓口一覧」を次ページと下記のアドレスで紹介しています。 

○「施設職員のための高齢者虐待防止の手引き」も同アドレスでご覧いただけます。 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f3673/

相談・通報者の 36.1％が、介護支援専門員・介護保険事業所職員です。 
養護者による高齢者虐待の発見において重要な役割を果たしています。 

未然防止の体制づくりに役立ちます。 
事後対応や再発防止についても紹介しています。 
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別添

○各市町村の高齢者虐待相談窓口

電話 FAX
横浜市 養護者 鶴見区 高齢者支援担当 045-510-1775 045-510-1897

神奈川区 高齢者支援担当 045-411-7110 045-324-3702

西区 高齢担当 045-320-8410 045-290-3422

中区 高齢・障害支援課 045-224-8167～8169 045-224-8159

南区 高齢・障害支援課 045-341-1139 045-341-1144

港南区 高齢者支援担当 045-847-8415 045-845-9809

保土ケ谷区 高齢者支援担当 045-334-6328 045-331-6550

旭区 高齢者支援担当 045-954-6125 045-955-2675

磯子区 高齢・障害支援課 045-750-2417～2419 045-750-2540

金沢区 高齢者支援担当 045-788-7777 045-786-8872

港北区 高齢者支援担当 045-540-2327 045-540-2396

緑区 高齢者支援担当 045-930-2311 045-930-2310

青葉区 高齢者支援担当 045-978-2449 045-978-2427

都筑区 高齢支援担当 045-948-2306 045-948-2490

戸塚区 高齢者支援担当 045-866-8439 045-881-1755

栄区 高齢者支援担当 045-894-8415 045-893-3083

泉区 高齢事業担当 045-800-2434 045-800-2513

瀬谷区 福祉保健相談係 045-367-5731 045-364-2346

045-671-2356 045-681-7789

045-671-3661 045-641-6408

川崎市 養護者 川崎区 高齢者支援係 044-201-3080 044-201-3291

大師地区 高齢・障害担当 044-271-0157 044-271-0128

田島地区 高齢・障害担当 044-322-1986 044-322-1995

幸区 高齢者支援係 044-556-6619 044-555-3192

中原区 高齢者支援係 044-744-3217 044-744-3345

高津区 高齢者支援係 044-861-3255 044-861-3249

宮前区 高齢者支援係 044-856-3242 044-856-3163

多摩区 高齢者支援係 044-935-3266 044-935-3396

麻生区 高齢者支援係 044-965-5148 044-965-5206

施設 健康福祉局高齢者事業推進課 044-200-2910 044-200-3926

相模原市 養護者・施設 042-775-8812 042-775-1750

042-769-8349 042-755-4888

042-701-7704 042-701-7725

042-783-8136 042-783-1720

042-780-1408 042-784-1222

042-684-3215 042-684-3618

042-687-5511 042-687-5688

施設 042-707-7046 042-752-5616

横須賀市 養護者・施設 046-822-4370 046-827-3398

健康福祉局介護事業指導課

(参考資料）高齢者虐待相談・通報窓口　（各市町村の高齢者虐待相談窓口）

市町村名 窓口担当課

健康福祉局高齢施設課

緑高齢者相談課

養介護施設従事者

平成30年４月１日現在

高齢者虐待防止センター

中央高齢者相談課

南高齢者相談課

城山保健福祉課

相模湖保健福祉課

津久井保健福祉課

藤野保健福祉課

高齢政策課
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別添

市町村名 電話 FAX
平塚市 養護者・施設 0463-21-9621 0463-21-9742

鎌倉市 養護者 0467-61-3899 0467-23-7505

施設 0467-61-3950

藤沢市 養護者・施設 0466-50-3523 0466-50-8412

小田原市 養護者・施設 0465-33-1864 0465-33-1838

茅ヶ崎市 養護者・施設 0467-82-1111 0467-82-1435

逗子市 養護者・施設 046-873-1111 046-873-4520

三浦市 養護者・施設 046-882-1111 046-882-2836

養護者 0463-82-7394 0463-84-0137

施設 0463-82-9616 0463-84-0137

厚木市 養護者 046-225-2220 046-221-1640

施設 046-225-2240 046-224-4599

大和市 養護者 046-260-5613 046-260-1156

施設 046-260-5170 046-260-5158

伊勢原市 養護者・施設 0463-94-4711 0463-94-2245

海老名市 046-231-0513

座間市 養護者・施設 046-252-7084 046-252-8238

南足柄市 養護者 0465-74-3196 0465-74-6383

施設 0465-73-8057 0465-74-0545

夜間 0465-74-2111

綾瀬市 養護者・施設 0467-70-5633 0467-70-5702

葉山町 養護者・施設 046-876-1111 046-876-1717

寒川町 養護者・施設 0467-74-1111 0467-74-5613

大磯町 養護者・施設 0463-61-4100 0463-61-6002

養護者 0463-71-3311 0463-73-0134

施設 0463-71-3311 0463-73-0134

中井町 養護者・施設 0465-81-5546 0465-81-5657

大井町 養護者・施設 0465-83-8011 0465-83-8016

松田町 養護者・施設 0465-83-1226 0465-44-4685

山北町 養護者 0465-75-3644 0465-79-2171

養護者・施設 0465-75-3642

開成町 施設 0465-84-0320 0465-85-3433

養護者 0465-84-0316 0465-85-3433

箱根町 養護者・施設 0460-85-7790 0460-85-8124

0460-85-3002 0460-85-3003

真鶴町 養護者・施設 0465-68-1131 0465-68-5119

湯河原町 養護者・施設 0465-63-2111 0465-63-2384

愛川町 養護者・施設 046-285-2111 046-286-5021

清川村 養護者・施設 046-288-3861 046-288-2025

○神奈川県

神奈川県 045-210-1111(内4848)045-210-8874

秦野市

高齢介護課介護保険担当

二宮町

福祉保険課

福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課

福祉課

箱根町地域包括支援センター

健康福祉課

介護課

高齢介護課

保健福祉課

介護福祉課

福祉課

福祉課

保険健康課

保険健康課

福祉課

高齢介護課

福祉課

高齢介護課

福祉課

健康づくり課

健康課

介護高齢課

高齢介護課

介護保険課

高齢介護課高齢介護班

高齢介護課地域包括支援班

夜間は市役所代表

高齢介護課

高齢福祉課

介護福祉課介護給付係

介護福祉課高齢者支援係

高齢介護課在宅高齢者支援担当

高齢介護課

養護者・施設
046-235-4951

窓口担当課
高齢福祉課

高齢者いきいき課いきいき福祉担当

高齢者いきいき課介護保険担当

地域包括ケアシステム推進室

高齢福祉介護課

高齢介護課

介護保険課
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１－２１ かながわ感動介護大賞の取組み

急速に高齢化が進む中で、ますます介護ニーズが増加する一方、介護従事者の人材確保

が厳しい状況にあります。 

そこで、神奈川県では、介護従事者がやりがいと誇りをもって仕事ができるよう、介護

従事者への社会的な評価の向上を目指し、介護の仕事の素晴らしさをアピールするため、

神奈川発の「かながわ感動介護大賞」を平成24年度に創設し、取組みを進めています。 

◆介護の現場は、苦労も多いですが、そうした中にも小さな感動があり、その積み重

ねが「やりがい」につながる現場でもあります。 

◆介護保険事業に携わる皆さんは、小さな感動など、日ごろから沢山あって、応募す

るほどのことではないと思っていませんか？ 

◆ちょっと嬉しかった出来事なども職員間で共有することで、疲れも和らぎ、次なる

パワーが沸いてくることもありますし、こうした取組を「ビタミン剤」と呼んでい

る事業所もあるようです。 

◆エピソードを広く紹介することによって、介護の仕事の魅力を伝え、皆さま方とと

もに介護現場を盛り上げていきたいので、ご応募お待ちしています。 

○ 事業内容 

介護を受けた高齢者や家族等から、介護にまつわるエピソード（感動介護エピソー

ド）を募り、介護の素晴らしさを伝える感動的なエピソードの応募者や、対象となった

介護従事者や施設等を表彰します。 

○ 今後のスケジュール（予定） 

・ ７月31日 第７回感動介護エピソードの応募締切り 

※ 感動介護エピソードは随時募集していますが、締切日

以降の応募は、次年度選考の対象となります。

・ 11月４日 表彰式の実施 

・ 平成31年２月以降 感動介護エピソード作品集の配布 

【問合せ先】 

神奈川県福祉子どもみらい局 高齢福祉課 感動介護大賞担当 電話045（210）4835 
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介護保険法の規定による指定

（開設許可）日 

平成26年６月30日以前 平成26年７月１日以降 

生活保護法指定済み 

（Ｈ26年７月１日時点） 

生活保護法未指定 

（Ｈ26年７月１日時点）

生活保護指定不要

の意向 

生活保護指定を

要する意向 

特段の手続き 

不要 

新法の指定を受けたとみ

なされます。 

申請手続き必要 

生活保護法での指定が必

要な場合、生活保護法で

の申請が必要です。 

特段の手続き 

不要 

介護保険法の指定

（許可）と同時に

生活保護法による

みなし指定を受け

申出書手続き 

必要 

その旨の申出書の

提出により、生活

保護法によるみな

し指定は受けませ

ん。 

※申出書の提出

は、介護保険法に

よる指定（許可）

一旦は、生活保護法で

のみなし指定を受け

ず、後に指定を要する

意向となった場合 

１－２２ 生活保護法指定介護機関について 

生活保護法による介護扶助は、生活保護法により指定された指定介護機関に委託して行われます。 

＜平成26年７月１日以降に介護保険法により指定された事業所＞ 

別段の申出（注１）がない限り、生活保護法の指定があったものとみなされます。また、指定の取消し、

廃止についても介護保険法による指定の効力と連動します（みなし指定）が、それ以外の事項（注２）に

関する届出（変更等）が必要です。 

（注１）生活保護法による指定を不要とする場合は、介護保険法の各指定権者から案内される申出書にその旨

記載しご提出ください。提出は、介護保険法の規定による指定又は開設許可日までです。 

（注２）介護保険法による指定とは違い、６年毎の更新手続きは不要です。 

＜平成26年６月30日以前に介護保険法で指定されたが、生活保護法での指定のない事業所＞ 

介護保険法によるみなし指定の対象とはなりません。生活保護法での指定を受ける場合は、別途申

請（注３）が必要です。 

（注３）申請書等の様式は、神奈川県ホームページからダウンロードできます。 

        神奈川県ホームページwww.pref.kanagawa.jp＞健康・福祉・子育て＞生活保護・ホームレス支援＞ 

生活保護について＞生活保護法による指定介護機関について＞指定介護機関の申請手続き 
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４０歳以上６５歳未満の介護保険被保険者以外の生活保護受給者への介護サービス提供については、

障害福祉サービス優先活用の原則がありますので、居宅サービス計画作成にあたり十分留意してください。 

【他法他施策（障害福祉サービス）優先の原則】 

生活保護受給者は、国民健康保険に加入できないため、４０歳以上６５歳未満の生活保護受給者は社

会保険加入者及び被扶養者を除き医療保険未加入者であり、介護保険の被保険者となりません。 

 介護保険被保険者以外の４０歳以上６５歳未満の生活保護受給者で介護保険法施行例第２条各号の特

定疾病により要介護状態等にある者については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律による自立支援給付等の障害福祉サービスが、生活保護法による介護扶助に優先されるため、

自立支援給付等の活用が可能な場合は、その優先的な活用を図ったうえで、なお介護サービスの利用が

必要不可欠であると認められる場合において、要介護状態に応じ介護扶助を受けることとなります。 

○生活保護法による介護扶助の適用が可能な場合（40歳以上65歳未満の被保険者以外の者） 

（１）給付を受けられる最大限まで障害者施策を活用しても、要保護者が必要とするサービス量のすべて

を賄うことができないために、同内容の介護サービスにより、その不足分を補う場合 

（２）障害者施策のうち活用できる全ての種類のサービスについて最大限(本人が必要とする水準まで)活

用している場合において、障害者施策では提供されない内容の介護サービスを利用する場合 

【介護扶助の給付限度額】 

被保険者以外の者の介護扶助(居宅介護及び介護予防)の給付に係る給付上限額は、介護保険法に

定める支給限度額から自立支援給付等の給付額を控除した額となります。 

ただし、常時介護を要し、その介護の必要性が著しく高い障害者などの場合で、介護扶助の支給限

度額から自立支援給付等の給付額を控除した額の範囲内では、必要な量の介護サービス(自立支援

給付等によるサービスには同等の内容のものがない介護サービス(訪問看護等)を確保できないと認め

られるときは、例外的に、介護扶助の支給限度額の範囲内を上限として、介護扶助により必要最小限

度のサービス給付を行うことは差し支えないこととされています。 

なお、自立支援給付を受けるためには障害者手帳の取得が必要となることから、福祉事務所では被

保険者以外の生活保護受給者が障害者手帳を取得していない場合は、まず手帳取得の可否の判断を

行い、障害者手帳の取得が可能であれば、自立支援給付の優先適用について検討していくこととなっ

ています。居宅サービス計画作成にあたり福祉事務所と十分に連携をはかってください。 

生活保護法に関する問合せ先 

生活援護課生活保護グループ （045）210-1111（代） 内4916 

40歳以上65歳未満の被保険者以外の生活保護受給者への介護サービスについて 

障害福祉サービス 

（自立支援給付で対応可能なサービスは自立支

援給付優先） 

介護扶助 

（支給限度額－自立支援給付） 

介護保険法に定める支給限度額
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１－２３ 介護職員離職者届出制度等

１ 離職介護人材届出制度の開始及び再就職準備金貸付制度について 

（１）離職介護人材届出制度の開始について 

平成２９年４月から、社会福祉法の改正により、社会福祉事業等に従事していた介護

福祉士の資格を有する者が離職した場合には、都道府県福祉人材センターに住所、氏名

等の届出をすることが努力義務化されました。 

介護福祉士の有資格者の他、次の研修修了の資格を有する職員が退職する際にも、介

護福祉士等の届出サイト「福祉のお仕事」から届出を行ってください。また、かながわ

福祉人材センターのホームページ「介護福祉士人材バンク」及び「介護人材登録バン

ク」への登録でも対応できることについて、周知をお願いします。 

・介護職員初任者研修修了者 

   ・訪問介護員養成研修１級課程、２級課程修了者 

   ・介護職員基礎研修修了者 

   ・介護職員実務者研修修了者 

「福祉のお仕事」ホームページ http://www.fukushi-work.jp/todokede/

かながわ福祉人材センターホームページ http://www.kfjc.jp/

なお、事業者においては、介護福祉士が離職しようとする場合、届出が適切に行われ

るように促すことが努力義務とされています。 

（２）離職した介護人材の再就職準備金の貸付制度について 

  介護の実務経験を有する者が、県内の介護職員処遇改善加算を算定した事業所又

は施設に介護職員等として再就職が決定（内定を含む）した場合に、再就職のため

の準備金（上限４０万円）を貸付する制度を開始しています。再就職者の採用をし

た際には、制度の案内をお願いします。 

【対象者】介護職員等としての実務経験を１年以上有し、離職後の期間が１年以上

の者 

【返還免除】県内の介護事業所又は施設に継続して２年間従事した場合、貸付金の

返還が免除になります。 

問合せ先：かながわ福祉人材センター 電話045-312-4816  

２ 介護福祉士国家試験の受験資格及び実務者研修受講資金貸付制度について 

（１）実務者ルートによる介護福祉士国家試験の受験資格について 
   平成２８年度の国家試験から、実務者ルートによる介護福祉士国家試験の受験資格

に「実務者研修」の修了が加わっています。 
   実務経験３年以上だけでは受験できませんので、計画的に「実務者研修」を受講

し、国家試験に備えるよう、職員に周知をお願いします。 
   ○実務者研修実施機関については神奈川県ホームページに一覧を掲載しています。 

「神奈川県の社会福祉士・介護福祉士養成施設及び介護職員実務者研修施設情報」
○介護福祉士国家試験については、社会福祉振興・試験センターにお問合せくださ

い。 
  社会福祉振興・試験センター 試験室 03-3486-7521 

（２）実務者研修受講資金貸付制度について 

   実務者研修を受講する者で次のいずれかに該当する者を対象に、受講資金の貸付を

行っています。職員へ周知いただきますようお願いします。 

○県内において介護業務に従事している者 
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    ○３年以上の実務経験を有し、県内に住民登録する者 

    ○３年以上の実務経験を有し、県内の実務者研修施設に在学する者 

実務者研修修了後、一定期間内に介護福祉士国家試験を受験して介護福祉士の資格

を取得し、その後県内で２年間継続して介護福祉士として介護業務に従事した場合、

貸付金の返還が免除されます。 

問合せ先：神奈川県社会福祉協議会福祉人材センター 電話 045-312-4816

３ 介護職員研修受講促進支援事業費補助及び介護職員子育て支援代替職員配置

事業費補助について 

（１）「介護職員研修受講促進支援事業費補助金」について 

研修を受講する従業者を支援する介護事業者に補助します。 

＜平成30年度の変更点＞ 

○従業者が介護福祉士ファーストステップ研修を受ける際の代替職員の費用も補助の

対象になりました。 

【補助額】 

○介護職員初任者研修 

・受講料補助  1人につき上限24,000円 

   ・代替職員補助 1人につき上限65,000円 

○実務者研修 

  ・受講料補助  1人につき上限40,000円 

  ・代替職員補助 1人につき上限39,000円 

○介護福祉士ファーストステップ研修 

 ・代替職員補助 1人につき上限56,000円 

（２）「介護職員子育て支援代替職員配置事業費補助」について 

出産・育児休業等からの復職を支援します。 

【補助額】  短時間勤務の介護職員1人当たり 上限額 25万円 

【補助対象となる短時間勤務職員】 

   出産・育児休業後に復職し短時間勤務制度を利用する介護職員の他、出産・育児

のために一度退職し、介護職員として短時間勤務の雇用形態で再就職した職員につ

いて代替職員配置した場合なども、補助の対象となります。 

 【代替職員】 

   新たに雇用した職員、派遣職員の他、既に雇用している非常勤職員等で代替対応

する場合も対象となります。 

※補助金の申請手続きについては、県ホームページをご覧ください。 

ホームページ 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f533152/（介護職員研修受講促進支援事業費補助金） 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f536505/（介護職員子育て支援代替職員配置事業費補助） 
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１－２４ 福祉サービス第三者評価

福祉サービス第三者評価 

（１）福祉サービス第三者評価とは 

 福祉サービス事業者が、利用者によりよいサービスを提供するために、自ら進ん

で第三者である評価機関による評価を受けて問題点等を把握し、サービスの改善に

取り組むとともに、その評価結果情報を社会に公表する仕組みです。 

 事業者でも利用者でもない公正・中立な評価機関が、客観的・専門的な立場から

総合的に評価します。 

 評価受審により、事業者のサービスの質の向上への取組促進、利用者のサービス

選択を支援するための情報提供を目的としています。 

●神奈川県では、 

 「かながわ福祉サービス第三者評価推進機構」（以下「推進機構」という。）を社

会福祉法人神奈川県社会福祉協議会内に設置し、普及啓発事業、評価調査者養成研

修・登録事業、評価機関認証事業、評価結果公表事業等を行っています。 

    ＜社会福祉法＞（福祉サービスの質の向上のための措置等） 

     第78条  社会福祉事業の経営者は、自らその提供する福祉サービスの質の向上の

評価を行うことその他の措置を講ずることにより、常に福祉サービスを受

ける者の立場に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めな

ければならない。 

（２）評価を受けるメリット 

 ・ サービスの質の向上への気づきが得られます。 

 ・ 利用者・地域との信頼関係の構築に役立ちます。  

 ・ 職員の教育・研修の一つとして評価結果を活用できます。 

 ・ 福祉サービスをこれから利用しようとしている方や就職先として施設を探して

いる方にアピールできます。 

（３）評価結果の公表 

 推進機構のホームページやＷＡＭネット、横浜市ホームページ、川崎市ホーム

ページを通じて公表しています。また、「かながわ福祉人材センター」において

評価結果を閲覧することができます。 

  かながわ福祉サービス第三者評価推進機構ホーム―ページ 

  http://www.knsyk.jp/c/3hyouka/eec0bc1de284ceff282e8f92eee1fd01 

（４）福祉サービス第三者評価を受審するには 

 第三者評価を行っている評価機関にお問い合わせください。推進機構のホーム

ページには、評価機関の情報や各評価機関が行った評価結果も掲載していますの

で、評価機関選定の参考にしてください。 
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 また、事業者説明会を毎年２回実施しています。平成30年度は、６月及び11月

に予定しています。第三者評価を実際に受審した事業所からの受審報告や評価機

関の紹介も行っておりますので、ぜひ御参加ください。 

 なお、詳細は決まり次第、推進機構のホームページのほか、「介護情報サービ

スかながわ」に掲載します。 

（参考 福祉サービス評価の種類） 
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１－２５
かながわベスト介護セレクト20と優良介護サービス事業所「かながわ認

証」

１ かながわベスト介護セレクト20と優良介護サービス事業所「かながわ認証」 

現在の介護保険制度では、質の高い介護サービスを提供し、利用者の要介護度が軽減

すると介護報酬が減額となるなど、利用者の自立に向けた事業者や職員の努力が収益向

上に反映されにくい仕組みとなっています。 

また、団塊の世代が後期高齢者となる2025年（平成37年）には、約2万5,000人の介護

人材が不足する見通しとなっており、人材の量的確保と質的確保を図っていく必要があ

ります。 

そこで、本県では、介護に頑張る事業所を応援する本県独自の取組みとして、介護サ

ービスの質の向上や人材育成、処遇改善に顕著な成果をあげた介護サービス事業所等を

表彰し、奨励金（１事業所100万円）を交付する「かながわベスト介護セレクト20」を

実施しています。 

さらに、この制度のすそ野を広げるため、サービスの質や人材育成、処遇改善等につ

いて一定の水準を満たしている介護サービス事業所等を認証し、認証書を交付する優良

介護サービス事業所「かながわ認証」も実施しています。 

これらの取組みにより、「頑張れば報われる」といった機運が醸成され、今後の更な

るサービスの質の向上につながることを目指します。 

【実施イメージ】 
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【対象】 

介護保険法に基づく次のサービスを提供している県内（政令・中核市も含む。）介

護サービス事業所等とします。 

【要件】 

  申請を希望される事業所は、次の要件をすべて満たす必要があります。  

（1）申請年度の４月１日を基準として、事業所指定から３年が経過していること。 

（2）申請年度及び前年度末日以前３年において、法人あるいは事業所が、指導・監査

で勧告以上の行政指導又は行政処分を受けていないこと、かつ事業所において虐待

等の不祥事を起こしていないこと。 

（3）介護サービス情報公表制度で、事業所の運営体制や介護サービス提供体制等を示

すレーダーチャート７分野すべてが４点以上であること。  

(4) 「神奈川県介護サービス事業所によるサービスの質等の向上宣言の実施に関する

要綱」に基づき、かながわ介護サービス等向上宣言を行っていること。 

【平成30年度の実施について】 

受付方法や要件等を御確認の上、以下のＵＲＬから申請及び応募くださるようお願いします。 

サービス区分 介護サービスの種類 

訪問系サービス 
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、 

夜間対応型訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

通所系サービス 

通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護、 

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護（複合型

サービス）、地域密着型通所介護

居住系サービス 
特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、

認知症対応型共同生活介護 

入所系サービス 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護、短期入所生活介護（併設施設を除く。）、

短期入所療養介護（併設施設を除く。） 

制度に関する問合せ先 

福祉子どもみらい局福祉部地域福祉

課福祉介護人材グループ 

電話 045-210-4755 

かながわベスト介護セレクト20・優良介護サービス事業所「かながわ認証」  

http://ninsho.kanafuku.jp/

【受託先】公益社団法人 かながわ福祉サービス振興会 

応募及び申請に関する問合せ先 : 045-227-5692
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１－２６
神奈川県介護賞、かながわ福祉みらい賞及び神奈川県社会福祉関係

者等表彰について

１ 神奈川県介護賞、かながわ福祉みらい賞及び神奈川県社会福祉関係者等表彰

について 

 本県では、多年にわたり福祉の第一線で介護業務等に献身的に従事されている方や、研

究発表等の優れた功績をあげた若手職員の方を表彰するため、標記表彰を実施していま

す。職員のモチベーションアップにご活用いただくため、ぜひともご推薦ください。 

１ 神奈川県介護賞 

社会福祉施設等で介護職員、生活支援員、児童指導員等として利用者の直接介護業務

に携わる方

ア 業務従事期間 20 年以上かつ、県内従事期間 10 年以上 

イ 年齢 40 歳以上 

ウ 神奈川県社会福祉関係者等表彰、指定都市長又は中核市長の社会福祉功労者表彰

等を受賞している方 等 

２ かながわ福祉みらい賞 

社会福祉施設等で、利用者の直接支援業務に従事している方又はチーム等の団体

（個人表彰） 

ア 介護職員、生活支援員、児童指導員等 

イ 年齢は 40 歳未満で、在職期間が常勤職員として通算７年以上の方 

ウ 研究発表、地域貢献、人材育成等の取組みにおいて、他の社会福祉施設等の目

標・模範となり、対外的にも顕著な功績があること 等 

（団体表彰） 

ア 介護職員、生活支援員、児童指導員等を過半数とする団体 

イ 代表者を含む過半数が 40 歳未満であること 

ウ 研究発表、地域貢献、人材育成等の取組みにおいて、他の社会福祉施設等の目

標・模範となり、対外的にも顕著な功績があること 等 

３ 神奈川県社会福祉関係者等表彰 

社会福祉施設等の長、社会福祉団体等の役員、社会福祉施設等に従事する医師・看護

師・介護職員・指導員・保育士・調理員・事務員、ボランティア等 

ア 業務従事期間 15 年以上 

イ 40 歳以上 

ウ 市町村長の表彰又は神奈川県社会福祉協議会会長表彰を受賞している方 等 

  ※職種や業務内容により要件が異なります。 

４ 推薦方法 

  詳しい表彰要件及び推薦方法については、６月頃、県地域福祉課ホームページ「神奈

川県介護賞」、「かながわ福祉みらい賞」及び「神奈川県社会福祉関係者等表彰」につ

いて、にて掲載しますので、ご確認の上、ご推薦くださるようお願いします。 
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１－２７ 若年性認知症支援コーディネーター配置について 

神奈川県では、若年性認知症の人やその家族等の相談、支援に携わる者同士のネットワ

ークの調整を行う、若年性認知症支援コーディネーターを県内３か所の認知症疾患医療セ

ンターに配置しました。

(1) 配置場所 

担
当
地
区 

配置場所 

所在地 

相談窓口電話番号相談日及び受付時間 

県
東
部 

久里浜医療センター 横須賀市野比5‐3‐1 

０４６‐８４８‐１５５０（代）月 金曜日

８時30分 17時15分 

県
西
部 

曽我病院  

（福祉医療相談室） 

小田原市曽我岸148 

0465-42-1630（代）月 金曜日 ９ 17時 

横
浜
市

横浜市総合保健医療セン
ター診療所  

（総合相談室）

横浜市港北区鳥山町1735 

045-475-0105（直通）月 金曜日 ９ 16時

（２）事業内容 

ア 個別相談事業

 若年性認知症の人やその家族等に対する相談対応(本人会議) 

 相談内容を踏まえたサービス等の利用に関する支援 

 かかりつけ医や行政機関、勤務先等の関係機関との情報共有、支援内容について

の連絡調整等の連携及び支援 

 当事者同士の集まりの場の支援(本人会議) 

イ 研修事業

 行政、医療、介護、企業担当者等支援関係者への研修の実施及び関係機関のネッ

トワークづくり 

（神奈川県ホームページ  http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f6401/）

【問合せ先】 

神奈川県福祉子どもみらい局 高齢福祉課 高齢福祉グループ 電話045(210)4846 
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１－２８ 認知症リスクの軽減が期待される取組み ～コグニサイズ～ 

神奈川県では、認知症リスクの軽減が期待される取組みとして、「コグニサイズ」を全県に普及・展

開しています。

「コグニサイズ」とは、コグニション（認知）とエクササイズ（運動）を組み合わせた造語です。頭で

考えるコグニション課題と、身体を動かすエクササイズ課題を同時に行うことで、脳と身体の機能を

効果的に向上させることをねらいとしたものです。 

県のホームページにコグニサイズ等の実施団体を掲載するとともに、実施状況の報告をお願い

しています。事業所でコグニサイズ等を実施している場合は、実績を県に情報提供いただくようお

願いいたします。（様式はホームページに掲載しています。） 

また、指導者がいなくても簡単にコグニサイズを学び、実践できるＤＶＤを作成し、市町村や地

域包括支援センターで貸出を行っていますので、詳細は県ホームページをご覧 

いただき、是非ご活用ください。 

（神奈川県ホームページ  http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f12651/）
【問い合わせ先】 

神奈川県保健福祉局 高齢福祉課 高齢福祉グループ 電話045(210)4846 

63



高 齢 者 編
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　「 必ず儲かる」 などと言って、事業への
投資や社債の購入などを持ちかけ、
出資金や購入代金をだまし取る商法です。

※ 銀行やコンビニで口座へ振り込ませるだけでなく 、
直接自宅へ現金を取りに来る手口もあります。

利殖商法 ファンド型投資商品(iPS細胞事業・東京五輪関連事業・新エネルギー事業・

太陽光発電など）、CO２排出権取引、社債、未公開株など

ファンド型投資商品(iPS細胞事業・東京五輪関連事業・新エネルギー事業・

太陽光発電など）、CO２排出権取引、社債、未公開株など利殖商法

被害を防ぐポイント

被害を防ぐポイント

○ ○ 相談センターです。
最近あやしい電話は

ありませんでしたか？

Ｂ社から投資勧誘？

Ｂ社なら大丈夫ですよ。

●「 元本保証」「 必ず儲かる」 は信用しない！
●「 しく みは分からないけど、 儲かるなら… 」 と
契約するのは危険！

● しつこいときは遠慮せず、はっきり！きっぱり！お断り！

過去に被害に遭った人が、ふたたび被害
に遭うことを「 二次被害」 と言います。
過去の被害情報や契約情報が出回って
おり、「 被害を回復したい」 という心理
に付け込んで、様 な々勧誘をします。

●「 損を取り戻せる」
「 個人情報を削除してあげる」

も信用しない！

購入資格のある貴方が

代わりに買ってくれたら

高く買い取りますよ！

注意！
老後の資産が
狙われています

注意！
老後の資産が
狙われています

注意！
過去に被害に
遭った方！

注意！
過去に被害に
遭った方！

Ｂ社

あなたにだけ！
大手企業A社の
社債購入権！

たとえば…

あるいは…

2

被害を回復

できますよ！

また

騙してやる

ケケケ…
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請求画面が消えなく なったら…
( 独 ) 情報処理推進機構 情報セキュリティ 安心相談窓口

☎  03-5978-7509 ※メールやＦ Ａ Ｘ でも相談できます
検索

急に料金を請求する画面が！

再起動しても消えない…
一体どうすれば…

注文した覚えは

ないのだが…

サイト を閲覧していたら、いきなり料金を請求する画面が
現れて消えなく なる、 といったト ラブルが増えています。

※ サイト を閲覧しただけで、 契約が成立したり、 個人情報が特定されることは
ありません。 虚偽の請求画面で騙そうとしています。

注文をしていない商品を一方的に送りつけ、代金を請求
する商法です。

※ 口座へ振り込ませるだけでなく 、 代金引換配達で送りつけたり、
現金書留郵便の封筒を同封して支払いを請求する手口も見られます。

健康食品、海産物（ カニなど）、サプリメント 、化粧品など送りつけ商法

● 注文した覚えがなければ、
支払わない！

● 宅配便の受取拒否も可能！
● 受け取ってしまっても、
使用せずに一定期間過ぎれば

処分可能！
(※返送する場合の費用は販売事業者の負担)

● 絶対に自分から連絡しない！
慌てて支払わない！

● はい YES 入場する OK ENTER

などの認証ボタンを安易に押さない！

アダルトサイト 、出会い系サイト 、ノウハウ情報（ パチンコ必勝法・

競馬情報・内職など高収入が得られる方法）など

アダルトサイト 、出会い系サイト 、ノウハウ情報（ パチンコ必勝法・

競馬情報・内職など高収入が得られる方法）など架空・ 不当請求架空・ 不当請求

健康食品、海産物（ カニなど）、サプリメント 、化粧品など送りつけ商法

被害を防ぐポイント

被害を防ぐポイント
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　「 注文した商品がイメージと違う … 」「 返品できると思って
いたのに… 」 といったト ラブルが多く 寄せられています。

　「 古着を買い取る」 などと事業者が突然訪問し、 売るつもり
のなかったアクセサリーなどを強引に買い取る商法です。

※ 訪問購入は、 クーリング･オフ (6 ～7 ページ参照)の制度が適用されますが、
一度、 商品を引き渡してしまう と、 返還請求を行っても、 手元には戻らない

場合がほとんどです。

健康食品、健康器具、服、バッグなど通信販売

貴金属（ アクセサリー・指輪）、宝石、金貨、着物など貴金属（ アクセサリー・指輪）、宝石、金貨、着物など訪問購入

(6 ～7 ページ参照)

● むやみに事業者を
家に入れない！

● 売るつもりがなければ、
きっぱり断る！

● その場で決めず、家族など
周囲の人にまず相談！

● 通信販売はクーリング・ オフができない！
● 色や仕様、返品ができるか
購入前に必ず確認！

返品に関する記載がない場合…
● 商品受領から 8 日以内
であれば、返品可能！

※（ ただし、返送費用は購入者の負担）

健康食品、健康器具、服、バッグなど通信販売

訪問購入

トラブルを防ぐポイント

被害を防ぐポイント

4

アクセサリーはありませんか？

ついでに見せてください。

今なら高く 買い取りますよ！ 古着の買い取りじゃ

なかったの…？
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耐震性に問題がありそうですね。

今ならキャンペーン中なので

無料で点検しますよ！ 本当に地震に

耐えられない

かしら…

● 一旦電話を切り、 まず冷静に！
● 一人で悩まない！ほかの家族や
周囲の人、警察に相談！

● 家族の間で合言葉や緊急連絡先
を決めておく ！

● 留守番電話機能を利用！
必要な電話だけかけなおす！

　「 無料で点検する」 と訪問し、不安をあおる説明をして、
高額な契約をさせる商法です。

※ 一度契約すると、 次々に契約を迫る事例もみられます。

リフォーム工事（ 屋根・耐震・塗装）、浄水器、布団、床下換気扇、シロアリなどリフォーム工事（ 屋根・耐震・塗装）、浄水器、布団、床下換気扇、シロアリなど点検商法

「 振り込め詐欺」 にご用心！
息子や孫を装い…

「 失く した鞄の中に会社のお金が… 」
「 事故を起こして相手に怪我をさせた… 」

市役所や社会保険事務所を装い…
「 医療費、保険金が戻ります！急いで手続きを！」

●「 今日中に！」 などと契約を
急がせる事業者は要注意！

● その場で決めず、家族など
周囲の人にまず相談！

● 複数の事業者に見積りを依頼！
相場を調べる！

還付金詐欺

オレオレ詐欺

点検商法

「 振り込め詐欺」 にご用心！

おばあちゃん

僕だよ！

母さん？

オレだよオレ

助けて！今すぐお金が必要！

被害を防ぐポイント

被害を防ぐポイント

ちょっと待って！
冷静になって
まず確認！

ちょっと待って！
冷静になって
まず確認！
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クーリング・オフできないもの

商品や条件によっては、 クーリング・ オフができません。
迷ったときや困ったときは、 消費生活センターへ！

8日間

20日間

クーリング・オフができる期間は、
契約書面を受け取った日を含めて数えます。

特定継続的役務提供
エステティックサロン、語学教室、家庭教師、
学習塾、パソコン教室、結婚相手紹介サービス

訪問販売
自宅・職場への訪問販売、催眠（ SF）商法、
キャッチセールス、アポイント メントセールス、
展示販売など営業所以外で交わした契約

電話勧誘販売
事業者の電話勧誘行為によって申込みをした契約

連鎖販売取引
マルチ商法

業務提供誘引販売
内職・モニター商法

訪問購入
自宅など営業所等以外の場所で、事業者が消費者
から、貴金属や着物などの物品を買い取る契約

自分の意思で使用･消費した

健康食品や化粧品などの

消耗品

自分の意思で店舗に出向いて

行った契約（ 左記表中の

「 特定継続的役務提供」を除く ）

自動車（ リース含む）、葬儀

3,000 円未満の現金取引

（ 訪問購入を除く ）

通信販売（ 4 ページ参照）

など

×

×

×

×

×

● 必ずハガキ等の書面で通知
● ハガキの両面をコピーして、
証拠として保存

● 記録が残る「 特定記録郵便」
や「 簡易書留郵便」 を利用

● 支払いがクレジット の場合、
クレジット 会社へも通知

※（ 　 　 　内の記載は不要）

● あて名は、契約した事業者の
「 代表者」

● 代金未払いの場合や、商品
を受け取っていない場合は、

内の記入は不要

記入上の注意
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● 書面を発信(窓口で手続き ) した時点で有効になる。

● 未払い代金の支払義務がなく なり、 既払い金は返還してもらえる。

● 商品は事業者の費用負担で返送できる。

● 工事が完了していても、 事業者の負担で元に戻せる。

● 事業者は消費者へ、 損害賠償や違約金の請求はできない。

● 事業者がう そや脅迫で、 クーリング・ オフを妨害した場合、 期間

が過ぎていてもクーリング・ オフが可能。

クーリング・ オフ書面を書いてみよう ！

点線部分で切り取れば、 正式な書面として使用できます。

（ 詳しい書き方や注意点は6 ページを参照してく ださい。）

郵便窓口

へ持参

オモテ面

ウラ面

〈 書き方例 〉

7

クーリング・ オフとは、「 無条件で契約を解除できる制度」です

〈 住 所 欄〉

〈 あて名欄〉

（ 事業者名）

（ 代表者名） 様

代表者 様

郵便はがき
郵便はがき
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9月発行

神奈川県 ■ 横浜市神奈川区鶴屋町2-24-2　〒221-0835 ■ 電話 045-312-1121（ 代）内線2642

■ かながわの消費生活 検索 http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f1 0 0 5 4 8 /消 費 生 活 課

■横 浜 市 ☎045-845-6666

■川 崎 市 ☎044-200-3030

■相模原市

(総合）（ 北）（ 南）

（ 北、南は電話連絡後、来所での相談のみとなります）

■横須賀市 ☎046-821-1314

■平 塚 市 ☎0463-21-7530
（ 大磯町、二宮町にお住まいの方も）

■鎌 倉 市 ☎0467-24-0077

■藤 沢 市 ☎0466-25-1111

■小田原市 ☎0465-33-1777
（ 箱根町、真鶴町、湯河原町に在住・在勤・在学の方も）

■茅ヶ 崎市 ☎0467-82-1111
（ 寒川町に在住・在勤・在学の方も）

■逗 子 市 ☎046-873-1111

■三 浦 市 ☎046-882-1111

■秦 野 市 ☎0463-82-5181

■厚 木 市 ☎046-294-5800
（ 清川村にお住まいの方も）

■大 和 市 ☎046-260-5120

■伊勢原市 ☎0463-95-3500

■海老名市 ☎046-292-1000

■座 間 市 ☎046-252-8490

■南足柄市 ☎0465-71-0163
（ 中井町、大井町、松田町、山北町、開成町にお住まいの方も）

■綾 瀬 市 ☎0467-70-3335

■葉 山 町 ☎046-876-1111

■寒 川 町 ☎0467-74-1111
（ 茅ヶ崎市に在住・在勤・在学の方も）

■大 磯 町 ☎０４６３-６１-４１００

■二 宮 町 ☎０４６３-７１-３３１１

■中 井 町 ☎０４６５-８１-１１１５

■大 井 町 ☎０４６５-８５-５００２

■松 田 町 ☎０４６５-８３-１２２８

■山 北 町 ☎０４６５-７５-３６４６

■開 成 町 ☎０４６５-８４-０３１７

■箱 根 町 ☎０４６０-８５-７１６０

■真 鶴 町 ☎０４６５-６８-１１３１

■湯河原町 ☎０４６５-６３-２１１１

■愛 川 町 ☎046-285-2111

「 クーリング・オフ」期間を過ぎてもあきらめないで！

〈 専門の相談員が問題解決の方法を検討します。まずはご相談く ださい 〉

■神奈川県(かながわ中央消費生活ｾﾝﾀ )ー ☎045-311-0999 (                                 )月～金  9:30～19:00
土･日･祝日 9:30～16:30

☎042-776-2511
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皆さんが安心で、 よりよいく らしを送っていただく ための「 応援テキスト 」です。

「 ニャン吉とマキマキちゃん」と一緒にさまざまな事例を知り、かしこい消費者をめざしましょう！

No.8（ 2018年冬）

答え・ 解説は P3

「 不要な衣服などを何でも買い取る」と言われ、家に来てもらったら

貴金属を売却するように迫られた。どうすればいいの!?

「 不要になった衣服などを何でも買い取る」と言うのでお願いした

訪問購入業者が家に訪ねてくることになりました。消費者の心構え

として正しいと思うものはどれでしょう。

ア 買取りを承諾していない物品の売却を迫られたら、 きっぱり断る。

イ 換金さえできればいいので、 契約書面はもらわなく てよい。

ウ お金になるし、 いざとなれば物品を取り戻せるはずだから、

すぐに物品は引渡す。

貴金属はないの？
持ってるけど

どうしよう …

本当に売りたいの？
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どうすればいいの？

対処法は？

どうすればいいの？

対処法は？

「『 不要な衣服などを何でも買い取る』と言われ、家に来て
もらったら、売るつもりのなかった貴金属を買い取られた！」
「『 不要な衣服などを何でも買い取る』と言われ、家に来て
もらったら、売るつもりのなかった貴金属を買い取られた！」
ここでは、ハルさん（ 70 歳代 女性）のケースをもとに、見ていきましょう。ここでは、ハルさん（ 70 歳代 女性）のケースをもとに、見ていきましょう。

事例紹介事例紹介

業者「 不要な衣服や靴などありましたら、ご自宅

に伺って買い取らせていただきたいのですが。」

ハルさん「 ちょうど片付けをしていたので、服の

買取りをぜひお願いしたいわ。」

1 ある日、「 不要品を買い取る」という訪問

購入業者から電話がかかってきた。

業者「 せっかく 来たのにこれだけ？これじゃあ

帰れないよ。貴金属はないの？」

ハルさん「 貴金属・・・指輪ならありますが・・・」

業者「 この指輪なら5,000円で買い取る。

契約書にすぐにサインして！」

2 業者に来てもらうと、用意していた服

では「 たいした金額にはならない」と

言われ、貴金属の売却を迫られた。

「 よく 考えると、大切にしてきたものだったし、

返してもらいたいわ。どうしたらいいのかしら。」

3 担当者の強い口調に恐怖を感じて、ため

らいはあったが、契約書にサインをして、

指輪を渡したが・・・

ハルさん

不要な衣服や靴など

を買い取ります

契約書

今すぐ

サインして！

2 かながわくらしテキスト  NO.8（ 2018年 冬）
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◆「 何でも買い取る」と言っておきながら、貴金属の売却を迫ってきます。

衣服や靴などの買取りを名目に訪問してきますが、実際に衣服や靴を見せると「 それではたいした金

額にはならない」などと言われ、突然、貴金属を見せるよう要求されます。なかには、強引に売却を迫

られたり、「 売らない」と言ったのに貴金属を勝手に持っていかれるケースも見受けられます。

◆ 契約書面の記載内容が正確でない、十分な説明がなされない！

買い取られた物品が「 アクセサリー 一式」など特定が困難な記載の契約書面が交付されるケースや、

そもそも書面が交付されないケースも見受けられます。

また、訪問購入業者から説明されるべき、クーリング・オフや物品の引渡し拒絶に関する説明が全く

なされないなどのケースもあります。

こ ん な 手 口 に ご 注 意！

どう すれば！？

188
消費者トラブルで困ったとき、迷ったときは、身近な消費生活センターへご相談を

イ ヤ ヤ

局番なし188番へ！消費者ホットライン消費者ホットライン

突然訪問した業者は家に入れない！安易に来訪を承諾しない！買取りを

承諾していない貴金属の売却を要求されたらきっぱり断る！

事前の承諾なく 勧誘することは禁止されているので、突然訪問した業者は家に入れないようにしましょ

う。前もって連絡があった場合でも、訪問目的をよく 確認し、安易に訪問を承諾しないようにしましょう。

さらに、訪問を承諾した場合であっても、一人で対応するのではなく 、できるだけ家族や友人、近所の

人などに相談をして同席してもらうことをおすすめします。もし、突然、「 貴金属はないか」など、事前に

買取りを承諾していない物品の売却を要求されたら、きっぱりと断りましょう。

契約書面を十分に確認する！

書面を交付されない場合は交付を求めましょう。また、書面が交付された場合でも、一つ一つの物品が

特定できるよう正確に記載されているかなど、注意して確認しましょう。

クーリング・オフ期間内は、物品の引渡しを拒むことができます！

訪問購入では、契約を無条件で解除できるクーリング・オフ（ 契約日を含めて８日間）が可能です。しか

し、物品を業者へ渡してしまうと、返還請求を行っても手元に戻らない場合があります。ト ラブルを防ぐ

ために、物品をすぐに引渡さず、クーリング・オフ期間は手元に置いておくことをおすすめします。

県消費生活課ホームページでは、その他よく ある消費生活相談事例を掲載しています。

神奈川県 消費生活ト ラブル相談事例 検索

Ｐ１の答え・ 解説 ▶ ▶ ▶
○ 正しいもの： ア その場の雰囲気に流されて売却して、後悔するケースが多数あります。

×間違っているもの： イ 契約書面を十分に確認しないと、後のトラブルの元となります！ ウ クーリング・オフしても

物品が返ってこないケースが見受けられます。本当に買い取ってもらう必要があるのかを冷静に考えるためにも、すぐ

には物品を引渡さないことも一つの方法です。
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● 平成29年度上半期に県内の消費生活センター等で受け付けた苦情相談件数は31,225件で、平成

28年度上半期（ 32,614件）と比べると4.3％減少しています。

● 最も件数が多いのは「 デジタルコンテンツ」の相談です。増加が目立つのは「 商品一般」で、訴訟をほ

のめかすハガキによる架空請求が急増したためです。また、「 化粧品」も依然として増加しています。

● 高齢者の苦情相談件数は9,156件で、前年度同期（ 8,821件）と比べ3.8％増加しました。苦情相

談の約３割（ 29.3％）が高齢者からの相談です。

● 高齢者の占める割合は、「 訪問購入」が57.9％で最も高く なっており、平成29年度上半期の相談

件数は271件で、前年度同期（ 248件）と比べ9.3％増加しています。このうち、高齢者の相談件数

は157件で、前年度同期（ 132件）と比べ18.9％増加しています。

高齢者（ 契約当事者年齢が65歳以上の者）の相談について高齢者（ 契約当事者年齢が65歳以上の者）の相談について

平成29年度上半期 主な販売購入形態ごとの高齢者の相談の占める割合

「 かながわく らしテキスト 」は、県機関・公民館・図書館・金融機関・一部スーパーマーケット などにおいてあります。

訪問購入

電話勧誘販売

訪問販売

ネガティブ・オプション

通信販売

マルチ・マルチまがい

57.9％

53.3％

49.8％

39.4％

23.0％

15.0％

157

717

1,596

37

2,626

48

271

1,344

3,204

94

11,412

321

主な販売購入形態 主 な 相 談 内 容高齢者の占める割合 高齢者の件数 全体の件数

不要品を買い取ると言われたのに貴金属を買い取られた。

今より料金が安く なるとインターネット 回線の勧誘電話があり、

よく 分からないまま契約してしまった。

屋根を点検すると訪問してきた事業者に勧められるままに高額

な屋根修理工事を契約してしまった。

注文していない健康食品が送られてきたが、どうすればよいか。

テレビショッピングを見て拡大鏡を購入した。使ってみるとよく

見えないので、返品を申し出たら断られた。

他の人を紹介してもらえれば報酬が得られると言われ会員にな

ったが、やっぱりやめたい。どうすればよいか。

苦情相談の多い上位品目

商品一般

デジタルコンテンツ

不動産貸借

工事・ 建築

インターネット 接続回線

2,954

5,194

1,470

1,254

904

2

1

3

4

5

〈 参 考 〉

化粧品 6228

品 目 名 件 数 前年度同期比 特 徴

身に覚えのない有料情報サイト などの未納料金を請求される

「 架空請求」などの相談。

訴訟をほのめかすハガキによる架空請求の相談が急増。

賃貸アパート の原状回復や敷金の清算ト ラブルなどの相談。

訪問販売による屋根工事やリフォーム工事ト ラブルなどの相談。

プロバイダやインターネット 回線のサービス内容、料金等に関
する相談。

インターネット 通販で「 お試しで注文したところ、定期購入契約
だった」との相談。

（ 平成29年度上半期 消費生活相談概要より※ ）

※く わしい内容は、県消費生活課ホームページに掲載しています。　 神奈川県消費生活課 H29 相談概要 検索

神奈川県内の消費生活相談 最新情報！神奈川県内の消費生活相談 最新情報！

平成29年度の上半期の状況はどうなっているの？平成29年度の上半期の状況はどうなっているの？

訴訟をほのめかす

ハガキはぼくの所にも

来たことがあるニャ
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機能訓練指導員の確保を推進し、利用者の心身の機能の維持を促進する観点から、機

能訓練指導員の対象資格(注１)に一定の実務経験(注２)を有するはり師、きゅう師を追

加します。 

注１ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサ

ージ指圧師 

注２ 一定の実務経験を有するはり師、きゅう師とは、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓

練指導員を配置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有す

る者です。

基本報酬は、２時間ごとの設定としていたが、事業所のサービス提供時間の実態を踏

まえて、サービス提供時間区分を１時間ごとに見直されています。          

基本報酬について、介護事業経営実態調査の結果を踏まえた上で、見直しが行われて

います。 

【例】 通常規模型事業所 

(所要時間７時間以上８時間未満) 

要介護１   ６４５単位/日 

                    要介護２   ７６１単位/日 

（所要時間７時間以上９時間未満）      要介護３   ８８３単位/日 

要介護１   ６５６単位/日          要介護４  1,０３１単位/日 

要介護２   ７７５単位/日          要介護５  1,１２４単位/日 

要介護３   ８９８単位/日     

要介護４ １,０２１単位/日        (所要時間８時間以上９時間未満)

要介護５ １,１４４単位/日         要介護１    ６５６単位/日 

          要介護２   ７７５単位/日 

                         要介護３   ８９８単位/日 

要介護４ １,０２１単位/日  

要介護５ １,１４４単位/日

１ 機能訓練指導員の確保の推進 

 人員・運営に関する基準改正関係 ２－１ 

１ 基本報酬のサービス提供時間区分の見直し・基本報酬の見直し 

※基本報酬の詳細については、以下を参照してください。 

「介護情報サービスかながわ(http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/)」 

 ―ライブラリ（書式/通知） 

  ―１８．平成30年度介護保険制度改正・報酬改定 

   ―利用料金早見表(http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=31) 

 介護報酬改定関係 ２－２ 

改正前 改正後 
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生活機能向上連携加算（新規）⇒200単位/月 

          ※個別機能訓練加算を算定している場合は100単位/月 

 〇自立支援・重度化防止に資する介護を推進するため、生活機能向上連携加算を創設

し、通所介護事業所の職員と外部のリハビリテーション専門職が連携して、機能訓練の

マネジメントをすることを評価します。 

自立支援・重度化防止の観点から、一定期間内に当該事業所を利用した者のうち、Ａ

ＤＬ（日常生活動作）の維持又は改善の度合いが一定の水準を超えた場合に評価しま

す。 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）(新規）⇒３単位/月 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）(新規) ⇒６単位/月 

２ 生活機能向上連携加算 

【主な算定要件】 

○訪問リハビリテーション若しくは通所リハビリテーションを実施している事業所又

はリハビリテーションを実施している医療提供施設（原則として許可病床数200床未満

のものに限る。）の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士、医師が、通所介護事業所

を訪問し、通所介護事業所の職員と共同で、アセスメントを行い、個別機能訓練計画

を作成すること。 

○リハビリテーション専門職と連携して、個別機能訓練計画の進捗状況を３月ごとに

１回以上評価し、必要に応じて計画・訓練内容等の見直しを行うこと。 

【算定要件等】 

〇以下の要件を満たす通所介護事業所の利用者全員について、評価期間（前々年度の

１月から12月までの１年間）終了後の４月から３月までの１年間、加算の算定を認

めます。 

〇評価期間に連続して６月以上利用した期間（注１）(以下、評価対象利用期間)のあ

る要介護者（注２）の集団について、以下の要件を満たすこと。 

① 総数が20名以上であること。 

② ①について、以下の要件を満たすこと。 

a 評価対象利用期間の最初の月において要介護度が３、４または５である利用者

が15％以上含まれること。 

b 評価対象利用期間の最初の月の時点で、初回の要介護・要支援認定があった月

から起算して12月以内であった者が15％以下であること。 

c 評価対象利用期間の最初の月と、当該最初の月から起算して６月目に、事業所

の機能訓練指導員がBarthel Index(注３)を測定しており、その結果がそれぞれ

の月に報告されている者が90％以上であること。 

d cの要件を満たす者のうちBI利得（注４）が上位85％（注５）の者について、

各々のBI利得が０より大きければ１、０より小さければ－１、０ならば０とし

て合計したものが、０以上であること。 

注１ 複数ある場合には最初の月が最も早いもの。 

３ ＡＤＬ維持等加算  
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注２ 評価対象利用期間中、５時間以上の通所介護費の算定回数が５時間未 

満未の通所介護費の算定回数を上回るものに限る。 

   注３ ＡＤＬの評価にあたり、食事、車椅子からベッドへの移動、整容、トイ

レ動作、入浴、歩行、階段昇降、着替え、排便コントロール、排尿コント

ロールの計10項目を５点刻みで点数化し、その合計点を100点満点として

評価するもの。 

   注４ 最初の月のBarthel Indexを「事前BI」、６月目のBarthel Indexを「事

後BI」、事後BIから事前BIを控除したものを「BI利得」という。 

   注５ 端数切り上げ 

〇また上記の要件を満たした通所介護事業所において評価期間の終了後にもBarthel 

 Indexを測定、報告した場合、より高い評価（加算(Ⅱ)）を行う。   

（加算(Ⅰ)(Ⅱ)は各月でいずれか一方のみ算定可）

ＡＤＬ維持等加算の算定要件の考え方 

Step１．加算を算定しようとする月の年度の初日（４月１日）が属する年の前年の

１月から12月までの期間を「評価対象期間」とする。 

  １月        12月   ４月        ３月 

Step２．評価対象期間に６月以上連続して利用した利用者及び各利用者の「評価対

象利用期間」等を特定する。 

 (各利用者について、最も早い６月連続利用がその利用者の「評価対象利用期間」、評価対象

利用期間の初めの月が「評価対象利用開始月」となる。) 

例１：１月、３～８月、11月に利用 →３～８月が評価対象利用期間、３月が評価対

象利用開始月 

例２：１～９月、12月に利用    →１～６月が評価対象利用期間、１月が評価対

象利用開始月 

例３：１～５月、７～11月に利用  →６月以上連続して利用した期間がないため対

象外 

Step３．Step２.で特定した利用者について、それぞれの評価対象利用期間で、５ 

時間以上の通所介護費の算定回数が５時間未満の算定回数より多い利用者 

を特定する。 

Step４．Step３．で特定した利用者の集団について、以下の①から⑤がすべて満た

されれば、Step１.の「加算を算定しようとする月の年度」において、当該

事業所を利用する全員にＡＤＬ維持等加算（Ｉ）が算定可能。 

①20人以上。

②それぞれの評価対象利用開始月において、要介護３～５の利用者の割合が全体の15％ 
 以下。 

  ③それぞれの評価対象利用開始月において、初回の要介護認定・要支援認定から12月以
内の利用者の割合が15％以下。 

  ④評価対象利用開始月及び評価対象利用開始月を１月目として６月目にBarthel Indexを 
用いてＡＤＬを評価して、両月のＡＤＬの値をサービス本体報酬の介護給付費明細書 
の給付費明細欄の摘要欄に記載することで厚生労働省に提出した割合が90％以上。 

⑤上記の④の各者について、６月目のＡＤＬの値から１月目のＡＤＬの値を引いたもの 
が大きい順に並べ、上位85％を特定。それらについて、１月目と比較して６月目にＡ 
ＤＬが改善していたものを１、不変だったものを０、悪化していた場合を－1として、 
④で値を提出した利用者について合計したものが０以上。 

評価対象期間 加算を算定しようとする月の年度 
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     ※平成30年度の算定については、平成29年１月から12月までの評価対象期間について、Step４.①

～⑤を満たすことを示す書類を保存していれば、それを根拠として算定できることとする。 

Step５．ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）が算定可能な事業所で、さらに加算を算定する月

において個々の利用者のＡＤＬの評価を厚生労働省に提出（※）すれば、当

該利用者について、ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）の代わりに（Ⅱ）が算定可能。 

※当該提出の月の属する年の１月から12月までが評価対象期間となる際には、Step４.④によって求 

められるＡＤＬ値の提出を兼ねるものとする。 

ＡＤＬ維持等加算の算定要件の考え方（例） 

例：2020年４月から2021年３月までの間においてＡＤＬ維持等加算を算定しようとする場合 

Step1.評価対象期間は2019年１月から12月 

Step2.評価対象期間に６月以上連続して利用した利用者（下図では「カ」以外）及び各利 

用者の「評価対象利用期間」等を特定。 

利

用

者 

1

月 

2

月 

3

月 

4

月 

5

月 

6

月 

7

月 

8

月 

9

月 

10

月 

11

月 

12

月 

評価対象利用期間にお

いて5時間以上＞5時間

未満か 

ＡＤＬ利得 

ア 45 － － － － 50     － － 〇 50-45＝5 

イ 50 － － 45 － 60 － － 70 － － 〇 60-50＝10 

ウ － 50 － － － 70 70  － 55 － 〇 定義せず 

エ  － － －  45 － － － － 45  〇 45‐45＝０ 

オ 60 － － － 50 70 － －  － 65 － × 70‐60＝10 

カ 60 60 － － －  70 － － 65 －  ６月以上の連続利用なし 

キ 60 － － － － 40       〇 40‐60＝‐20 

ク   －  70 － － 75 － 65 － － 〇 65‐70＝‐5 

・ 

数字は当該月に測定・提出したBarthel Index（「－」はBarthel Indexの測定・提出が行われなかっ

たことを示す。） 

網掛けセルは評価対象利用期間、斜体は評価対象期間開始月、ゴシック体は評価利用対象期間開始月を

１月目として６月目。 

Step3. Step2.で特定した利用者について、それぞれの評価対象利用期間で、５時間以上の

通所介護費の算定回数が５時間未満の算定回数より多い利用者を特定。（図では

「ア」「イ」「ウ」「エ」「キ」「ク」） 

Step4. Step3.で特定した利用者の集団について、以下の①から⑤が全て満たされれば、平

成32年４月から平成33年３月までの間、当該事業所を利用する全員にＡＤＬ維持等

加算（Ⅰ）が算定可能。 

①20人以上。 
②それぞれの評価対象利用開始月において、要介護3～5の利用者の割合が全体の15％以上 
③それぞれの評価対象利用開始月において、初回の要介護認定・要支援認定から12月以内 

の利用者の割合が15％以下。 
④評価対象利用開始月、及び評価対象利用開始月を１月目として６月目にＡＤＬを評価し 

て、両月のＡＤＬの値を提出した割合が90％以上（図ではア、イ、エ、キ、ク） 
⑤④の各者について、６月目のADLの値から１月目のＡＤＬの値を引いたものが大きい順に 

並べ、上記85％を特定。それらについて、１月目と比較して６月目にADLが改善してい 
たもを１(図ではア、イ)、不変だったものを０(図ではエ)、悪化していた場合を－１ 
(図ではキ、ク）として、④で値を提出した利用者について合計したものが０以上。 
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（３） 栄養改善加算（要件見直し）⇒150単位／回 

（４）栄養スクリーニング加算（新設）⇒５単位／回（※６月に１回を限度とする） 

【算定要件】 

○当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所・医療機関・栄養ケア・ス 

テーション）との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。 

【算定要件】 

〇サービス利用者に対し、利用開始時及び利用中６か月ごとに栄養状態について確

認を行い、当該利用者の栄養状態に係る情報（医師・歯科医師・管理栄養士等への

相談提言を含む。）を介護支援専門員に文書で共有した場合に算定する。 

※通所介護の新加算等の疑義については、「平成30年度介護報酬改定に関するＱ＆

Ａ」にも詳しい説明が示されていますので、あわせてご参照ください。

「介護情報サービスかながわ(http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/)」 

 ―ライブラリ（書式/通知） 

  ―１６．平成30年度介護保険制度改正・報酬改定 

   ―介護報酬改定に係るＱ＆Ａ 

    ―平成30年度介護報酬改定国Ｑ＆Ａ 
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平成 29年の障害者総合支援法等改正（地域包括ケア強化法）では、 

① 障害者が 65 歳以上になっても、使い慣れた事業所においてサービスを利用しやすくする 

② 地域の実情に合わせて（特に中山間地域など）、限られた福祉人材の有効活用 

という観点から、デイサービス、ホームヘルプサービス、ショートステイについて、高齢者や障害 

者が共に利用できる「共生型サービス」を介護保険、障害福祉それぞれに位置付けました。 

対象サービス 

 介護保険サービス  障害福祉サービス等 

ホームヘル

プ 

訪問介護 ⇔ 居宅介護 

重度訪問介護 

デイサービ

ス 

通所介護  

⇔

生活介護（主として重症心身障害者

を通わせる事業所を除く） 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

児童発達支援（主として重症心身障

害児を通わせる事業所を除く） 

放課後等デイサービス（同上） 

ショートステ

イ 

短期入所生活介護(予防を

含む) 

⇔ 短期入所 

  障害福祉制度における生活介護、自立訓練、児童発達支援、放課後デイサービスの指

定を受けた事業所であれば、基本的に共生型通所介護の指定を受けられるものとして基

準が設定されました。 

（１）従業員の員数及び管理者 

①指定生活介護事業所、指定自立訓練（機能訓練）事業所、指定自立訓練（生活介

護）事業所、指定児童発達支援事業所又は指定放課後等デイサービス事業所の従業者

の員数が、当該指定生活介護事業所等が提供する指定生活介護、指定自立訓練（機能

訓練）、指定自立訓練（生活介護）、指定児童発達支援又は指定放課後等デイサービ

スの利用者の数を指定生活介護事業所等の利用者及び共生型通所介護の利用者の数の

合計数であるとした場合における当該指定生活介護事業所等として必要とされる数以

上であること。 

②共生型通所介護の利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定通所介護事

業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

その他の介護保険制度改正関係について ２－３ 

１ 共生型サービスの創設 

２ 共生型通所介護 
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（２）単位数 

  ①基本報酬 

   生活介護事業所が通所介護を提供：通所介護に93/100を乗じた単位数 

   自立訓練事業所が通所介護を提供：通所介護に95/100を乗じた単数数 

   児童発達支援事業所が通所介護を提供：通所介護に90/100を乗じた単数数 

 放課後等デイサービス事業所が通所介護を提供：通所介護に90/100を乗じた単数数 

②加算 

 生活相談員配置等加算 13単位/日 

【算定要件】 

共生型通所介護事業所において、生活相談員（社会福祉士等）を配置し、

かつ、地域に貢献する活動（地域交流の場（開放スペースや保育園等との交

流会など）の提供、認知症カフェ・食堂等の設置、地域住民が参加できるイ

ベントやお祭り等の開催、地域住民への健康相談教室・研修会等）を実施し

ていること。  

※共生型通所介護の指定を受ける障害福祉制度における指定生活介護事業

所等に配置している従業者の中に、既に生活相談員の要件を満たす者がい

る場合は、新たに配置する必要はなく、兼務しても差し支えありません。 

   また、１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を配置している場合は、

その曜日のみ算定対象となる。（老企36） 
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（１）配置要件 

⇒管理者は常勤であり、原則として専ら当該通所介護事業に従事する者でなければなり 

ません。ただし、以下の場合であって、管理業務に支障がないと認められるときには、 

他の職務を兼ねることができます。 

（支障がある場合とは、管理すべき事業所数が過剰であるなどといった場合です。） 

① 当該通所介護事業所の他の職務に従事する場合 

② 当該通所介護事業所と同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事する 

場合 

※「管理者の交代」、「管理者の氏名変更」、「管理者の住所変更」があった場合に 

は、変更届の提出が必要です。漏れの無いようにご対応ください。 

（１）配置要件 

⇒指定通所介護の単位の数にかかわらず、指定通所介護の提供を行う時間数（提供時間 

数）に応じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる生活相談員が１以上確保されるた 

めに必要と認められる数の配置が必要です。 

※提供時間数に応じて専ら通所介護の提供にあたる従業員を確保するとは、当該職種の 

従業員がサービス提供時間内に勤務する時間数の合計を提供時間数で除して得た数が 

基準において定められた数以上となるよう、勤務延時間数を確保するものです。 

例： サービス提供時間 ９時～14時 ５時間（１単位目） 
13時～18時 ５時間（２単位目） 

＜配置基準を満たす例＞ 

○ 事業所のサービス提供時間は９時～１８時の９時間となり、ＡとＢのサービス提供 

時間内の勤務時間が合計で９時間以上となっているため可

 人員基準について 

２ 生活相談員 

２－４ 

１ 管理者 

・他の場所にある事業所や施設の業務に従事することはできません。 

・同一敷地内であっても、別の法人が行う業務に従事することはできません。 

重要

生活相談員Ａ 

生活相談員Ｂ 

勤務時間帯 ９時～14時 

勤務時間帯 10時～14時15分 

合計 9時間15分 

事業所のサービス提供時間 ９時～18時 ９時間 

１単位目
２単位目 

9時 18時
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＜配置基準を満たさない例＞ 

○ 事業所のサービス提供時間は９時間となるが、ＡとＢのサービス提供時間内の勤務 

時間が合計で９時間に満たないため不可。 

○事業所内に限った利用者との対話を主体とした相談業務だけでなく、生活相談員が 

①サービス担当者会議や地域ケア会議に出席するための時間、②利用者宅を訪問し、在 

宅生活の状況を確認した上で、利用者の家族を含めた相談・援助のための時間、③地域 

の町内会、自治会、ボランティア団体等と連携し、利用者に必要な生活支援を担っても 

らうなどの社会資源の発掘・活用のための時間など、利用者の地域生活を支える取組の 

ために必要な時間も含めることができます。 

（２）資格要件 

⇒生活相談員は次の①～④のいずれかに該当する必要があります。 

◆生活相談員の資格要件◆ 

① 社会福祉主事任用資格者（社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当する

者） 

② 介護福祉士 

③ 介護支援専門員 

④ 介護保険施設又は通所系サービス事業所において、常勤で２年以上（勤務日数３６

０日以上）介護等の業務に従事した者（直接処遇職員に限る）

◎ 実務経験証明書の参考様式は、以下を参照ください。 
「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo/） 

    ライブラリー(書式/通知) － １．新規事業者指定 － ７．通所介護 
    －２．指定申請書類様式 － 参考様式１１「実務経験証明書」  

※上記の資格要件を満たさない従業者は、生活相談員として職務に従事することがで 

きません。資格要件を満たさない従業者を生活相談員として配置している場合、人員基 

準違反として指導対象になりますので注意してください。 

◎詳細は、「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo/） 

    ライブラリ(書式/通知) － １．新規事業者指定 － ７．通所介護 
      －６．通所介護サービスにおける生活相談員の資格要件について 
      －７．社会福祉法第１９条第１項第１号に基づく厚生労働大臣の指定する社会福

祉に関する科目の読替えの範囲等の一部改正について 

重要

生活相談員Ａ 

生活相談員Ｂ 

勤務時間帯 8時～13時 

勤務時間帯 14時～18時 
合計 8時間 

18時9時 
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（１）看護職員 

⇒単位ごとに、サービス提供日ごとに、専ら提供に当たる看護職員を１以上配置すること  

（２）介護職員 

⇒通所介護事業所の単位ごとに、平均提供時間数に応じて、専ら当該指定通所介護の提 

供にあたる介護職員が利用者の数が15人までの場合にあっては１以上、15人を超える場 

合にあっては、15人を超える部分の利用者の数を５で除して得た数に１を加えた数以上 

確保されるために必要と認められる数の配置が必要です。 

※平均提供時間数・・・利用者ごとの提供時間数の合計÷利用者数 

※介護職員については、指定通所介護の単位ごとに利用者の数にかかわらず常時１名以上

確保しなければなりません。 

○計算式 
・  利用者数15人まで→確保すべき勤務延時間数＝平均提供時間数 
・  利用者数16人以上→確保すべき勤務延時間数＝((利 用 者 数 － 15)÷５ ＋ １ )×平均提

供時間数 

○計算例（利用者数20人、平均提供時間数を「５」とした場合） 
     確保すべき勤務延時間数＝{(20－15)÷５＋１}×５＝10時間 
     → 介護職員は、人数を問わずサービス提供時間内で合計10時間配置されていれば

よい。ただし、サービス提供時間中、常時１人は配置が必要。 

３ 看護職員・介護職員 

・ 必要な介護職員の配置は、要支援１・２の利用者数、提供時間数と同時にサービス提供 

を受けている要介護１～５の利用者数を合算した利用者数により判断します。 

・ 生活相談員又は介護職員のうち、１名以上は常勤でなければなりません。 

注意

・提供時間帯を通じて専従する必要はありませんが、当該看護職員は提供時間帯を

通じて指定通所介護事業所と密接かつ適切な連携を図る必要があります。 

また、病院、診療所、訪問看護ステーションとの連携により、看護職員が指定通所

介護事業所の営業日ごとに利用者の健康状態の確認を行い、病院、診療所、訪問看

護ステーションと指定通所介護事業所が提供時間帯を通じて密接かつ適切な連携を

図っている場合には、看護職員が確保されていることになります。なお、「密接か

つ適切な連携」とは、指定通所介護事業所に駆けつけることができる体制や適切な

指示ができる連絡体制などを確保することができることです。 

・サービス提供日に看護職員を配置していない若しくは連携していない場合は人員

基準違反となります。必要に応じて看護職員の人員欠如による減算の届出を提出し

てください。 

・看護職員が通所介護と他事業所又は施設を兼務するのであれば、兼務辞令を交付

する等、通所介護の看護職員としても勤務していることが確認できるようにするこ

とが望ましいです。 

重要
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例：通所介護と第１号通所事業(旧介護予防通所介護相当サービス)を一体的に提供 

１単位・定員20人・サービス提供時間７時間（9:30～16:30） 

時間帯 
利用者数 

利用者ごとの提
供時間数の合計 

平均提供時間数 

9:30～16:30 (7h) ８人（要介護者） 
(合計) 

22 人 

56h  (7h×8 人) 
4.4h 

(56h＋12.5h＋17.5h＋10h) 

÷22 人 

9:30～12:00 (2.5h) ５人（要支援者） 12.5h(2.5h×5人) 

10:30～14:00 (3.5h)   ５人（要支援者） 17.5h(3.5h×5人) 

14:00～16:30 (2.5H)   ４人（要支援者） 10h  (2.5h×4人) 

確保すべき勤務延べ時間数＝((利用者数－15)÷５＋１)×平均提供時間数 

           ＝((22－15)÷５＋１)×４．４時間 

            ＝10.56時間 ⇒ 上記の例では配置要件を満たす 

要介護者 ８名 

9:30～16:30

要支援者 ５名 

9:30～12:00

要支援者 ４名 

14:00～16:30

要支援者 ５名 

10:30～14:00

介護職員Ａ 

介護職員Ｂ 

勤務時間帯 ９時30分～15時30分

勤務時間帯  14時～16時30分 

介護職員Ｃ 

勤務時間帯  ９時30分～12時

勤務延時間数の合計 １１時間

利用者 

介護職員 

9時30分 16時30分 

・看護職員とは、看護師または准看護師の免許を有するものです。 
・生活相談員、看護職員又は介護職員のうち１人以上は常勤でなければなりません。

注意
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（１）配置要件 

 ⇒機能訓練指導員（有資格者）を１以上配置することが必要です。 

  加算を算定しない場合であっても１以上配置しなければなりません。 

（２）資格要件 

⇒機能訓練指導員として有資格者（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔

道整復師、あん摩マッサージ師又は一定の実務経験を有するはり師、きゅう師※）を

1名以上配置しなければなりません。 

※一定の実務経験を有するはり師、きゅう師とは、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導

員を配置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有する者とす

る。

・ 機能訓練指導員は、サービス提供日ごとに配置しなくても差し支えありません。 

・ 介護職員、生活相談員と兼務する場合は、勤務時間の割り振りを行う必要があり

ます。

【注意！】 

○ 神奈川県では、平成28年 12月26日から機能訓練指導員の取扱いが変更になっていま

す。 

変更前は、「有資格者の機能訓練指導員の配置が算定要件になっている加算を算定し 

ない場合については有資格者の機能訓練指導員を配置しなくてもよい」、「機能訓練指

導員はサービス提供日ごとに配置すること」としていましたが、変更後は、「全ての通

所介護事業所で有資格者の機能訓練指導員の配置が必要」、「有資格の機能訓練指導員

はサービス提供日ごとに配置していなくても差し支えない」こととなりました。 

 詳細は、下記に掲載していますので再度ご確認ください。 

（掲載場所） 

「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo/） 

＞ライブラリー(書式/通知)  

＞ ５．国・県の通知 

     ＞指定（介護予防）通所介護事業所における機能訓練指導員の配置について 

  ※個別機能訓練加算（Ⅰ）（Ⅱ）を算定する場合には、資格や配置時間について要件がありま
すので、配置要件の確認が必要です。 

４ 機能訓練指導員 

基準は、最低限度を定めたものであり、常に満たされていなければならないもので

すので、不測の事態にも対応できるよう適切な人員配置を行ってください。 

注意

①生活相談員が営業のために外出しており、サービス提供時間中に生活相談員が
不在となったため、基準上確保すべき勤務延時間数の配置ができていなかった。 
②個別機能訓練加算を算定していない事業所において、機能訓練指導員が配置 
されていなかった。

指導事例 
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食堂及び機能訓練室は利用定員×３㎡以上を確保する必要があります。

◆食堂、機能訓練室の有効面積算出に係る留意事項◆ 

○ 食堂、機能訓練室の有効面積の算出に当たっては、内法(うちのり)で計測してください。 

・ 内法(うちのり)：壁の内側から内側までの長さを測った寸法 

・ 壁芯(かべしん)：壁の中心線から中心線までの長さを測った寸法 

※ 建築図面等においては、壁芯からの寸法で表記することが一般的です。内法より長く（広く）なるの

で、図面で確認しただけでは有効面積の算出を誤る場合があります。 

○ 機能訓練等のサービス提供に直接必要のない備品（書棚、食器棚、冷蔵庫等）、居住

スペースとしての使用が想定されないスペース（押し入れ、床の間、廊下、柱等）は

食堂、機能訓練室の有効面積から除外すべきです。

 ※ 計測ミス等により１人３㎡を確保できていないことが判明した場合、実際の有効面積 
に応じた利用定員を超える利用者分について定員超過として運営基準違反となります。 

また、１月の平均で定員超過となる場合、定員超過による減算が適用されます。 

●レイアウトの変更に係る届出：必要 

⇒事業所のレイアウトを変更する場合、事前に届け出る必要があります。レイアウトを変更してい 

たにもかかわらず、変更届の提出を怠っていたことが後で判明した場合、指導対象となります。 

レイアウトを変更する場合には、必ず事前に変更届を提出してください。 

平成 27 年４月施行の消防法令の一部改正に伴い、消防用設備等の設置基準が改正されまし

たが、経過措置期間が平成 30年３月 31 日をもって終了しています。 

貴事業所の消防用設備等が基準に適合しているか再度確認してください。 

〇平成 30 年３月 31 日設置に関する経過措置期間が終了し、設置しなければならない設備 

 １ 消防法施行別表第一６項ロに該当する施設 

(1) スプリンクラー設備 

(2) 火災通報装置     

(3) 自動火災報知設備     

   2 消防法施行令別表第一６項ハに該当する施設   

(1) 自動火災報知設備 

※次の別表でご確認ください。  

 設備基準について 

２ 消火設備等 

２－５ 

１ 食堂、機能訓練室の有効面積と定員超過 

重要

６１ 

連動も必須 
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別表 

 消防法施行令 

 別表第一６項ロ 

消防法施行令 

 別表第一６項ハ 

主な対象施設 老人短期入所 

特別養護老人ホーム 

介護老人保健施設 

老人短期入所事業 

養護老人ホーム 

認知症対応型老人共同生活援助事業 

軽費老人ホーム 

有料老人ホーム 

小規模多機能型居宅介護事業 

お泊りデイサービス 

老人デイサービスセンター 

老人デイサービス事業 

軽費老人ホーム 

有料老人ホーム 

小規模多機能型居宅介護事業 

お泊りデイサービス 

消防用設備設置の

届出及び検査 

必須 必須 

スプリンクラー 必須（一部、構造上設置を要し

ない場合あり） 

床面積合計が 6000 ㎡以上で

必要 

火災通報装置 必須 延面積 500 ㎡以上で必要 

自動火災報知設備 必須 必須（老人デイサービスセンタ

ー及び老人デイサービス事業

は 300 ㎡以上で必要） 

自動火災報知設備と火

災通報装置の連動 

必須 ― 

※避難が困難な要介護者を主として入居又は宿泊させる施設とは、要介護３以上の者の 

割合が定員の半数以上の施設 

★詳しくはお近くの消防署にお問い合わせください。

①食堂及び機能訓練室に、静養室とは別にベッドを設置し、静養スペースとしていた 

ため、実際に利用できる有効面積が減少していた。 

②相談室を他の用途の部屋に変え、相談室がなくなっていた。 

③介護保険の利用者と保険外（自費利用）の利用者の合計の月平均が運営規程に定め 

る利用定員を超えていたが、定員超過による減算を行っていなかった。

指導事例 

避難が困難な
要介護者を主
として入居又
は宿泊させる
場合のみ※ 

左に該当
する場合
の施設を
除く 
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通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合については、その内容に沿って

作成しなければなりません。したがって、必ずケアマネジャーからケアプランの交付を受けるようにし

てください。 

※暫定ケアプランの利用者についても、通所介護のサービス提供を行うのであれば、通所介護

計画の策定が必要です。また、ケアプラン作成後に当該通所介護計画が居宅サービス計画の

内容に沿ったものであるかを確認し、必要に応じて通所介護計画を修正する必要があります。 

⇒通所介護計画を作成した際は、利用者又はその家族に対して説明し、同意を得た上 

で交付しなければなりません。交付した通所介護計画には、目標及び内容に関する同 

意のサインをもらうだけでなく、説明した日と交付した日がわかるように記録してお 

くことが望ましいです。交付した通所介護計画は利用者へのサービス提供が終結した日 

から５年間保存しなければなりません。 

 【作成例】

私は上記の計画について説明を受け、同意し、交付を受けました。 

   平成○年○月○日  神奈川 花子 印 

通所介護計画における目標の設定については、ケアプランに沿った内容で通所介護事業所とし

ての目標を設定します。（ケアプラン上の目標をそのまま転記するものではありません。） 

目標設定に当たっては、利用者やその家族にもわかりやすい具体的な目標を設定するように努

めてください。具体性に乏しい目標を設定すると、目標達成に必要となるサービスが何であるのか

見えないだけでなく、目標の達成度合い等の評価もしづらく、結果として必要なサービスの提供が

できない、評価も不十分となるという悪循環に陥ることになります。 

※計画実施期間が終了すると機械的に同じ目標を次の期間に位置づけるという事例もあ

りましたが、目標設定はその期間で実現可能と思われる内容を設定すべきです。同じ目

標が何度も設定されるのであれば、その目標が不適切であることが考えられます。 

※計画実施期間終了後には、目標の達成度はどれくらいか、設定した目標のレベルは適

当であったかなど、評価を行い、その結果を必ず記録してください。 

ケアプランに基づきサービスを提供している指定通所介護事業者は、当該ケアプランを 

作成している指定居宅介護支援事業者から通所介護計画の提供の求めがあった際には、当

該通所介護計画を提供することに協力するよう努めてください。 

①通所介護計画が作成されていなかった。 

②サービス開始に当たり、利用者の基本的な情報を把握・整理していなかった。 

③利用者又はその家族の同意を得ずにサービス提供を開始していた。 

④全ての利用者の通所介護計画の内容が全く同じであった。 

⑤通所介護計画にサービス提供時の留意事項を記載していなかった。

指導事例 

１ 通所介護計画の作成及び説明・同意・交付 

２ 通所介護計画の目標設定・評価 

 通所介護計画について ２－６ 

３ 居宅介護支援事業所との連携 
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（１）屋外サービスの要件 

⇒通所介護は事業所内でのサービス提供を基本としますが、次の要件を満たす場合に限 

り屋外でのサービス提供が可能です。 

【要件】（①②の両方を満たす必要があります） 

① あらかじめ通所介護計画に位置付けられていること 

② 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること 

※機能訓練が目的ではなく、気分転換や娯楽を目的としたものは、通所介護サービスの 

対象とならず、報酬算定ができません。 

※例えば、機能訓練等を目的としない遠方への外出や長時間の外出や通所介護計画へ

の位置付けが不明確で機能訓練を目的としているとは考えにくい屋外でのレクリエー

ション等は、通所介護における屋外サービスには含まれないものと考えられます。 

（２）屋外サービス提供時の職員配置 

⇒事業所内に残るグループと外出するグループに分かれる場合、 

①事業所内グループ：事業所に残る利用者の数に応じた適当数の職員配置が必要 

②外出グループ：外出利用者の人数を勘案し、安全面に配慮した適当数の職員配置が 

必要

◆ 理美容サービスの位置付け 

 ⇒理美容サービスは通所サービスに含まれませんが、通所サービスとは別に利用者の自 

己負担により理美容サービスを提供することは可能です。 

ただし、利用者に必要なものとして当初から予定されている通所サービスの提供プログ 

ラム等に影響しないよう配慮が必要です。 

なお、通所サービスとの区分が明確であれば理美容サービスの提供は必ずしも通所サ 

ービスの開始前又は終了後に限るものではありませんが、この場合、 

① 通所サービスとそれ以外のサービスの区分が明確になされた通所介護計画に 

ついて、利用者本人（又はその家族）に対して説明し、同意を得ていること 

② 通所サービスの利用料（１割負担）とは別に費用請求が行われていること 

が必要です。 

通所サービスの所要時間には理美容サービスに要した時間は含まれません。したが

って、サービス提供時間中に行う場合は、理美容サービスの時間を除いた通所介護

のサービス提供時間に応じた区分にて報酬請求を行うこととなります。 

 また、理美容に要した時間を、サービス提供記録に記載してください。 

プログラム（通所介護で認められる範囲）について 

１ 屋外でのサービス提供 

２ 理美容サービス（保険外サービス） 

２－７ 
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◆ マッサージの位置付け 

 ⇒通所介護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りそ 

の居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必 

要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うこととされています。 

機能訓練の一環としてその効果が見込まれるマッサージの提供は可能ですが、機能訓 

練とは考えにくいマッサージや治療を目的としたマッサージは通所介護の内容とするこ 

とは適当ではありません。 

通所介護事業所に併設するマッサージ施術所等の従業者が、通所介護のサービス提供

時間中に、マッサージを行うことはできません。 

◆ 体験利用の位置付け 

 ⇒体験利用と称して、介護保険の通所介護サービス利用者とサービス提供時間を通じて同サー

ビスを提供する場合には、利用者からその費用の１０割の支払いを受ける必要があります。 

無料でのサービス提供(体験利用)は、利用者間の公平性等の観点から適正とはいえません。

⇒ただし、10割の支払いは利用者にとっては過大な負担となるため、見学については費用を徴 

収しなくても差し支えありません。また、サービスの一部分のみを提供する場合には、介護保険 

外（自費）サービスとして提供し、適切な利用料金を徴収することも可能です。 

※法定代理受領サービスに該当しない指定通所介護を提供したときには、その利用者か 

ら支払を受ける利用料の額と、当該指定通所介護に係る居宅介護サービス費用基準額と 

の間に、不合理な差額が生じないようにしなければならないとされています。

サービス提供日に体験利用者を受け入れる際は、保険制度の利用者へのサービス提

供に支障がないことが前提であり、保険制度の利用者と体験利用者の合計人数及び提

供時間数に対する人員配置、設備基準を満たすとともに、体験利用者を含めて利用定

員内に収まるようにする必要があります。 

３ マッサージ 

４ 体験利用 

①  治療を目的としたマッサージを提供し、通所介護サービスとして報酬算定してい

た。 

② 介護保険の利用者と保険外（自費利用）の利用者の合計の月平均が運営規程に定める

利用定員を超えていたが、定員超過による減算を行っていなかった。  

指導事例 
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通所介護の報酬算定をする上で、サービス提供開始時刻と終了時刻の記録は重要なもの

となります。記録については、実際にサービスの提供を開始した時刻・終了した時刻を記

載するようにしてください。 

なお、報酬算定に際し用いる「所要時間」とは、通所介護計画に位置付けられた内容の

通所介護を行うために要する標準的な時間であり、送迎に要する時間は含まれないものと

されています。 

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所要時間２時間以上３時間未満

のサービスを行う場合は、４時間以上５時間未満の単位数の１００分の７０に相当する単

位数を算定します。 

※ 上記に該当する利用者に対して、所要時間２時間以上３時間未満のサービスを行った

場合にのみ報酬算定が可能です。単に長時間のサービスを希望しない利用者や入浴サ

ービスのみを利用する利用者に対して、所要時間２時間以上３時間未満のサービスを

行っても報酬算定の対象とはなりません。 

 所要時間・サービス提供時間について 

１ サービス開始時刻と終了時刻の記録 

２ ２時間以上３時間未満の利用 

２－８ 

【厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者】 

・ 心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難

である利用者（厚労告９５） 

「厚労告９５の利用者」とは 

・ 心身の状況から、長時間のサービス利用が困難である者 

・ 病後等で短時間の利用から始めて長時間利用に結びつけていく必要がある者等であ 

り、単に入浴サービスのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生活動作能 

力向上のため、日常生活を通じた機能訓練等が実施されるべき（老企３６）

重要
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当日のサービス進行状況や送迎等の関係から、サービス提供の開始・終了時刻が利用者

ごとに前後することはあり得るものですが、その場合であっても通所介護計画に位置付け

られた内容の通所介護を行えば介護報酬の対象となるものであり、全ての利用者のサービ

ス提供の開始・終了時刻を同時にすることが求められているわけではありません。 

    ＜居宅条例解釈通知 第３・Ⅵ・１(１)アより抜粋＞ 

利用者ごとに作成した通所介護計画に位置づけられた内容の通所介護が一体的に提供さ

れていると認められる場合は、同一単位で提供時間数の異なる利用者に対して通所介護を

行うことも可能です。なお、同時一体的に行われているとは認められない場合(※)には、

別単位となることに留意してください。 

※同時一体的でないとは・・ 

○同時に一定の距離を置いた二つの場所で行われ、これらのサービスの提供が一体的に 

行われているとはいえない場合。 

○午前と午後とで別の利用者に対してサービスを提供する場合。 

⇒同じ単位の利用者を午前と午後でグループ分けしてサービス提供を行うことはでき

ません。 

○ 送迎の関係で、先に到着した利用者に対し、サービス提供ができる人員が配置されているので

あれば、サービス提供をすることが可能です。 

○ 事業所のサービス提供時間を７－８時間に設定の上、所要時間５－６時間の利用者を受け入

れることは可能ですが、事業所のサービス提供時間を７－８時間に設定し、設定された時間よりも

長い所要時間８－９時間の利用者を受け入れることはできません。 

○ 送迎が２便体制に分かれ、利用者により提供時間が異なる場合、例えば１便の利用者が９時半

～16時半、２便の利用者が10時半～17時半でサービス提供を受ける場合は、当該事業所のサ

ービス提供時間を９時半～17時半に設定し、その中で各通所介護計画に応じたサービス提供を

行うようにしてください。 

○ サービス提供時間の設定は、例えば所要時間７－8時間の場合、７時間ちょうどの設定が可能 

です。通所介護サービス費を請求するにあたり、所要時間７－８時間の通所介護計画に位置付

けられたサービスが提供されたのであれば、７－８時間の通所介護費を算定できます。 

３ 提供時間数の異なる利用者の受け入れ 

注意
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（１）  通所介護と第１号通所事業（介護予防通所介護に相当するものとして市町村が

定めるもの）を一体的に実施する事業所 

⇒  事業所規模については前年度（４月～２月）の１月当たりの平均利用延人員数

により区分されますが、第１号通所事業（旧介護予防通所介護相当）を一体的に

行う事業所については、第１号通所事業の１月当たりの平均利用延人員数（※）

を含めて計算します。 

※  「（３）平均利用延人員数の計算方法」はＡ・Ｂいずれかの方法によります。 

（２）  通所介護と第１号通所事業を分離して実施する事業所 

     （通所介護と第１号通所事業で単位分けしてそれぞれ人員配置している事業所） 

   ⇒  第１号通所事業の利用者数は平均利用延人員数に含めません。 

（３）  平均利用延人員数の計算方法 

 【通所介護】 

    ３時間以上４時間未満 → 利用者数に 1/2 を乗じて得た数 

    ４時間以上５時間未満 → 利用者数に 1/2 を乗じて得た数 

    ５時間以上６時間未満 → 利用者数に 3/4 を乗じて得た数  の合計により算出

    ６時間以上７時間未満 → 利用者数に 3/4 を乗じて得た数 

７時間以上８時間未満 → 利用者数 

    ８時間以上９時間未満 → 利用者数 

【第１号通所事業（旧介護予防通所介護相当）】※通所介護と一体的にサービス提供を

行う場合 

Ａ 

◆延人員数を加える方法 

５時間未満 → 利用者数に1/2を乗じて得た数 

５時間以上７時間未満 → 利用者数に 3/4 を乗じて得た数 の合計により算出 

７時間以上９時間未満 → 利用者数

 または、 

Ｂ 
◆同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加える方法により

算出 

 事業所規模について  

事業所規模の計算方法 

２－９ 

前年度実績が６月未満の事業者又は前年度から定員を概ね25％以上変更して事

業を実施しようとする事業者については、便宜上、利用定員の90％を１日当た

りの利用者数とし、予定されている１月当たりの営業日数を乗じて得た数で判

断します。

注意
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（例）サービス提供時間７－８時間の事業所における、ある日の第１号通所事業の利用者

が、午前（9時 00 分～12 時 30 分）10 人、午後（12 時 30 分～16 時 00 分）12 人だっ

た場合、 

Ａ：延人員数により算出 → （10＋12）×1/2 ＝ 11 人 

Ｂ：最大数により算出  → 最大利用者数 ＝ 12 人  となります。

◆平均利用延人員数の算出に係る留意事項◆ 

①  同一事業所で２単位以上の通所介護サービスを行っている場合について 

⇒  同一事業所で２単位以上の通所介護サービスを行っている場合については、全

ての単位の利用者数の合計を基に計算します。 

②  認知症対応型通所介護の利用者について 

⇒  認知症対応型通所介護の利用者については、平均利用延人員数の計算の際には

含めません。ただし確定後本プランになった場合は含めて計算する。 

③  暫定ケアプランによりサービス提供を受けている場合について 

⇒  新規に要介護認定を申請中の方が、いわゆる暫定ケアプランによりサービス提

供を受けている場合は、月平均延利用者の計算の際には含めません。 

④  区分支給限度額を超えてサービス提供を受けている場合について 

⇒区分支給限度額を超えてサービスの提供を受けている（いわゆる上乗せサービ

ス）利用者がいる場合、当該利用者を含めて平均利用延人員数を計算します。

 ※ 事業所規模の確認は事業所の責任で行ってください。なお、報酬請求上の事業所規模

と届出の事業所規模について、給付適正化の観点から定期的に確認を行っております。

平均利用延人員数の算出を誤り、誤った単価を用いて介護報酬を請求し、後に誤った単

価で請求していた事実が発覚したため、過去に遡って過誤調整となった事例もありま

す。平均利用延人員数の計算はくれぐれも正確に行い、事業所規模の変更があった場合

には、前年度３月 15 日までに必ず届出を行ってください。 

●事業所規模の変更に係る届出：必要（３月 15日まで） 

 ※万が一、届出を忘れており、後日判明した場合 

  ・規模が大きくなる ⇒ ４月に遡及して過誤調整となります。 

  ・規模が小さくなる ⇒ 15 日までに届出を行った場合、翌月 1 日から正しい規模に

よる算定が可能となります。（遡及はしません。） 

事業所規模について、前年度の利用者数の実績の確認を行っておらず、本来事

業所規模を小規模から通常規模へ変更しなければならなかったところ、届出を

せず、誤って小規模のまま報酬請求していた。 

指導事例 
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※ 個別機能訓練加算・運動器機能向上加算は人員配置だけでなく、計画の策定や評価な

ど、そのプロセスも評価されています。プロセスも加算の重要な算定要件です。加算を

算定する事業所にあっては、そのプロセスも含めて加算要件を全て満たしているか改め

て確認してください。 

 ※８時間以上－９時間未満の事業所のみ算定が可能です。 

    ９時間以上10時間未満（既存）⇒ 50単位/日 

    10時間以上11時間未満（既存）⇒ 100単位/日 

    11時間以上12時間未満（既存）⇒ 150単位/日 

    12時間以上13時間未満（新規）⇒ 200単位/日 

    13時間以上14時間未満（新規）⇒ 250単位/日 

●届出の要否：要（新たに延長加算を算定する場合。） 

なお、延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制にあ

り、かつ、実際に延長サービスを行った場合に算定されるものです。当該事業所の実情に

応じて適当数の従業者を配置してください。 

【主な算定要件】 

○指定基準に規定する介護職員又は看護職員の員数に加え、看護職員又は介護職員を

常勤換算方法で２以上確保していること。 

○前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち、要介護３、要介護

４又は要介護５である者の占める割合が100分の30以上であること。 

○指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護事業所の提供に当たる

看護職員を１以上確保していること。等

※事業所を利用する利用者全員に算定することができます。 

 加算について ２－１０

１ 延長加算 

【主な算定要件】 

○所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護の前後に日常生活上の世話を行った場合。

○指定通所介護の所要時間と指定通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要 

時間を通算した時間が９時間以上となるとき、等 

・利用者が事業所を利用した後に引き続き事業所の設備を利用して宿泊する場合や宿泊

した翌日において事業所の通所介護の提供を受ける場合には算定することはできません。

重要
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【プロセス(個別機能訓練加算Ⅰ・Ⅱ共通部分)】 

□ 個別機能訓練計画の作成 

→機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同し

て、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等を内容とする個別機能訓練計

画を作成する。 

□ 機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、そ

の後３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問した上で、利用者又はその家族に対

して、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、訓練内容の見直

し等を行う。 

□ 個別機能訓練の効果、実施方法等についての評価し、評価内容や目標の達成度合い

について、当該利用者を担当する介護支援専門員等に適宜報告・相談し、必要に応

じて利用者又は家族の意向を確認の上、当該利用者のADL、IADLの改善状況を踏ま

えた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

□ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は利用者ごとに保管

し、常に個別機能訓練の従事者が閲覧可能な状態とする。

※  個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載を

もって個別機能訓練計画の作成に代えることが可能です。 

○ 個別機能訓練加算ⅠとⅡの主な違い    

個別機能訓練加算ⅠとⅡでは、機能訓練指導員の配置のほか、機能訓練の目的

やサービス提供の手法が異なりますので、算定に当たっては、その違いに留意す

る必要があります。 詳しくは、運営の手引きでそれぞれの算定要件を必ず確認

するようにしてください。

※ 個別機能訓練加算Ⅱに係る機能訓練は、身体機能そのものの回復を主たる目的とする

訓練ではなく、残存する身体機能を活用して生活機能の維持・向上を図り、利用者が居

宅において可能な限り自立して暮らし続けることを目的として実施するものです。 

※ 個別機能訓練加算Ⅱは、個別機能訓練加算Ⅰと異なり、非常勤の機能訓練指導員の配

置でも算定可能です。また、サービス提供時間帯を通じて配置することも要件とされて

いません。 

※ 個別機能訓練加算Ⅱを算定する場合、理学療法士等が直接訓練の提供を行わなければ

ならず、直接訓練の提供を受けた利用者に対してのみ加算の算定が可能です。 

※ 個別機能訓練加算Ⅰについては、グループの人数の規定はありませんが、個別機能訓

練加算Ⅱについては、類似の目標を持ち、同様の訓練内容が設定された五人程度以下の

小集団(個別対応含む)で行うことが要件とされています。 

具体的には、適切なアセスメントを経て利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握

し、日常生活における生活機能の維持・向上に関する目標（一人で入浴できるようにな

りたい等）を利用者ごとに適切に設定し、当該目標を達成するための訓練を実施する必

要があります。 

３ 個別機能訓練加算 

注意 
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【主な算定要件】 

○指定基準に規定する介護職員又は看護職員の員数に加え、看護職員又は介護職員を

常勤換算方法で２以上確保していること。 

○前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち、日常生活に支障を

来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者

の占める割合が100分の20以上であること。 

○指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる認知症

介護指導者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修等を修了し

た者を１以上確保していること。等

※指定基準に規定する介護職員又は看護職員の員数についてはＰ57の「３看護職員・介護

職員」を参照。 

※「日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要と

する認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ、又はＭに該当する者を指しま

す。

※通所介護を利用者に直接提供する職員 
⇒生活相談員・看護職員・機能訓練指導員・介護職員を指します。

（職員の算出方法） 

  (１) 前年度実績が６月以上の事業所 

⇒ 常勤換算方法により算出した前年度(３月を除く４月～２月までの11カ月)の平均を用い 

て、所定の割合を満たす場合に算定可能です。 

前年度実績の平均で割合を満たしていれば算定できるため、年度途中で、現に通所介

護の提供を行っている職員の割合が所定の割合を満たさなくなった場合でも、前年度実績で

要件を満たしている場合は算定可能です。(当該年度の実績の平均が所定の割合を満たさ

ないようであれば、翌年度は算定できません。) 

(２) 前年度実績が６月未満の事業所(新規事業所、再開事業所を含む) 

⇒ 直近３月について常勤換算方法により算出した平均を用いて、所定の割合を満たす場合に

算定可能です。直近３月において、割合を満たすことができなくなった際は、直ちに加算の取

り下げを行わなければなければなりません。 

※  人員欠如又は定員超過による減算期間中はサービス提供体制強化加算を算定することはできません。

５ サービス提供体制強化加算 

 ４ 認知症加算 

【通所介護費】 

●サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ⇒18単位/回 

  通所介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が50％以上 

●サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ⇒12単位/回 

  通所介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が40％以上 

●サービス提供体制強化加算Ⅱ⇒６単位 

  通所介護を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数３年以上の者が占め

る割合が30％以上 

●サービス提供体制強化加算Ⅲ（療養通所介護）⇒６単位 

  通所介護を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数３年以上の者が占め

る割合が30％以上 
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①運動器機能向上計画の短期目標に係るモニタリングを実施していなかった。 

②個別機能訓練計画または運動器機能向上計画の作成者が一人で、多職種が共

同で作成していなかった。 

③個別機能訓練Ⅱのサービス提供記録において、訓練担当者名・職種の記載が  

なかった。また、訓練実施利用者数の記載がなかった。

個別機能訓練加算（Ⅰ）、（Ⅱ）の比較表 
個別機能訓練加算（Ⅰ） 個別機能訓練加算（Ⅱ） 

単位数 ４６単位／日 ５６単位／日 

対象者 要介護者 

目的 

 身体機能そのものの回復をすること。 

例えば、座る、立つ、歩く等（関節可動域訓

練、筋力増強訓練等） 

 残存する身体機能を活用して生活機能の維持･向上

を図り利用者が居宅において可能な限り自立して暮

らし続けること。 

・具体的な生活上の行為（週１回、囲碁教室に行く

等） 

・居宅における生活行為（トイレに行く、自宅の風

呂に一人で入る、料理を作る、掃除・洗濯をする

等） 

・地域における社会的関係の維持に関する行為（商

店街に買い物に行く､孫とメールの交換をする､イン

ターネットで手続きをする等） 

人員配置 

サービス提供時間帯を通じて、専ら機能訓練指導

員の職務に従事する常勤の理学療法士等※を１名

以上配置する。(非常勤のみ配置の日は、加算は算

定できない。) 

専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等

※を１名以上配置する。（常勤・非常勤は問わな

い。配置時間も問わない。） 

※理学療法士等とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ

指圧師又は一定の実務経験を有するはり師、きゅう師のことをいう。 

 一定の実務経験を有するはり師、きゅう師とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔

道整復師、あん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上勤務し、

機能訓練指導に従事した経験を有する者とする。 

アセスメント 

・利用者の日常生活や人生の過ごし方についてのニーズ（興味､関心）の把握 

・利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況（ＡＤＬ（食事、排泄、入浴等）､ＩＡＤＬ（調

理、洗濯、掃除等）等）の状況を把握する。 

個 別 機 能 訓

練、運動器機

能向上計画の

作成 

・利用者ごとに、個別機能訓練計画を作成してい

る。 

・複数の機能訓練項目を準備し、その選択に当た

っては、利用者の生活意欲が増進されるよう援助

する。 

・利用者の生活機能向上に資するよう、利用者ごと

の心身の状況を重視した個別機能訓練計画を作成し

ている。 

・最終目標を立て、その最終目標を達成するための

わかりやすい段階的な目標を順次設定(１月目､２月

目､３月目)することが望ましい｡

・計画には利用者ごとに目標､実施時間､実施方法等を内容としている。 

・個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載し、個別機能訓練計画の作成に代えること

ができる。 

多職種（機能訓練指導員（理学療法士等）、看護職員、介護職員、生活指導員その他の職種）が共同して

作成。 

利用者又は家

族への説明と

同意 

 計画の内容については、利用者又はその家族に説明し、同意を得る。その際に、計画の写しを交付す

る。 

機能訓練の実

施 

・当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行って

いる。 

・利用者が、選択した項目ごとにグループに分か

れて活動する。 

・理学療法士等が直接訓練の提供を行う。（直接訓

練を提供した利用者のみ算定可能） 

・５人程度以下の小集団（個別対応を含む）に対し

て行なう。 

・概ね週１回以上実施する。

個別機能訓練

計画の評価 
 当該計画に基づいて行った個別機能訓練の効果、実施時間、実施方法等について評価等を行っている。 

計画の利用者

等への説明、

計画飲む見直

し等 

個別機能訓練開始後の三月ごとに一回以上、利用者の居宅を訪問した上で、利用者又はその家族に個別機

能訓練計画の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明し記録するとともに、必要と認められる場合には、

目標や訓練内容等の見直し等を行う。 

指導事例 
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（１）  利用定員と食堂及び機能訓練室の面積について 

   ⇒  通所介護事業所の食堂及び機能訓練室は、１人当たり３㎡以上確保しなければな

りません。 

   ※  自費の利用者を受け入れる場合にも、利用定員の枠内で受け入れるようにしてく

ださい。 

（２）  定員超過による減算の適用 

   ⇒  １日でも利用定員を超過すれば運営基準違反です。「減算にならなければよい」

といった考え方で事業を運営しないようにしてください。 

   ⇒  なお、定員超過の減算が適用されるのは、月平均の利用者数（自費の利用者を含

む。）が利用定員を超過した場合です。 

 ●届出の要否：不要 

●減算適用時期：月平均で定員を超過した単位のその翌月の利用者全員分について所定

単位数の 70％に減算 

平成 24 年度の報酬改定により、「都道府県知事は、定員超過が行われている事業

所に対しては、その解消を行うよう指導すること。当該指導に従わず、定員超過が２

月以上継続する場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するも

のとする」とされました。 

(1) 人員欠如による減算の適用      

   ⇒  単位ごとに、１月当たりの職員の配置が次項の計算式に当てはまる場合、減算と

なります。 

ア 人員欠如を計算する際の数について 
○ 看護職員の数は、１月間の職員の数の平均を用いる。この場合、１月間の職員

の平均は、当該月のサービス提供日に配置された延べ人数を当該月のサービス提
供日数で除して得た数とする。 

○ 介護職員等の数は、利用者数及び提供時間数から算出する勤務延時間数を用  
いる。この場合、１月間の勤務延時間数は、配置された職員の１月の勤務延時間
数を、当該月において本来確保すべき勤務延時間数で除して得た数とする。 

イ 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合 

    ⇒ 人員欠如があった翌月から、人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者全

員について、所定単位数の 70％に減算されます。

 減算について 

１ 定員超過 

２－１１ 

重要 

 ２ 人員欠如 
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 【看護職員】 

サービス提供日に配置された看護職員の延べ人数 
                          ＜ ０．９ 
      サービス提供日数 

 【介護職員】 

当該月に配置された介護職員の勤務延時間数 
                          ＜ ０．９ 

当該月に配置すべき介護職員の勤務延時間数

   ウ 人員基準上必要とされる員数から一割の範囲内で減少した場合 

   ⇒  人員欠如があった翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者全

員について所定単位数の 70％に減算されます。ただし、人員欠如があった翌月の

末日において人員基準を満たしている場合は、減算をする必要はありません。 

【看護職員】 

サービス提供日に配置された看護職員の延べ人数 
０．９≦                        ＜ １．０
        サービス提供日数

【介護職員】 

当該月に配置された介護職員の勤務延時間数 
０．９≦                       ＜ １．０ 
     当該月に配置すべき介護職員の勤務延時間数

(2) 人員欠如による減算の届出 

   ⇒  人員欠如による減算については、届出が必要です。 

 ※  届出を行わず、人員欠如による減算のコードにて報酬請求を行った場合、システ

ム上エラーが生じ、報酬が支払われなくなりますので注意が必要です。 

平成24年度の報酬改定により、都道府県知事は著しい人員欠如が継続する場合には

、職員の増員、利用定員等の見直し、事業の休止等を指導することとされ、当該指導

に従わない場合には、特別な事情がある場合をのぞき、指定の取消しを検討するもの

とされました。 

なお、定員超過・人員欠如による減算適用期間中は、口腔機能向上加算、栄養改善

加算、運動器機能向上加算、サービス提供体制強化加算も算定要件を満たさなくな

り、算定できません。加算の取り下げが必要になりますので注意が必要です。 

注意
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宿泊サービスの最低限の質を担保するという観点から、「指定通所介護事業所等の設備

を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場合の事業の人員、設

備及び運営に関する指針」が示されました。 

また、宿泊サービスを提供する場合、平成 27 年９月 1 日から届出が必要とされています

のでご注意ください。 

この指針において、「宿泊サービス」とは指定通所介護事業者が当該事業所の営業時間

外に、その設備を利用し、当該事業者の利用者に対し、排せつ、食事等の必要な介護など

の日常生活上の世話について、夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスとして提供す

ることとされています。 

(1)宿泊サービス事業者は、利用者の心身の状況により、若しくは利用者の家族の疾病、

冠婚葬祭、出張等の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減

を図るために、一時的に居宅において日常生活を営むのに支障がある者を対象に、宿

泊サービスを提供すること。 

(2)宿泊サービス事業者は、(１)の趣旨を鑑み、緊急時又は短期的な利用に限って、宿泊

サービスを提供すること。 

(1)宿泊サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立った宿泊サービ

スの提供に努めること。 

(2)宿泊サービス事業者は、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した

日常生活を継続できるよう、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話に係るサービスの

提供を行うこと。 

(3)宿泊サービス事業者は、宿泊サービスが位置付けられた居宅サービス計画又は介護予防サービス

計画に沿って、宿泊サービスの提供を希望する利用者に対し、宿泊サービスを提供すること。な

お、居宅サービス計画等への宿泊サービスの位置付けは、指定居宅介護支援事業者等の介護支援

専門員等により、あらかじめ利用者の心身の状況、家族の状況、他の介護保険サービスの利用状

況を勘案し適切なアセスメントを経たものでなければならず、安易に居宅介護計画等に位置付け

るものではないこと。 

(4)宿泊サービス事業者は、宿泊サービスの提供及び運営に当たっては、建築基準法、消防法、労働

基準法、その他の法令等を遵守すること。 

１ 従業者の員数及び資格 

宿泊サービス事業者が、宿泊サービス事業所ごとに置くべき宿泊サービス従業者の員数

及び資格は次のとおりです。 

５ 人員に関する指針 

１ 宿泊サービスを提供する場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針 

夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供する

場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針(抜粋) 
２－１２

２ 宿泊サービスの定義 

３ 宿泊サービスの提供 

４ 宿泊サービス事業者の責務 

103



(1)宿泊サービス従業者は、宿泊サービスの提供内容に応じ必要数を確保することとし、宿 

泊サービスの提供を行う時間帯を通じて、夜勤職員として介護職員又は看護職員（看護 

師又は准看護師をいう。）を常時１人以上確保すること。 

(2)宿泊サービス従業者のうち介護職員については、介護福祉士の資格を有する者、実務者 

研修又は介護職員初任者研修を修了した者であることが望ましいこと。

なお、それ以外の介護職員にあっても、介護等に対する知識及び経験を有する者であ 

ること。 

(3)食事の提供を行う場合は、食事の介助等に必要な員数を確保すること。

(4)緊急時に対応するための職員の配置又は提供時間帯を通じた連絡体制の整備を行うこと。

２ 責任者 

宿泊サービス事業者は、宿泊サービス従業者の中から責任者を定めること。 

１ 利用定員については次のとおりです。 

宿泊サービス事業所の利用定員は、当該指定通所介護事業所等の運営規程に定める利

用定員の２分の１以下かつ９人以下とすること。ただし、２(2)①の基準を満たす範囲と

すること。 

２ 設備及び備品等 

(1)必要な設備及び備品等 

宿泊サービス事業所は、宿泊室及び消火設備その他の非常災害に際して必要な設備、 

  宿泊サービスを提供するにあたり適切な寝具等の必要な備品を備え、当該指定通所介護

事業所等の運営に支障がないよう適切に管理すること。 

なお、当該指定通所介護事業所等の設備及び備品等を使用する場合は、当該指定通

所介護事業所等の利用者のサービス提供に支障がない範囲で使用すること。 

(2)(1)で掲げる宿泊室及び消火設備その他の非常災害に際して必要な設備の基準は、次 

 のとおりとする。 

① 宿泊室 

ア 宿泊室の定員は、１室あたり１人とすること。ただし、利用者の希望等により処遇上必 

要と認められる場合は、２人とすることができるものとすること。 

    イ 宿泊室の床面積は、１室あたり7.43平方メートル以上とすること。 

    ウ ア及びイを満たす宿泊室（以下「個室」という）以外の宿泊室を設ける場

合、個室以外の宿泊室の面積を合計した面積は、7.43平方メートルに宿泊サ

ービスの利用定員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上とする

ものとし、その構造は利用者のプライバシーが確保されたものとすること。 

なお、プライバシーが確保されたものとは、例えば、パーテーションや 

家具などにより利用者同士の視線の遮断が確保されるものである必要がある 

が、壁やふすまのような建具まで要するものではないこと。ただし、カーテ 

ンはプライバシーが確保されたものとは考えにくいことから認められないも 

のである。 

また、利用者の希望等により処遇上必要と認められる場合を除き、男女が 

  同室で宿泊することがないように配慮すること。 

６ 設備に関する指針 
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    エ 個室以外の宿泊室の面積を合計した面積は、7.43平方メートルに宿泊サービ

スの利用定員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上とするもの

とし、その構造は利用者のプライバシーが確保されたものとすること。 

なお、プライバシーが確保されたものとは、例えばパーテーションや家具 

などにより利用者同士の視線の遮断が確保されるものである必要があるが、 

壁やふすまのような建具まで要するものではないこと。ただし、カーテンは 

プライバシーが確保されたものとは考えにくいことから認められないもので 

ある。また利用者の処遇上必要と認められる場合を除き、男女が同室で宿泊 

することがないように配慮すること。 

② 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置しなければならないこと。 

１ 内容及び手続の説明及び同意 

  宿泊サービス事業者は、宿泊サービス提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又

はその家族に対し、10に定める運営規程の概要、責任者の氏名、宿泊サービス従業者の

勤務体制その他の利用申込者の宿泊サービスの選択に資すると認められる重要事項を記

した文書を交付して説明を行い、宿泊サービスの内容及び利用期間等について利用申込

者の同意を得ること。 

２ 宿泊サービス提供の記録 

  宿泊サービス事業者は、宿泊サービスを提供した際には、提供日、提供した具体的な

宿泊サービスの内容及び利用者の心身の状況その他必要な事項を記録するとともに、利

用者から申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用

者に対して提供すること。 

３ 宿泊サービスの主な取扱方針((1)、(2)、(5)は省略) 

(3) 宿泊サービス事業者は、宿泊サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利 

用者等の生命又は身体を保護するため緊急かつやむを得ない場合を除き、身体的拘

束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはならないこと。 

(4)  宿泊サービス事業者は、(3)の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急かつやむを得ない理由を記録すること。 

４ 宿泊サービス計画の作成((3)は省略) 

(1) 宿泊サービス事業者は、宿泊サービスを概ね４日以上連続して利用することが予想

されている利用者については、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境 

を踏まえて、利用者が利用する指定通所介護事業所等におけるサービスとの継続性に 

配慮して、当該利用者の指定居宅介護支援事業者等と連携を図った上、具体的なサー 

ビスの内容等を記載した宿泊サービス計画を作成すること。なお、４日未満の利用で 

あっても反復的、継続的に利用することが予定されている利用者については、宿泊サ 

ービス計画を作成し宿泊サービスを提供すること。 

７ 運営に関する指針 

７９ 
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(2) 宿泊サービス事業者は、計画の作成に当たっては、居宅サービス計画等に沿って作 

 成し、宿泊サービスの利用が長期間とならないよう、居宅介護支援事業者等と密接に 

 連携を図ること。 

（５～８は省略） 

９ 緊急時等の対応 

  宿泊サービス事業者は、現に宿泊サービスの提供を行っているときに利用者に病状の

急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師又はあらかじめ協力医療機

関を定めている場合は、協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずること。 

10 運営規程 

 宿泊サービス事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規定を定め

ておくこと。 

 ①事業の目的及び運営の方針 
②従業者の職種、員数及び職務の内容 
③サービス提供日及びサービス提供時間 
④利用定員 
⑤宿泊サービスの内容及び利用料その他の費用の額 
⑥宿泊サービス利用に当たっての留意事項 
⑦緊急時等における対応方法 
⑧非常災害対策 
⑨その他運営に関する重要事項 

11 勤務体制の確保等((1)、(3)は省略) 

(2) 宿泊サービス事業者は、当該宿泊サービス従業者によって宿泊サービスを提供する

こと。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでは

ない。 

12 定員の遵守 
  宿泊サービス事業者は、運営規程に定める利用定員を超えて宿泊サービスの提供は行

ってはならない。 

（13～18は省略） 

19 事故発生時の対応（(3)は省略） 

 (1) 宿泊サービス事業者は、利用者に対する宿泊サービスの提供により自己が発生した

場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡

を行うとともに、必要な措置を講じること。 

 (2) 宿泊サービス事業者は、(1)の事故の状況及び事故の際して採った処置について記

録すること。 

20 宿泊サービスを提供する場合の届出 

(1) 宿泊サービス事業者等が指定通所介護等の提供以外の目的で、指定通所介護事業所

等の設備を利用し、宿泊サービスを提供する場合には、宿泊サービスの内容を宿泊サ

ービスの提供開始前に当該指定通所介護事業者等に係る指定を行った都道府県等（神

奈川県高齢福祉課あて）に届け出ること。 

なお、当該届出については別添様式に基づいて行うこととし、当該届出内容は法第

115条の35の介護サービス情報の基本情報と併せて、当該介護サービスを提供する事

業所を管轄する都道府県知事に報告すること。 
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(2) 指定通所介護事業者等は、(1)で届け出た内容に変更があった場合は、所定の様式

に基づき、変更の事由が生じてから10日以内に指定権者（神奈川県高齢福祉課あて）

に届け出ること。 

(3) 指定通所介護事業者等は、当該宿泊サービスを休止又は廃止する場合には、別添様

式により、その休止又は廃止の日の１月前までに指定権者（神奈川県高齢福祉課あ

て）に届け出ること。 

（届出関係掲載場所） 

 「介護情報サービスかながわ」 

   ―ライブラリー（書式/通知） 

    ―５．国・県の通知 

     ―通所介護関連 【在宅サービスグループ】 

      ―指定通所介護事業所の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護以外の

サービスを提供する場合の届出について 

http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=422&topid=6

(21、22は省略) 
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２－１３ 主な指導事例・質問の多い事例 

※指導事例及び質問の多い事例と併せて、各サービスの運営の手引きを必ずご確認ください。 

１ 各サービス共通事項

 主な指導事例  

（１）人員関連 （居宅条例第32条、第108条他、各運営の手引き参照） 

① 月ごとの勤務形態一覧表が作成されていない。 

② 勤務形態一覧表が事業所、サービスごとに作成されていない。 

③ 勤務形態一覧表に常勤、非常勤の別、職務の内容、管理者との兼務関係が明確にさ 

れていない。 

④ 時間外勤務を前提とした勤務割が常態化している。 

⑤ 雇用契約書や労働条件通知書等が保管されていない。 

（２）重要事項説明書・運営規程 （居宅条例第９条他、各運営の手引き参照） 

① 重要事項説明書の記載内容が更新されておらず、従業者の勤務体制が現状と異なる。 

② 重要事項説明書を利用者や家族に説明、同意、交付したことが書面上で確認できな

い。 

  ③ 重要事項説明書に利用料その他の費用の額が記載されていない。または記載された

料金に誤りがある。 

（３）料金の徴収 （居宅条例第21条、第103条他、各運営の手引き参照） 

① 領収書を口座引き落とし、口座振り込みの場合に発行していない。 

② 保険給付に含まれる物品について、別途料金徴収している。 

（４）苦情処理・事故時の対応 （居宅条例第38条、第40条他、各運営の手引き参照） 

① 指定申請時の書類（利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要）に記し 

たとおりの苦情処理の対応がなされていない。 

② 事故の内容について、職員間で情報を共有していない。 

③ 事故について、記録が不十分。例えば、サービス提供中の事故に起因して医療機関   

 を受診した際の受診結果等について、事故報告書に記録していない。 

（５）秘密保持 （居宅条例第35条他、各運営の手引き参照） 

① 利用者との契約書等に個人情報の使用同意に関する項目が盛り込まれておらず、同

意が得られていない。 

② 従業者の在職中及び退職後における利用者及びその家族の個人情報に関する秘密保

持について、事業所と従業者間の雇用契約、就業規則、宣誓書等で取り決めが行われ

ていない。 

（６）記録類の整備等 （居宅条例第20条、第42条、第112条他、各運営の手引き参 

   照） 

① 個別のサービスごとのサービス計画を作成しないまま、介護サービスを提供してい

る。 

② 介護支援専門員が作成する居宅サービス計画が変更になったにも関わらず、個別の

サービス計画の見直し・変更がされておらず、サービス計画が居宅サービス計画に則

した内容になっていない。 

④ サービス計画の同意を利用者または家族より得ていない（記録により確認できな 

  い）。 

⑤ サービス計画を利用者に交付していない（記録により確認できない）。 
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⑥ サービス提供開始時及び計画変更時等において把握した、利用者の心身の状況につ 

いてアセスメント記録がされていない。 

⑦ 提供した具体的なサービス内容等の記録の開始・終了時刻が実際の時間ではなく、 

 サービス計画に位置付けられている標準的な時間となっている。 

  ⑧ 記録については、条例により、その完結の日から５年間保存しなければならないが、 

   契約書に保存期間を契約終了後２年間と定めていた。

（７）その他

① 運営に関する重要事項の概要が事業所の見やすいところに掲示されていない。 

② 通常の事業の実施地域外の交通費について、実費相当額以上を徴収するよう運営規 

程に規定していた（短期入所のサービスは除く） 

③ 自費サービスをあたかも介護保険サービスであるかのように表現したチラシを作成 

し、利用者や関係機関へ配布している。 

 質問の多い事例  

質 問 

○記録の電子化 
記録の電子化について、電子媒体での保存は認め
られているのか。 

 回 答 

原則的に認められるが、利用者の同意が必要
な計画書など、署名を受けた紙媒体での保存が
必要な場合もある。また、電子媒体で保存する
場合は、データのバックアップを必ず取るこ
と。 

○重要事項説明書 
重要事項説明書内の従業者の員数については、退
職等により頻繁に変動するが、どのくらいの頻度
で変更が必要なのか。 

重要事項説明書は、利用者に交付するもので
あるため、その都度変更することが望ましいと
考えられる。 

○介護職員処遇改善加算 
介護職員処遇改善計画書及びキャリアパス要件等
届出書の周知について、全ての従業者に適切な方
法で行うこととされているが、周知の内容につい
てどの程度行う必要があるか。 

全従事者が閲覧できる掲示板等への掲示や全
従事者への文書による通知等が考えられる。 

２ 通所介護

主な指導事例  

（１）人員基準について  

① 生活相談員が営業のために外出しており、サービス提供時間中に生活相談員が不在 

となったため、基準上確保すべき勤務延時間数の配置ができていなかった。 

  ② 看護職員を、単位ごと及びサービス提供日ごとに、１以上配置していなかった。 

（２）設備基準について  

① レイアウトの変更を既にしていたが、変更届を提出していなかった。 

② 食堂及び機能訓練室に、静養室とは別にベッドを設置し、静養スペースとしていた 

ため、実際に利用できる有効面積が減少していた。 

③ 非常災害に際し必要な設備（消火器等）が設置されていなかった。 

（３）通所介護計画について 

① 通所介護計画が作成されていなかった。 

② 利用者又はその家族の同意を得ずにサービス提供を開始していた。 

③ 通所介護計画は利用者のアセスメントを経て作成されるものであるが、アセスメン 
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 ト表の作成日が通所介護計画作成日以降となっていた。 

④ 全ての利用者の通所介護計画の内容が全く同じであった。 

  ⑤ 通所介護計画についてモニタリングを行った際に、その結果（評価）の記録が残さ

れていなかった。 

（４）プログラム  

① 屋外でのサービス提供に係る居宅サービス計画と介護予防通所介護計画の記載につ 

いて、外出との合理的な説明に関する記載が確認できなかった。 

② 桜が満開だったので気分転換に花見に出かけ、通所介護サービスとして報酬算定し 

ていた。 

（５）サービス提供の記録について  

① サービス開始時間と終了時刻が予め印字されていた記録用紙を使用し、実際のサー 

ビス提供時刻が不明であった。 

  ② 業務日誌において、サービスの開始時刻及び終了時刻の記録がなかった。 

（６）報酬算定 

①  利用者の通院を理由に３時間未満のサービス提供を行ったにもかかわらず、当初の

通所介護計画に位置づけられたサービス提供時間数の報酬算定をしていた。 

②  サービス提供時間が７時間で計画された利用者が、当日体調不良のため２時間で早

退した場合に、２時間以上３時間未満の報酬を算定していた。 

（７）衛生管理等について  

① 利用者を迎えに行ったところ利用者が嘔吐していたが、他の利用者と同じ送迎車に

乗せサービス提供をし、他の利用者や事業所職員に感染してしまった。 

② 浴室内に消毒用の次亜塩素酸ナトリウムを入れるバケツが置いてあったが、感染症

予防マニュアルに希釈方法が記載されていなかった。 

③ 厨房・配膳室に入室する際に履物を替えておらず、トイレも同じ履物で出入りして

いた。 

（８）非常災害対策

  ① 火災・地震・津波・風水害に対処するための計画を作成していなかった。また、非

常災害時の避難場所等について、あらかじめ定めていなかった。 

  ② 消火器が配備されているが、使用期限が過ぎていた。 

（９）利用料等の受領  

    入浴の際に使用する標準的なタオルを事業所で用意せず、利用者に持参させていた。 

（10）加算について  

  [個別機能訓練加算]   

  ① 個別機能訓練加算を算定するに当たっては、機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪 

問した上で、個別機能訓練計画を作成しなければならないが、計画を作成した後に 

利用者の居宅を訪問している事例が見られた。 

  ② 個別機能訓練計画について、多職種が共同して作成することとなっているが、多職

種で作成したかどうか書類上確認できなかった。  

③ 個別機能訓練加算（Ⅰ）と個別機能訓練加算（Ⅱ）をそれぞれ算定する場合は、そ

れぞれの加算の目的・趣旨が異なることから、別々の目標を明確に立てて訓練を実施

する必要があるが、同一の長期目標を設定し、訓練を実施していた。 

  ④ 個別機能訓練加算は、３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅 

での生活状況を確認する必要があるが、居宅を訪問していなかった。または、訪問 

したが記録がなかった。 

  [サービス提供強化加算]

① サービス提供体制強化加算で、前年度実績が６カ月以上あるにもかかわらず、直近 

３カ月の平均の割合で計算していた。 
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（11）定員超過・人員欠如・減算について 

① 介護保険の利用者のほか自費の利用者も受け入れていた事業所において、自費の利

用者も含めた利用者数の合計が利用定員を超過していた。 

質問の多い事例 

○訪問看護ステーション等との連携による看
護職員の確保について 
看護職員の配置について、利用定員が１１人
以上であればサービス提供ごとの配置が求め
られているが、看護職員が急病等で来られな
いことも考えられるため、訪問看護ステーシ
ョン等との連携により対応を考えている。こ
の際に、覚書や契約といった内容の書面を訪
看と結ぶ必要があるのか。結ぶとしたらどの
ような内容が必要になるのか。 

病院、診療所又は訪問看護ステーションとの協定
等は、指定通所介護事業所の提供時間帯を通じて密
接かつ適切な連携を図られていることを明確にする
ため、文書により行われる必要があります。 
協定等の具体的な内容は個別の事情により異なり
ますが、例示として以下の項目について明記する必
要があります。 
・提供日ごとに指定通所介護事業所にて、利用者の
健康状態の確認を含め必要な業務を行う旨 
・提供時間帯を通じ、必要が生じた場合に看護職員
が駆けつけることができる体制や協定先の病院等か
ら適切な指示を受けられる連絡体制を確保する旨及
びその具体的な運用方法 
・当該協定等に関して利用者に賠償すべき事故が発
生した場合における責任の所在 
・その他協定等の適切な実施の確保のために必要な
事項 

○個別機能訓練加算の算定について 
通所介護事業所の看護職員が機能訓練指導員
を兼務した場合であっても個別の機能訓練実 
施計画を策定すれば個別機能訓練加算は算定
可能か。 

個別機能訓練加算（Ⅱ）を算定するには、専従で
１名以上の機能訓練指導員が必要となる。 
通所介護事業所の看護職員については、サービス
提供時間帯を通じて専従することまでは求めていな
いことから、当該看護師が本来業務に支障のない範
囲で、機能訓練指導員を兼務し、要件を満たせば、
個別訓練加算（Ⅱ）を算定することは可能である。 
ただし、看護師の本来の業務である健康管理や必
要に応じて行う利用者の観察、静養といったサービ
ス提供を行いつつ、加算の要件を満たすような業務
をなし得るか、十分、検討する必要がある。 
なお、個別機能訓練加算（Ⅰ）の算定において
は、常勤の機能訓練指導員がサービス提供時間帯を
通じて専従することが要件であるので、常勤専従の
機能訓練指導員である看護職員が看護職員としての
業務を行っても、通所介護事業所の看護職員として
の人員基準の算定に含めない扱いとなる。 

○個別機能訓練加算（Ⅱ）について 
個別機能訓練加算（Ⅱ）について、生活機能
の向上を目的とするうえで、例えば、買い物
に行けるようになるといった最終目的（長期
目標）に対して、歩行能力を向上させるため
に短期での目標は筋力トレーニングのような
内容にならざるを得ない場面がある。この場
合、個別機能訓練加算（Ⅰ）のような内容に
なってしまうが、やむを得ないと考えてよい
か。 

短期目標において、訓練内容がそのようになるの
はやむを得ない場合があると思われるが、長期目標
はあくまで生活機能の向上を目的としたものを設定
する必要がある。 
 また、短期目標である当面の「運動器の向上」が
達成されたら、次の短期目標はより「生活機能の向
上」に近づくよう順次レベルアップしていくことが
望ましい。 

       質 問               回 答 
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